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第 ９ 次 高 齢 者 福 祉 計 画
及び第８期介護保険事業計画





本本庄庄市市第第９９次次高高齢齢者者福福祉祉計計画画及及びび第第８８期期介介護護保保険険事事業業計計画画のの策策定定ににああたたっってて  
 
 全国的に高齢化が急速に進行する中、本市で

も高齢者人口は増加を続けており、団塊の世代

が７５歳以上となる令和７年（２０２５年）に

は高齢化率は３０％を超え、団塊ジュニア世代

が６５歳以上となる令和２２年（２０４０年）

にはそのピークに達し、４０％となると予測さ

れています。これに伴い、介護や見守りを必要

としたり、認知症を患う高齢者が増加し、世帯

構成においても高齢者のみの世帯の割合が上

昇している状況から、高齢者福祉サービスや介

護保険給付の需要はますます高まるばかりです。 
一方では、少子化により生産年齢人口は年々減少しており、高齢者福祉・介

護サービスを支える現役世代の減少は、介護人材等の確保の面からも全国的に

深刻な問題となっています。 
 今回策定いたしました『本庄市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事

業計画』は、こうした問題に対応し、令和７年（２０２５年）から令和２２年

（２０４０年）までを見据え、介護や支援が必要になっても、できる限り住み

慣れた地域や自宅で安心して暮らし続けることができるよう「医療」「介護」「予

防」「住まい」「生活支援」のサービスを一体的に提供する「地域包括ケアシス

テム」を更に質を深めつつ、一人ひとりがお互いを尊重し、主体的に地域活動

に参画していく「地域共生社会」の実現に取り組む内容となっております。 
本市は、これからも高齢者一人ひとりが生きがいや社会での役割をもち、助

け合いながら暮らしていくことのできる地域づくりのため、市民の皆様と一体

となって取り組んでまいる所存でおりますので、市民の皆様をはじめ関係者、

関係団体の皆様には一層のご支援とご協力をお願い申し上げます。 
 結びに本計画の策定にあたり、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅

介護実態調査にご協力をいただいた皆様、意見聴取やヒアリングにご協力をい

ただいた関係団体の皆様、さらには貴重なご意見とご提言をいただきました介

護保険運営協議会の皆様に心から厚く御礼申し上げます。 
 
 

令和３年３月  本庄市長 
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第１章     計画策定にあたって  

 

 

１ 計画策定の背景  
 

日本の高齢者人口（65 歳以上）は増加を続けており、団塊ジュニア世代が 65 歳に到達

した後の令和 24（2042）年にピークを迎えると推計されています。令和２（2020）年９月

15 日現在の我が国の高齢化率（推計値）は 28.7％で、内訳を見ると後期高齢者（75 歳以

上）の総人口に占める割合は 14.9％と前期高齢者（65～74 歳以下）の 13.9％を上回り、

今後とりわけ後期高齢者の増加傾向が顕著になると見込まれています。本市でも高齢者人

口が増加しており、今後は後期高齢者の増加により令和 22（2040）年までは高齢者人口が

増加し、高齢化率も上昇を続けると予想されます。 

高齢化の急速な進行に伴い、地域社会では一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の増加

や孤立化が進み、高齢者をめぐるさまざまな問題が浮かび上がっています。認知症高齢者

の増加と介護する家族の負担増やそれに伴う介護離職の発生、また高齢者の権利擁護や虐

待防止などの諸課題への対応が求められています。更に、平均寿命が延びている一方で介

護が必要な期間も長期化しており、健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活で

きる期間（健康寿命）を伸ばしていくことが課題となっています。  

このような課題に直面する中で、高齢者の尊厳の保持と自立生活を支援し、要介護状態

となることの予防や重度化を防止することで、可能な限り住み慣れた地域で生活を継続す

ることができるよう、地域包括ケアシステムの更なる深化を推進し、完成度を高めていく

必要があります。 

また、介護サービスに対する需要が増加・多様化していく中、現役世代の担い手は減少

しており、介護現場の効率化や ICT の活用、人材確保を通して、サービスの量の確保と質

の向上を促進するとともに、地域全体で高齢者を見守る地域共生社会の実現を目指してい

くことが必要です。 

本市では、高齢者福祉及び介護保険事業に関する施策を総合的に推進するため、３年を

１期とする高齢者福祉計画及び介護保険事業計画を策定していますが、令和２年度に計画

期間（平成 30 年度～令和２年度）が終了となります。そこで、団塊の世代が 75 歳になる

令和７（2025）年、更には団塊ジュニア世代が 65 歳以上になる令和 22（2040）年を見据

え、国や埼玉県の動向を踏まえつつ施策の実施状況や効果も検証した上で、地域包括ケア

システムの更なる深化と地域共生社会※の実現に向けた取組を推進する新たな計画を策定

しました。 

 

※地域共生社会：子ども、高齢者、障害者など全ての人々が、地域、暮らし、生きがいを

共に創り、高め合うことができる社会のこと。 
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２ 計画策定の目的   
 

本計画は、本市の高齢者福祉及び介護保険事業の運営にかかる基本方針と、その実現の

ための施策を定めるために策定するものです。  

  

  

３ 計画の位置づけ   
 

＜ 法的位置づけ ＞  

本計画は、老人福祉法第 20 条の８に基づき、本市における高齢者の福祉の増進を図るた

めに定める「高齢者福祉計画」と、介護保険法第 117 条に基づき、介護保険事業の円滑な

実施を図るために定める「介護保険事業計画」を一体的な計画として策定するものです。  

  

＜ 市の上位・関連計画との位置づけ ＞  

平成 30（2018）年度からの 10 年間を計画期間とする本庄市総合振興計画を上位計画と

し、本市及び国・県の関連計画との調和を図り、本庄市地域福祉計画の理念に基づき策定

する計画です。 

なお、「成年後見制度利用促進基本計画」は本計画と一体として策定し、地域福祉の充実

を図ります。 
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４ 計画の期間   
 

本計画の対象期間は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの３年間です。 

団塊の世代が 75 歳になる令和７（2025）年、更には団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる

令和 22（2040）年を見据え、中長期的な視野に立った見通しを示しています。  

具体的には、国勢調査などから推計される令和５（2023）年、令和７（2025）年、令和

22（2040）年における高齢者人口などを基に、本市の実情に応じた地域包括ケアシステム

が持続的・安定的に展開されるためのサービス基盤の整備など、中長期的な取組の方向性

を見定め、本計画の施策に反映させています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2025年

平成30〜令和２年度
（2018〜2020年度)

2040年

令和６〜８年度
（2024〜2026年度）

令和３〜５年度
（2021〜2023年度）

第８次⾼齢者保健福祉計画
第７期介護保険事業計画

第９次⾼齢者福祉計画
第８期介護保険事業計画

第１０次⾼齢者福祉計画
第９期介護保険事業計画

団塊の世代が７５歳に 団塊ジュニア世代が６５歳に

中 ⻑ 期 的 な 視 野 に ⽴ っ た ⾒ 通 し

2041
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５ 計画の策定体制   
 

本計画は、有識者、保健医療関係者、福祉関係者、被保険者、費用負担関係者から構成

される「本庄市介護保険運営協議会」において審議し、答申を受けて策定しました。また、

庁内関係課職員で構成される「本庄市高齢者福祉計画・介護保険事業計画検討委員会」に

おいて、本庄市介護保険運営協議会に対する資料の提供、計画内容に関する庁内調整など

を行いました。  

更に、65 歳以上の市民などを対象に実施した「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」「在

宅介護実態調査」や、関係団体・機関に対するアンケート及びヒアリング調査、パブリッ

クコメントの実施などを通じ、広く市民の意見の反映に努めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※ は市⺠参加による策定プロセスを⽰す。

介護予防・⽇常⽣活圏域ニーズ調査
･市⺠2,000⼈を対象にアンケート調査を実施
（令和元年12⽉）

在宅介護実態調査
・市⺠1,000⼈を対象にアンケート調査を実施
（令和元年12⽉）

関係団体・機関への調査
・アンケート調査
（令和２年３⽉）

・ヒアリング調査
（令和２年９⽉）

・統計資料分析
・既存計画等⽂献調査 など

本庄市介護保険運営協議会
・現状や課題を踏まえ、さまざまな視点から本市の⾼齢者福祉･介護保険事業の推進に向けた
活動のあり⽅について審議。

本庄市⾼齢者福祉計画･介護保険事業計画検討委員会

パブリックコメントの実施

本庄市⾼齢者福祉計画及び介護保険事業計画の策定

現状把握･課題の抽出
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６ 介護保険制度の改正内容   

介護保険制度については、計画の期間に合わせ、３年ごとに大きな見直しが行われます。

令和２年６月の制度改正では、団塊の世代が 75 歳以上となる令和７（2025）年、団塊ジュ

ニア世代が 65 歳以上となり現役世代が急減する令和 22（2040）年に備えるとともに、地

域共生社会の実現を図るため、地域住民の多様化・複合化した支援ニーズに対応する包括

的な福祉サービス提供体制を整備する観点から、市町村の包括的な支援体制の構築の支援、

地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進、医療・介護のデ

ータ基盤の整備の推進、介護人材確保及び業務効率化の取組の強化、社会福祉連携推進法

人制度の創設等の措置を講じています。

介護保険制度見直しの構図 

【改正の概要】 

（１）地域住民の多様化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の

構築の支援 

地域住民の抱える課題の解決のための包括的な支援体制の整備。（新たな事業、財政

支援等の規定の創設、関係法律の規定の整備。） 

１．介護予防・地域づくりの推進
～健康寿命の延伸～

／「共生」・「予防」を両輪とする
認知症施策の総合的推進

２．地域包括ケアシステムの推進
～地域特性に応じた介護基盤整備

・質の高いケアマネジメント～

３．介護現場の革新
～人材確保・生産性の向上～

地域共生社会の実現と２０４０年への備え

介護保険制度改革
（イメージ）

保険者機能の強化 データ活用のためのＩＣＴ基盤整備

制度の持続可能性の確保のための見直しを不断に実施
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（２）地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進 

①認知症施策の地域社会における総合的な推進に向けた国及び地方公共団体の努力義

務を規定。 

②市町村の地域支援事業における関連データの活用の努力義務を規定。 

③介護保険事業（支援）計画に高齢者向け住まいの設置状況を記載し、有料老人ホー

ムの設置状況に係る都道府県・市町村間の情報連携を強化。 

 

（３）医療・介護データ基盤の整備の推進 

①介護保険、要介護認定、高齢者の状態、地域支援事業等の情報の活用。 

②医療・介護情報の連結精度の向上。 

③医療機関等情報化補助業務の補強。 

 

（４）介護人材確保および業務効率化の取組の強化 

①介護保険事業（支援）計画に介護人材確保及び業務効率化の取組を記載。 

②有料老人ホームの設置等に係る届出事項の簡素化。 

③介護福祉士養成施設卒業者への国家試験義務付けの経過措置を５年間再延長。 

 

（５）社会福祉連携推進法人制度の創設 

社会福祉事業に取り組む社会福祉法人やNPO法人等を社員として、相互の業務連携を

推進する社会福祉連携推進法人制度を創設。 

 

【施行日】 
令和３年４月１日（ただし、（３）②及び（５）は公布の日から２年を超えない範囲の政令で定
める日、（３）③及び（４）③は公布日） 

 

 

７ 地域包括ケアシステム   
 

地域包括ケアシステムとは、高齢者が住み慣れた地域の中で、必要に応じて、医療・介

護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される仕組みです。  

国では、団塊の世代が 75 歳以上となる令和７（2025）年を目途に、介護が必要になっ

たり、認知症になっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう

に、地域包括ケアシステムの実現を目指しています。  

一人暮らし高齢者や認知症高齢者など、支援を必要とする高齢者の自立支援と要介護状

態の重度化防止や、介護保険制度の持続可能性を確保するうえでも、第６期介護保険事業

計画（平成 27～29 年度）から構築に取り組んできた地域包括ケアシステムの更なる深化・

推進が求められます。 
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地域包括ケアシステムのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

日常生活圏域 

 
介護予防・⽣活⽀援サービス事業の実施 

○介護事業者、NPOや民間企業、

住民ボランティア等による地域

のニーズに合った多様な生活支

援サービスの提供 

○生活支援コーディネーターの

配置 など 

 
⽣活⽀援サービスの充実 

○制度の普及啓発 

○在宅でのサービスや施設・居住系サービ

スとのバランスの取れた基盤整備 

○介護給付費の適正化 など 

 
介護保険制度の円滑な運営 

○介護サービス事業者に対する指導監督 

○介護従事者の人材育成 など 

 
介護保険サービスの質の向上 

予防 

 
在宅医療・介護連携の推進 

⽣活⽀援 

○連携のための課題の抽出や解決策を検討するための会議の開催 

○関係職種が相互に理解するための研修会の実施 

○地域における医療・介護等の事業所の把握や、マップの作成 

○在宅医療に関する地域住民への普及啓発 など 

介護 

連携 

通院・入院 通所・入所 

 
認知症施策の推進 

○認知症ケアパスの周知と活用に向けた

取組 

○認知症地域支援推進員の配置 など 
高齢者 

参加・利用 

 
⼀般介護予防事業の実施 

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等 

○支援を必要としている者を把握し、

介護予防活動につなげる 

○介護予防活動の普及啓発 

○住民主体の介護予防活動の育成・ 

支援 など ○訪問型や通所型のサービス、配食などの生活支

援サービスのケアマネジメント 

○身近な場所における健康づくりのための体操や

介護予防の啓発のための講話の実施 など 

地域包括⽀援センター 

 
地域包括⽀援センターの 

機能強化 
 

地域ケア会議の推進 

○新たな施策への対応 

○総合相談窓口としての職員の資質向上 

を始めとした体制の強化 など 

○医療と介護、地域とのネット 

ワークの構築 

○地域における課題の発見や、課題解

決への取組の実践 など 

医療 

住まい 
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８ 日常生活圏域   

高齢者や要介護認定者を支える「地域包括ケアシステム」推進の枠組みとして、本市で

は、地理的・社会的特性などを考慮し、中学校通学区を参考にした４つの圏域を日常生活

圏域として設定しています。  

各圏域においては、地域包括支援センターが中心となり、身近な相談を含めた包括的支

援事業や、要支援認定者への介護予防ケアマネジメントを一体的に行ってきました。  

本計画期間においても、現状を踏まえ、中学校通学区を参考にした４圏域を日常生活圏

域として設定し、高齢者支援の推進を図ります。  

日常生活圏域 

本庄西地域 本庄東地域

本庄南地域

児玉地域

本庄駅

児玉駅

本庄早稲田駅
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各日常生活圏域の概況 

 東地域 西地域 南地域 児玉地域 

人口 18,185 人 13,054 人 27,048 人 19,656 人 

65 歳以上人口 5,227 人 4,010 人 7,197 人 5,865 人 

高齢化率 28.7％ 30.7％ 26.6％ 29.8％ 

単身高齢者数 1,358 人 1,045 人 1,893 人 1,506 人 

高齢者単身率 26.0％ 26.1％ 26.3％ 25.7％ 

サロン件数 11 件 12 件 11 件 22 件 

ボランティア数 52 人 44 人 93 人 38 人 

令和２年 10 月１日現在 
 

 

本庄市地域福祉計画から抽出した各日常生活圏域の課題と、地域の高齢者への支援に活

用できると考えられる社会資源は以下のとおりです。 
 

各日常生活圏域の課題と社会資源 

 課題 社会資源 

東地域 

医療機関や生活利便施設が市街地に集中。

身近に相談相手がいない。 

郊外で高齢化率が高い。 

郊外で交通利便性が低い。 

サロン活動が増加傾向。 

ボランティアが市街地に多い。 

住民の支え合いの意識が高い。 

郊外では隣近所の交流が盛ん。 

西地域 

最も高齢化率が高い圏域。 

市街地中心部で高齢者の単身化が顕著。 

医療機関が市街地に集中。 

集合住宅居住者の近所づきあいが少ない。

市街地、郊外ともサロン設置が進む。 

市立図書館、旧本庄商業銀行煉瓦倉庫、はにぽ

んプラザ等の交流・文化活動拠点がある。 

南地域 

市街地の高齢化率がやや高い。 

新市街地で高齢者単身率が非常に高い。 

単身高齢者の孤立が心配。 

地域活動に参加しない人がやや多い。 

最も高齢化率が低い地域。 

地域に満遍なく福祉関係事業所がある。 

多数の医療機関と在宅医療拠点が存在。 

ボランティア数が最も多く、サロン数も多い。

児玉地域 

山間部で高齢化・過疎化が顕著。 

地域内に特に高齢化率が高い地区がある。

福祉・医療機関が一部のエリアに偏在。 

サロン数が最も多く、サロン活動が活発。 

特に過疎化・高齢化が進む地区では、全自治会

にサロンが設置されている。 

ボランティアが地域に満遍なく存在。 

 

 各日常生活圏域に共通した立地特性別の課題と社会資源は以下のとおりです。 
 

立地特性別の課題と社会資源 

 課題 社会資源 

市街地 
駅周辺で高齢者単身率が高い。 

隣近所のつながりが希薄な地域がある。 

ボランティア数が多い。 

サロンが増加傾向。 

郊外 
医療施設や介護事業所が少ない。 

交通の便が悪く、生活利便施設が少ない。

地域内のつながりができている。 

古くからサロン活動に取り組んでいる。 
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第２章  高齢者を取り巻く状況

１ 人口・世帯の状況   

（１）高齢者人口の推移  

本市の人口（各年 10 月）は年々、減少傾向にあり、平成 25 年に８万人を下回り、令和

元年は 78,173 人となっています。 

反対に、65 歳以上の人口は増加を続けており、令和元年は 21,949 人で高齢化率は 28.1％

となっています。  

人口・高齢化率の推移 

高齢者人口を 65～74 歳の前期高齢者と 75 歳以上の後期高齢者の別に見ると、前期高齢

者は令和元年になってそれまでの増加傾向から若干の減少に転じましたが、後期高齢者は

増加を続けています。 

また、高齢者全体に占める後期高齢者の割合は平成 26 年以降は増加傾向にあり、令和 

元年は 48.5％となっています。 

年齢区分（前期後期）別人口の推移 

資料：住民基本台帳（各年 10 月１日現在）

資料：住民基本台帳（各年 10 月１日現在）

18,425 19,067 19,804 20,305 20,844 21,282 21,653 21,949

61,959 60,922 59,698 58,713 58,121 57,487 56,789 56,224

22.9% 23.8%
24.9% 25.7% 26.4% 27.0% 27.6%

28.1%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年
65歳以上 65歳未満 高齢化率

80,384 79,989 79,502 79,018 78,965 78,769 78,442 78,173

(人)

9,594
10,055

10,680 10,898 11,138 11,237 11,369 11,305

8,831 9,012 9,124 9,407 9,706 10,045 10,284 10,644

47.9% 47.3% 46.1% 46.3% 46.6% 47.2% 47.5% 48.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0

5,000

10,000

15,000

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年
65～74歳 75歳以上 75歳以上比率

(人)
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32,378 32,506 32,810 32,989 33,442 33,770 34,076 34,555

2.48 2.46 2.42 2.40 2.36 2.33 2.30 2.26

0

1

2

3

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年
世帯数 平均世帯人員

(世帯) (人)

（２）世帯数の推移  

世帯数は増加傾向にあり、令和元年は 34,555 世帯となっています。 

一方、１世帯あたりの人員は年々減少し、令和元年は 2.26 人となっています。  

世帯数と平均世帯人員の推移 

（３）高齢者のいる世帯の推移  

高齢者のいる世帯は平成 22 年に急激に増加し、平成 27 年には 13,401 世帯となってい

ます。 

このうち、高齢者のみの世帯を見ると、夫婦のみの世帯と一人暮らし世帯の割合はと

もに 26.0％となっています。  

高齢者世帯数の推移 

資料：住民基本台帳（各年 10 月１日現在） 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 

823 1,167 1,534
3,008 3,4891,135

1,605
1,933

2,929
3,487

3,802
4,046

4,278

6,290
6,425

14.3%
17.1%

19.8%

24.6%
26.0%

19.7%

23.5%
25.0%

24.0%

26.0%

0%

10%

20%

30%

40%

0

5,000

10,000

15,000

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

世帯主が65歳以上のその他の世帯数
世帯主が65歳以上の夫婦のみの世帯数
世帯主が65歳以上の一人暮らし世帯数
世帯主が65歳以上の世帯のうち一人暮らし世帯の割合
世帯主が65歳以上の世帯のうち夫婦のみの世帯の割合

(世帯)

5,760
6,818

7,745

12,227
13,401
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２ 介護保険サービスの利用状況   
 

（１）要介護認定者数の推移  

要介護（支援）認定者数は増加傾向にあり、令和元年は 3,567 人となっています。 

令和元年の要介護度別の構成は要介護１の割合が 27.7％と最も高く、次いで要介護２

（16.4％）、要介護４（14.5％）の順となっています。また、要支援１と２を合わせた割 

合は 19.7％となっています。  

 

要介護(支援)認定者数と認定率の推移（各年 10 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年 10 月の認定率は 16.4％で、埼玉県平均よりも 1.0 ポイント高く、全国平均よ

りも 2.1 ポイント低くなっています。  

 

認定率の比較（令和元年 10 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告 月報／厚生労働省 

※各年 10 月実績。認定率＝要介護認定者（第２号被保険者を除く）／第１号被保険者数。 

資料：介護保険事業状況報告 月報／厚生労働省 

189 202 268 359 343 323
355 353 369 410 354 379

757 826 871 904 964 989

590 609 601 566 584 586
490 499 480 464 471 461448 462 459 479 498 516297 277 302 307 301 313

15.8% 15.9% 16.1% 16.5% 16.3% 16.4%

0%

4%

8%

12%

16%

20%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年
要支援１ 要支援２ 要介護１
要介護２ 要介護３ 要介護４
要介護５ 認定率

3,126 3,228 3,350 3,489 3,515 3,567

(人)

2.6%

1.9%

1.5%

2.6%

1.9%

1.7%

3.7%

3.5%

4.5%

3.2%

2.7%

2.7%

2.4%

2.1%

2.1%

2.3%

1.9%

2.4%

1.7%

1.4%

1.4%

%02%51%01%5%0

全 国

埼玉県

本庄市

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

15.4%

18.5%

16.4%
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（２）介護度別サービスの利用状況  

サービスの利用状況を見ると、居宅サービス及び施設サービスの受給率（合計）は埼

玉県平均や全国平均とほぼ同程度となっています。 

一方、地域密着型サービスの受給率（合計）は埼玉県平均より５ポイントほど高く、

全国平均を若干上回っています。  

 

居宅サービス受給率（令和元年 10 月）     地域密着型サービス受給率（令和元年 10 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設サービス受給率（令和元年 10 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※サービス受給率＝受給者／要介護認定者。 

資料：介護保険事業状況報告 月報／厚生労働省

28.8%

41.6%

79.7%

80.0%

53.8%

41.6%

26.3%

57.6%

29.7%

45.1%

77.7%

80.7%

62.7%

48.2%

40.1%

59.3%

31.8%

49.7%

76.5%

79.5%

62.2%

46.1%

39.2%

58.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

合計

本庄市

埼玉県

全国

0.0%

1.0%

19.8%

20.8%

19.6%

17.6%

15.0%

15.5%

0.3%

0.5%

15.2%

16.0%

14.2%

9.6%

8.6%

10.3%

0.6%

0.9%

18.9%

20.2%

20.1%

15.1%

13.5%

13.2%

0% 10% 20% 30%

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

合計

本庄市

埼玉県

全国

0.0%

0.0%

3.6%

6.7%

31.9%

40.6%

37.9%

15.4%

0.0%

0.0%

3.6%

8.7%

29.4%

41.9%

44.2%

15.6%

0.0%

0.0%

3.7%

7.6%

25.5%

39.9%

43.3%

14.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

合計

本庄市

埼玉県

全国
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（３）給付費の推移  

給付費の推移をみると、平成 27 年度までの増加傾向から、平成 28 年度はわずかに減少

しましたが、平成 29 年度以降再度上昇に転じ、令和元年度の総給付費は約 50 億 9 千万円

(対前年度比 4.9％増)となっています。  

平成 28 年度から小規模（利用定員 18 人以下）の通所介護事業所が地域密着型サービス

に移行して以降、給付費に占める地域密着型サービスの割合は増加し、令和元年度は約

20％となっています。 

 

 

介護保険給付費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※項目別の給付費は百万円未満を四捨五入しているため、項目の合計が総額と一致しない場合が 

あります。 

資料：介護給付実績   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,071 2,251 2,424 2,404 2,200 2,203 2,283 2,378

609
614

619 694 929 950 991 1,028

1,566 1,488
1,503 1,510 1,460 1,530 1,579

1,682

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

居宅サービス 地域密着型サービス 施設サービス

（百万円）

4,246 4,353 4,546 4,609 4,588 4,682 4,852
5,088
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14.8 

14.3 

33.3 

38.7 

39.3 

18.8 

6.1 

6.3 

30.5 

30.4 

33.3 

7.9 

7.9 

10.4 

1.9 

1.8 

4.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

１人暮らし 夫婦２人暮らし（配偶者65歳以上）
夫婦２人暮らし（配偶者64歳以下） 息子・娘との２世帯
その他 無回答

82.9 

84.6 

33.3 

9.2 

9.0 

14.6 

5.7 

4.4 

45.8 

2.1 

2.0 

6.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

介護・介助は必要ない
何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない
現在、何らかの介護を受けている
無回答

３ アンケート結果から見た現状   

 

（１）家族構成・健康状態 

①家族構成を教えてください 

一般高齢者では、「夫婦２人暮らし（配偶者 65 歳以上）」が 39.3％と最も高く、次い

で「息子・娘との２世帯」が 30.4％となっています。 

要支援認定者では、「１人暮らし」「息子・娘との２世帯」がともに 33.3％となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②あなたは、普段の生活でどなたかの介護・介助が必要ですか。 

一般高齢者では、「介護・介助は必要ない」が 84.6％となっており、「現在、何らかの

介護を受けている」は 4.4％となっています。 

これに対し、要支援認定者では、「現在、何らかの介護を受けている」が 45.8％、「介

護・介助は必要ない」は 33.3％となっています。 
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25.9 

20.0 

12.9 

12.9 

11.8 

10.6 

9.4 

7.1 

5.9 

5.9 

3.5 

1.2 

1.2 

8.2 

0.0 

22.2 

14.3 

12.7 

14.3 

12.7 

11.1 

11.1 

4.8 

7.9 

7.9 

4.8 

1.6 

1.6 

9.5 

0.0 

36.4 

36.4 

13.6 

9.1 

9.1 

9.1 

4.5 

13.6 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

4.5 

0.0 

0 10 20 30 40

高齢による衰弱

骨折・転倒

がん（悪性新生物）

関節の病気（リウマチ等）

心臓病

視覚・聴覚障害

糖尿病

脊椎損傷

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

呼吸器の病気（肺気腫・肺炎等）

認知症（アルツハイマー病等）

パーキンソン病

腎疾患（透析）

その他

不明

全体(N=85）
一般高齢者(N=63）
要支援認定者(N=22）

(%)

③介護・介助が必要となった主な原因は何ですか。 

一般高齢者では、「高齢による衰弱」が 22.2％で最も高く、次いで「骨折・転倒」と

「関節の病気（リウマチ等）」がともに 14.3％となっています。 

要支援認定者では、「高齢による衰弱」と「骨折・転倒」がともに 36.4％で最も高く、

次いで「がん（悪性新生物）」と「脊椎損傷」がともに 13.6％となっています。 
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5.3 

4.8 

14.6 

11.9 

11.3 

31.3 

42.4 

42.5 

43.8 

38.9 

39.8 

8.3 

1.6 

1.5

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

ほとんど外出しない 週１回 週２～４回 週５回以上 無回答

63.0 

36.8 

26.3 

21.3 

11.9 

4.0 

3.5 

2.4 

1.3 

0.6 

0.1 

0.1 

0.4 

64.7 

37.2 

26.8 

20.2 

12.3 

3.8 

3.5 

2.4 

0.8 

0.5 

0.1 

0.1 

0.4 

12.5 

27.1 

10.4 

56.3 

2.1 

8.3 

2.1 

0.0 

18.8 

4.2 

2.1 

0.0 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60 70

自動車（自分で運転）

徒歩

自転車

自動車（人に乗せてもらう）

電車

タクシー

路線バス

バイク

歩行器・シルバーカー

病院や施設のバス

車いす

電動車いす（カート）

その他

全体(N=1,482）
一般高齢者(N=1,426）
要支援認定者(N=48）

(%)

（２）外出 

①週に１回以上は外出していますか。 

外出が週に１回以下の人の割合は、一般高齢者では 16.1％と低く、要支援認定者では

45.9％と高くなっています。 

②外出する際の移動手段は何ですか。 

一般高齢者では、「自動車（自分で運転）」が 64.7％、要支援認定者では、「自動車（人

に乗せてもらう）」が 56.3％で最も高くなっています。 
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59.2 

19.0 

18.3 

12.7 

10.8 

9.8 

9.5 

7.8 

1.6 

10.5 

58.5 

18.8 

16.5 

13.2 

11.0 

10.7 

9.6 

8.1 

1.8 

11.0 

68.8 

21.9 

31.3 

6.3 

9.4 

3.1 

9.4 

6.3 

0.0 

3.1 

0 20 40 60 80

足腰などの痛み

トイレの心配（失禁など）

交通手段がない

外での楽しみがない

病気

経済的に出られない

耳の障害（聞こえの問題など）

目の障害

障害（脳卒中の後遺症など）

その他

全体(N=306）
一般高齢者(N=272）
要支援認定者(N=32）

(%)

20.6 

19.1 

66.7 

77.7 

79.5 

25.0 

1.7 

1.5 

8.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

はい いいえ 無回答

③外出を控えていますか。 

一般高齢者では 19.1％、要支援認定者では３分の２にあたる 66.7％が外出を控えて

います。 

④外出を控えている理由は何ですか。 

一般高齢者では、「足腰などの痛み」が 58.5％で最も多く、次いで「トイレの心配（失

禁など）」が 18.8％、「交通手段がない」が 16.5％となっています。 

要支援認定者でも「足腰などの痛み」が 68.8％で最も多く、次いで「交通手段がない」

が 31.3％、「トイレの心配（失禁など）」が 21.9％となっています。 
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77.8 

74.2 

30.0 

27.2 

14.6 

2.6 

11.1 

0 20 40 60 80

買い物

通院

友人との交流

趣味、サークル、クラブ活動への参加

仕事

その他

無回答

(%)
（N=1,482）

51.6 

36.6 

6.3 

27.6 

49.6 

35.2 

4.9 

29.8 

48.5 

35.7 

6.3 

30.8 

54.3 

39.0 

7.2 

23.8 

54.1 

35.6 

6.6 

26.2 

0 10 20 30 40 50 60 70

地域の助け合いによる送迎サポート

福祉バスの相乗り

その他

無回答

全体(N=1,482）
本庄東地域(N=369)
本庄西地域(N=367)
本庄南地域(N=387)
児玉地域(N=351)

(%)

⑤車の運転をしていない、若しくは運転をしなくなった際に困ることはありますか。 

「買い物」が 77.8％で最も高く、次いで、「通院」が 74.2％、「友人との交流」30.0％

となっています。 

⑥下記の移動支援があれば利用したいと思いますか。 

「地域の助け合いによる送迎サポート」は 51.6％、「福祉バスの相乗り」は 36.6％が

利用したいと回答しています。 
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1.1 

1.1 

2.1 

1.4 

1.5 

1.2 

1.3 

4.4 3.7

2.1

3.6 4.4 57.4 

57.4 

56.3 

30.8 

30.6 

39.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無回答

（３）社会参加 

①ボランティアのグループにどのくらいの頻度で参加していますか。 

一般高齢者では、「参加していない」が 57.4％と最も高く、参加していると回答した

人の合計は 12.0％でした。 

要支援認定者では、「参加していない」が 56.3％と最も高く、参加していると回答し

た人の合計は 4.2％でした。 

単位：％ 

区分 

有
効
回
答
数
（
件
）

週
４
回
以
上

週
２
～
３
回

週
１
回

月
１
～
３
回

年
に
数
回

参
加
し
て
い
る
人
の
計

参
加
し
て
い
な
い

無
回
答

全 体 1,482 1.1 1.4 1.2 3.6 4.4 11.7 57.4 30.8 

一般高齢者 1,426 1.1 1.5 1.3 3.7 4.4 12.0 57.4 30.6 

要支援認定者 48 2.1 － － － 2.1 4.2 56.3 39.6 

※四捨五入のため、内訳の合計が 100％にならない場合があります。 
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※四捨五入のため、内訳の合計が 100％にならない場合があります。

3.7 

3.9 

5.9

6.1

2.1 

6.1 

6.3 

2.9 

3.0 

2.8 

2.9 

50.9 

50.6 

54.2

27.7 

27.2 

43.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無回答

②スポーツ関係のグループやクラブにどのくらいの頻度で参加していますか。 

一般高齢者では、「参加していない」が 50.6％と最も高く、参加していると回答した

人の合計は 22.2％でした。 

要支援認定者では、「参加していない」が 54.2％と最も高く、参加していると回答し

た人の合計は 2.1％でした。 

単位：％ 

区分 

有
効
回
答
数
（
件
）

週
４
回
以
上

週
２
～
３
回

週
１
回

月
１
～
３
回

年
に
数
回

参
加
し
て
い
る
人
の
計

参
加
し
て
い
な
い

無
回
答

全 体 1,482 3.7 5.9 6.1 2.9 2.8 21.4 50.9 27.7 

一般高齢者 1,426 3.9 6.1 6.3 3.0 2.9 22.2 50.6 27.2 

要支援認定者 48 － 2.1 － － － 2.1 54.2 43.8
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1.8 

1.8 

6.54.5

4.5

4.24.2

6.7

9.1 

9.3 

2.1 

5.9 

6.1 

46.1 

45.8 

50.0 

26.2 

25.8 

39.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無回答

③趣味関係のグループにどのくらいの頻度で参加していますか。 

一般高齢者では、「参加していない」が 45.8％と最も高く、参加していると回答した

人の合計は 28.4％でした。 

要支援認定者では、「参加していない」が 50.0％と最も高く、参加していると回答し

た人の合計は 10.5％でした。 

単位：％ 

区分 

※四捨五入のため、内訳の合計が 100％にならない場合があります。 

有
効
回
答
数
（
件
）

週
４
回
以
上

週
２
～
３
回

週
１
回

月
１
～
３
回

年
に
数
回

参
加
し
て
い
る
人
の
計

参
加
し
て
い
な
い

無
回
答

全 体 1,482 1.8 4.5 6.5 9.1 5.9 27.8 46.1 26.2 

一般高齢者 1,426 1.8 4.5 6.7 9.3 6.1 28.4 45.8 25.8 

要支援認定者 48 － 4.2 4.2 2.1 － 10.5 50.0 39.6 
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0.5 

0.5 

0.6 

0.6 

2.1 

1.6 

1.6 

3.7 

3.7 

4.0

4.1

2.1 

2.1 

57.7 

57.9 

50.0 

31.9 

31.6 

43.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無回答

④学習・教養サークルにどのくらいの頻度で参加していますか。 

一般高齢者では、「参加していない」が 57.9％と最も高く、参加していると回答した

人の合計は 10.5％でした。 

要支援認定者では、「参加していない」が 50.0％と最も高く、参加していると回答し

た人の合計は 6.3％でした。 

単位：％ 

区分 

※四捨五入のため、内訳の合計が 100％にならない場合があります。 

有
効
回
答
数
（
件
）

週
４
回
以
上

週
２
～
３
回

週
１
回

月
１
～
３
回

年
に
数
回

参
加
し
て
い
る
人
の
計

参
加
し
て
い
な
い

無
回
答

全 体 1,482 0.5 0.6 1.6 3.7 4.0 10.4 57.7 31.9 

一般高齢者 1,426 0.5 0.6 1.6 3.7 4.1 10.5 57.9 31.6 

要支援認定者 48 － 2.1 － 2.1 2.1 6.3 50.0 43.8 
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0.8 

0.8 

2.1 

1.8 

1.3 

16.7 

3.0 

3.2 

10.4 

2.0 

2.1 

1.1 

1.1 

2.1 

59.2 

59.7 

39.6 

31.8 

32.0 

29.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無回答

⑤はにトレ教室など介護予防のための通いの場にどのくらいの頻度で参加していますか。 

一般高齢者では、「参加していない」が 59.7％と最も高く、参加していると回答した

人の合計は 8.3％でした。 

要支援認定者では、「参加していない」が 39.6％と最も高く、参加していると回答し

た人の合計は 31.3％でした。 

単位：％ 

区分 

※四捨五入のため、内訳の合計が 100％にならない場合があります。 

有
効
回
答
数
（
件
）

週
４
回
以
上

週
２
～
３
回

週
１
回

月
１
～
３
回

年
に
数
回

参
加
し
て
い
る
人
の
計

参
加
し
て
い
な
い

無
回
答

全 体 1,482 0.8 1.8 3.2 2.0 1.1 8.9 59.2 31.8 

一般高齢者 1,426 0.8 1.3 3.0 2.1 1.1 8.3 59.7 32.0 

要支援認定者 48 2.1 16.7 10.4 － 2.1 31.3 39.6 29.2 
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0.7 

0.6 

2.1 

0.5 

0.5 

2.1 

0.9 

0.8 

2.1 

1.9 

2.0 

5.3 

5.1 

8.3 

60.5 

60.9 

47.9 

30.2 

30.1 

37.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無回答

⑥老人クラブにどのくらいの頻度で参加していますか。 

一般高齢者では、「参加していない」が 60.9％と最も高く、参加していると回答した

人の合計は 9.0％でした。 

要支援認定者では、「参加していない」が 47.9％と最も高く、参加していると回答し

た人の合計は 14.6％でした。 

単位：％ 

区分 

※四捨五入のため、内訳の合計が 100％にならない場合があります。 

有
効
回
答
数
（
件
）

週
４
回
以
上

週
２
～
３
回

週
１
回

月
１
～
３
回

年
に
数
回

参
加
し
て
い
る
人
の
計

参
加
し
て
い
な
い

無
回
答

全 体 1,482 0.7 0.5 0.9 1.9 5.3 9.3 60.5 30.2 

一般高齢者 1,426 0.6 0.5 0.8 2.0 5.1 9.0 60.9 30.1 

要支援認定者 48 2.1 2.1 2.1 － 8.3 14.6 47.9 37.5 
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0.8 

0.7 

4.2 

0.5 

0.6 

1.5 

1.5 

2.1 

5.4 

5.5 

4.2 

17.6 

17.8 

10.4 

44.9 

45.0 

41.7 

29.2 

29.0 

37.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無回答

⑦町内会・自治会にどのくらいの頻度で参加していますか。 

一般高齢者では、「参加していない」が 45.0％と最も高く、参加していると回答した

人の合計は 26.1％でした。 

要支援認定者では、「参加していない」が 41.7％と最も高く、参加していると回答し

た人の合計は 20.9％でした。 

単位：％ 

区分 

※四捨五入のため、内訳の合計が 100％にならない場合があります。 

有
効
回
答
数
（
件
）

週
４
回
以
上

週
２
～
３
回

週
１
回

月
１
～
３
回

年
に
数
回

参
加
し
て
い
る
人
の
計

参
加
し
て
い
な
い

無
回
答

全 体 1,482 0.8 0.5 1.5 5.4 17.6 25.8 44.9 29.2 

一般高齢者 1,426 0.7 0.6 1.5 5.5 17.8 26.1 45.0 29.0 

要支援認定者 48 4.2 － 2.1 4.2 10.4 20.9 41.7 37.5 

26



⑧収入のある仕事をどのくらいの頻度でしていますか。 

一般高齢者では、「していない」が 48.7％と最も高く、していると回答した人の合計

は 23.4％でした。 

要支援認定者では、「していない」が 56.3％と最も高く、していると回答した人の合

計は 2.1％でした。 

単位：％ 

区分 

※四捨五入のため、内訳の合計が 100％にならない場合があります。 

12.6 

13.0 

5.5 

5.7 

2.1 

1.3 

1.4 
1.8 

1.8 

1.4 

1.5 

49.1 

48.7 

56.3 

28.3 

27.9 

41.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 していない 無回答

有
効
回
答
数
（
件
）

週
４
回
以
上

週
２
～
３
回

週
１
回

月
１
～
３
回

年
に
数
回

し
て
い
る
人
の
計

し
て
い
な
い

無
回
答

全 体 1,482 12.6 5.5 1.3 1.8 1.4 22.6 49.1 28.3 

一般高齢者 1,426 13.0 5.7 1.4 1.8 1.5 23.4 48.7 27.9 

要支援認定者 48 － 2.1 － － － 2.1 56.3 41.7 
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⑨地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、いきい

きした地域づくりを進めるとしたら、あなたはその活動に参加者として参加してみた

いと思いますか。 

「是非参加したい」と「参加してもよい」をあわせた参加意向のある人の割合は、一

般高齢者で 54.5％、要支援認定者では 25.1％となっています。 

⑩地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、いきい

きした地域づくりを進めるとしたら、あなたはその活動に企画・運営（お世話役）と

して参加してみたいと思いますか。 

「是非参加したい」と「参加してもよい」をあわせた参加意向のある人の割合は、一

般高齢者で 37.1％、要支援認定者では 10.4％となっています。 

6.4 

6.4 

8.3 

8.6 

8.6 

6.3 

44.9 

45.9 

18.8 

32.6 

31.9 

50.0 

7.5 

7.2 

16.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

既に参加している 是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 無回答

6.3 

4.4

4.5
2.6 

2.7 

2.1 

33.5 

34.4 

8.3 

51.3 

50.8 

64.6 

8.2 

7.8 

18.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

既に参加している 是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 無回答
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34.9 

35.1 

29.2 

58.4 

58.5 

52.1 

4.7 

4.4 

12.5 

2.1

2.0

6.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

日常的に付き合いがある あいさつを交わす程度 付き合いはほとんどない 無回答

49.1 

34.6 

27.9 

16.7 

9.7 

7.0 

4.7 

8.1 

3.3 

49.4 

35.5 

28.6 

16.9 

9.7 

7.2 

4.4 

7.8 

2.9 

43.8 

14.6 

8.3 

6.3 

8.3 

4.2 

10.4 

14.6 

14.6 

0 10 20 30 40 50 60 70

近所・同じ地域の人

趣味や関心が同じ友人

仕事での同僚・元同僚

学生時代の友人

幼なじみ

ボランティア等の活動での友人

その他

いない

無回答

全体(N=1,482）
一般高齢者(N=1,426）
要支援認定者(N=48）

(%)

（４）地域での支え合い 

①ご近所とのお付き合いはどのような様子ですか。 

「日常的に付き合いがある」は、一般高齢者では 35.1％、要支援認定者では 29.2％と

なっています。 

②よく会う友人・知人はどんな関係の人ですか。 

一般高齢者では「近所・同じ地域の人」が 49.4％で最も高く、次いで「趣味や関心が

同じ友人」が 35.5％となっています。 

要支援認定者でも「近所・同じ地域の人」が 43.8％で最も高く、次いで「趣味や関心

が同じ友人」と「いない」がともに 14.6％となっています。 
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26.7 

13.5 

12.7 

9.2 

6.0 

2.7 

39.3 

10.7 

27.1 

13.3 

12.6 

9.2 

4.8 

2.7 

39.9 

10.5 

18.8 

22.9 

18.8 

10.4 

43.8 

0.0 

16.7 

14.6 

0 10 20 30 40 50 60 70

医師・歯科医師・看護師

地域包括支援センター・役所・役場

社会福祉協議会・民生委員

自治会・町内会・老人クラブ

ケアマネジャー

その他

そのような人はいない

無回答

全体(N=1,482）
一般高齢者(N=1,426）
要支援認定者(N=48）

(%)

9.0 

9.3 

2.1 

30.2

30.4

25.0

28.3

28.5

27.1

16.9 

17.1 

12.5 

12.6 

12.1 

25.0 

2.9

2.7

8.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

毎日ある 週に何度かある 月に何度かある 年に何度かある ほとんどない 無回答

③家族や友人・知人以外で、何かあったときに相談する相手を教えてください。 

一般高齢者では「そのような人はいない」が 39.9％で最も高く、次いで「医師・歯科

医師・看護師」が 27.1％となっています。 

要支援認定者では「ケアマネジャー」が 43.8％で最も高く、次いで「地域包括支援セ

ンター・役所・役場」が 22.9％となっています。 

④友人・知人と会う頻度はどれくらいですか。 

一般高齢者では「週に何度かある」が 30.4％で最も高く、「ほとんどない」は 12.1％

でした。 

要支援認定者では「月に何度かある」が 27.1％で最も高く、「ほとんどない」は 25.0％

でした。 
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29.3 

28.7 

50.0 

40.0 

40.3 

33.3 

27.3 

27.7 

10.4

3.4

3.4

6.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

できている あまりできていない できていない 無回答

55.8 

34.1 

33.6 

18.7 

18.0 

14.5 

13.8 

12.7 

12.2 

7.8 

2.8 

1.2 

57.7 

35.7 

33.5 

19.6 

17.8 

12.0 

13.4 

13.2 

10.0 

7.3 

2.9 

1.2 

20.8 

8.3 

37.5 

4.2 

20.8 

58.3 

20.8 

0.0 

50.0 

16.7 

0.0 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60 70

広報ほんじょう

自治会の回覧板

家族・親族

友人・知人

市役所の窓口

ケアマネジャー

民生委員

市役所のホームページ

地域包括支援センター

介護保険サービス事業者

その他

無回答

全体(N=434）
一般高齢者(N=409）
要支援認定者(N=24）

(%)

（５）介護保険サービス 

①市の保健・福祉・介護保険サービスに関する情報を得ることができていますか。 

「あまりできていない」と「できていない」をあわせた情報を得ることができていな

い人の割合は、一般高齢者で 68.0％、要支援認定者で 43.7％となっています。 

②市の保健・福祉・介護保険サービスに関する情報は、主にどこから得ていますか。 

一般高齢者では 57.7％が「広報ほんじょう」をあげていますが、要支援認定者では「ケ

アマネジャー」が 58.3％、「地域包括支援センター」が 50.0％となっています。 
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22.7 

22.9 

16.7 

73.4 

73.4 

72.9 

3.8

3.6

10.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

はい いいえ 無回答

41.6 

20.6 

19.4 

13.0 

9.0 

2.8 

30.8 

14.3 

41.8 

19.6 

18.7 

13.3 

9.3 

2.7 

31.3 

14.4 

37.5 

52.1 

41.7 

4.2 

2.1 

2.1 

12.5 

12.5 

0 10 20 30 40 50 60 70

社会福祉協議会

地域包括支援センター

居宅介護支援事業所（ケアマネジャー）

消費生活支援センター

ほんじょう健康相談ダイヤル２４

後見ほっとライン

知っている窓口はない

無回答

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

(%)

③下記の相談窓口を知っていますか。 

一般高齢者では「社会福祉協議会」が 41.8％で最も高い一方、「知っている窓口はな

い」が 31.3％となっています。 

要支援認定者では「地域包括支援センター」が 52.1％で最も高く、次いで「居宅介護

支援事業所（ケアマネジャー）」が 41.7％、「社会福祉協議会」が 37.5％となっています。 

④認知症に関する相談窓口を知っていますか。 

「いいえ」の割合は、一般高齢者で 73.4％、要支援認定者でも 72.9％となっています。 
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⑤主な介護者の方の現在の勤務形態について、ご回答ください。 

「フルタイムで働いている」が 24.8％、「パートタイムで働いている」が 23.8％ 

で、48.6％が働いています。 

⑥主な介護者の方は、介護をするにあたって、何か働き方についての調整等をしていま

すか。 

「介護のために、「労働時間を調整（残業免除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）」

しながら、働いている」が 31.3％で最も多くなっています。全体の過半数の方が１つあ

るいは複数の調整等を行っており、「特に行っていない」は 34.0％でした。 

フルタイムで
働いている

24.8%

パートタイム
で働いている

23.8%

働いていない
43.0%

主な介護者に確認し
ないと、わからない

0.7%

無回答
7.6%

N=302

34.0

31.3

14.3

1.4

18.4

4.8

6.8

0 10 20 30 40

特に行っていない

介護のために、「労働時間を調整（残業免除、短時間勤務、
遅出・早帰・中抜け等）」しながら、働いている

介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」を取りなが
ら、働いている

介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、働いている

介護のために、上記以外の調整をしながら、働いている

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

N=147

(%)
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⑦主な介護者の方は、勤め先からどのような支援があれば、仕事と介護の両立に効果が

あると思いますか。 

「介護休業・介護休暇等の制度の充実」（25.2％）、「介護をしている従業員への経済的

な支援」（25.2％）、「労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）」（24.5％）、「制

度を利用しやすい職場づくり」（23.8％）、が上位にあげられています。 

⑧主な介護者の方は、今後も働きながら介護を続けていけそうですか。 

「続けていくのは、かなり難 

しい」（5.4％）と「続けてい 

くのは、やや難しい」(9.5％) 

をあわせた 14.9％が続けてい 

くことに困難さを感じていま 

す。 

問題なく、続
けていける

13.6%

問題はあるが、何
とか続けていける

62.6%

続けていくのは、
やや難しい

9.5%

続けていくのは、
かなり難しい

5.4%

主な介護者に確認し
ないと、わからない

7.5%

無回答
1.4%

N=147

25.2

25.2

24.5

23.8

15.0

8.2

6.1

6.1

1.4

14.3

8.8

7.5

0 10 20 30

介護休業・介護休暇等の制度の充実

介護をしている従業員への経済的な支援

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）

制度を利用しやすい職場づくり

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

仕事と介護の両立に関する情報の提供

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワークなど）

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

N=147

(%)
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30.3 

27.5 

26.5 

9.6 

8.9 

7.4 

6.6 

3.8 

4.3 

32.9 

31.0 

27.9 

26.9 

9.7 

9.0 

7.5 

6.7 

3.9 

4.3 

32.1 

8.3 

14.6 

16.7 

6.3 

6.3 

6.3 

6.3 

4.2 

2.1 

58.3 

0 20 40 60 80

趣味の会や文化・スポーツサークルなどの充実

高齢者の健康づくりのためのスポーツ講座の開催

介護予防の講座の開催

ボランティア活動

就労に関する情報の提供

老人クラブの育成

子どもと交流できるイベントの充実

老人福祉センターつきみ荘の管理運営

その他

無回答

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

(%)

（６）今後重要な高齢者福祉の取り組み 

①高齢者の健康づくりや生きがいづくりとして、今後、充実させてほしいことは何です

か。 

一般高齢者では、「趣味の会や文化・スポーツサークルなどの充実」が 31.0％で最も

高く、次いで「高齢者の健康づくりのためのスポーツ講座の開催」が 27.9％、「介護予

防の講座の開催」が 26.9％となっています。 

要支援認定者では、「介護予防の講座の開催」が 16.7％で最も高く、次いで「高齢者

の健康づくりのためのスポーツ講座の開催」が 14.6％、「趣味の会や文化・スポーツサ

ークルなどの充実」が 8.3％となっています。 
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41.1 

34.9 

30.9 

29.0 

28.5 

26.6 

19.4 

19.1 

18.6 

17.7 

17.3 

17.3 

16.4 

16.3 

11.9 

8.0 

6.5 

5.1 

2.7 

15.6 

41.4 

35.1 

31.3 

29.1 

28.8 

26.5 

19.8 

19.0 

18.7 

17.8 

17.1 

17.4 

16.4 

16.5 

11.9 

7.7 

6.3 

4.8 

2.7 

15.1 

33.3 

27.1 

16.7 

27.1 

25.0 

29.2 

10.4 

18.8 

14.6 

16.7 

20.8 

16.7 

16.7 

12.5 

12.5 

18.8 

12.5 

14.6 

0.0 

31.3 

0 20 40 60

在宅の高齢者を支える福祉サービスの充実

高齢者を介護している家族等への支援

医療施設（病院、診療所）の整備

特別養護老人ホームや老人保健施設の整備

声かけや見守りなど一人暮らし高齢者への支援

地震・風水害など自然災害時の支援

隣近所で手助けしあう仕組みづくり

外出支援の充実

認知症予防対策の充実

防犯対策・悪質商法対策

介護予防対策の充実

高齢者に対応する相談窓口の充実

認知症高齢者への支援

外出しやすい道路や施設の整備

高齢者向け住宅の整備

高齢者の人権・財産などを守る相談窓口の充実

地域のボランティア活動・組織の支援

高齢者虐待に対する支援

その他

無回答

全体(N=1,482）

一般高齢者(N=1,426）

要支援認定者(N=48）

(%)

②高齢者の施策として、今後、充実させてほしいことは何ですか。 

一般高齢者では、「在宅の高齢者を支える福祉サービスの充実」が 41.4％で最も高く、

次いで「高齢者を介護している家族等への支援」が 35.1％、「医療施設（病院、診療所）

の整備」が 31.3％となっています。 

要支援認定者では、「在宅の高齢者を支える福祉サービスの充実」が 33.3％と最も高

く、次いで「地震・風水害など自然災害時の支援」が 29.2％、「高齢者を介護している家

族等への支援」と「特別養護老人ホームや老人保健施設の整備」が 27.1％となっていま

す。 
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内容まで
知っている

9.3%

聞いたことはある
が、内容について
はあまり知らない

62.0%

知らない
22.2%

無回答
6.5%

地域包括ケアシステムの認知度

（N=108）

54.6 

50.9 

42.6 

38.9 

34.3 

26.9 

14.8 

10.2 

9.3 

6.5 

2.8 

3.7 

13.9

18.5

24.1

20.4

25.9

19.4

23.1

21.3

20.4

25

18.5

2.8

0 20 40 60

高齢者の健康づくりへの支援

高齢者世帯への声かけ・見守り

高齢者の居場所づくり

高齢者の生きがいづくりへの支援

災害時における要支援者への支援

日頃の話し相手

地域包括支援センター・高齢者福祉施設等との連携

買い物や通院などの外出の手伝い

悩み事に対する相談

徘徊など認知症の方への対応・支援

食事や家事等に関する手伝い

その他

高齢者に関わる主な活動内容

すでに取組んでいる

今後取組みたい

(%)

（N=108）

24.1 

19.4 

18.5 

14.8 

1.9 

17.6 

3.7 

0 10 20 30

生活支援サービス

介護

介護予防

医療

住まい

よくわからない

無回答
（N=108）

(%)
地域包括ケアシステムの整備にあたり重要な項目

４ 関係団体・機関へのアンケートの結果   

 

（１）単位自治会・単位老人クラブ等 
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64.6 

42.7 

42.7 

41.7 

37.5 

33.3 

32.3 

21.9 

19.8 

15.6 

14.6 

9.4 

8.3 

6.3

11.5

6.3

13.5

9.4

14.6

11.5

19.8

14.6

19.8

16.7

4.2

10.4

0 20 40 60 80

高齢者の健康づくりへの支援

高齢者の居場所づくり

日頃の話し相手

地域包括支援センター・高齢者福祉施設等との連携

悩み事に対する相談

高齢者世帯への声かけ・見守り

高齢者の生きがいづくりへの支援

災害時における要支援者への支援

介護予防教室等の支援

徘徊など認知症の方への対応・支援

買い物や通院などの外出の手伝い

その他

食事や家事等に関する手伝い

高齢者に関わる主な活動内容

すでに取組んでいる
今後取組みたい

(%)

（N=96）

77.1

65.6

64.6

56.3

26.0

2.1

0 20 40 60 80 100

生活支援サービス

介護

介護予防

医療

住まい

よくわからない
（N=96）

(%)
地域包括ケアシステムの整備にあたり重要な項目

（２）ボランティア団体・NPO 法人・筋トレサロン・キャラバンメイト等 

内容まで
知っている

47.9%
聞いたことは
あるが、内容
についてはあ
まり知らない

49.0%

知らない
3.1%

地域包括ケアシステムの認知度

（N=96）
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十分連携が取
れている

0.0%
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連携が取れ
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十分提供さ
れている
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提供されて
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（３）地域包括支援センター 
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生活支援サービス

介護予防

医療
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N=20

地域包括ケアシステムの整備にあたり重要な項目
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護・福祉人材の確保と育成

入退院時の医療と介護の円滑な連携

自分が終末期をどのように過ごしたいか
の意思を表明するためのツールの普及

在宅医療について市民の理解が深まるよ
うな周知活動

在宅医療希望者への支援充実のために重要なこと

(%)

N=20
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（４）居宅介護支援事業所（ケアマネジャー） 
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自分が終末期をどのように過ごしたいか
の意思を表明するためのツールの普及

在宅医療について市民の理解が深まるよ
うな周知活動

その他

在宅医療希望者への支援充実のために重要なこと

(%)

N=66
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(%)
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地域包括ケアシステムの整備にあたり強化すべき項目
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５ アンケート結果から見える課題

各種アンケート調査及び関係団体・機関へのアンケート調査の結果をもとに課題を整理

します。

（１）介護予防について

活動的で意欲のある生活を続けていくためには、介護が必要になる前の予防対策が重要

です。健康寿命の延伸に向けた取組として、健康で生涯自分のことは自分でしていくとい

う意識やセルフケアマネジメントの強化・啓発が必要です。

筋トレや介護予防を実施する団体による体力測定、地域特性を踏まえた地域ケアマネジ

メントを通して、市と地域包括支援センター及び地域の専門職が協働し、必要に応じて介

護予防講座の実施や事業内容の調整を行っていく必要があります。

サロンや筋トレ教室など様々な取組があるなか、それらの活動について情報提供を行う

とともに、それらの活動の場を高齢者にとって気軽に利用できる相談・支援の窓口として

定着させることが求められます。

外出しなくなることは孤立化や意欲の低下につながる心配があり、一人暮らしの高齢者

は話し相手が少ない傾向にあるため、会話をすることでストレス解消になる場合もありま

す。また、地域での声かけの推奨や外出が難しくなってきた場合の支援が必要です。

（２）生活支援について

日常生活において、介護サービスでは補えない部分の支援が求められます。それには、

簡易な家事サービス・有償家事支援を充実していく必要があります。

自分で外出することが難しい高齢者が増加しており、車がなくても、通院・買い物・グ

ループ活動等への参加ができる環境整備への要望が高まっています。高齢者施設の空き車

両を活用した買い物送迎の協力や、近所で開催する出前サロンや移動販売など今ある移動

支援の強化を含め、様々な方面から検討していく必要があります。

孤立化を避けるには、人との関わりや対話の機会を維持することが重要です。民生委員

や自治会の協力による高齢単身世帯等への個別訪問の必要性が認識されていますが、ゴミ

出し等の日常的な支援や配食サービス等に際しても、安否確認や対話の機会につなげる必

要があります。また、地域の組織、住民も生活支援の担い手であることの意識づくりや、

これら人的資源の活用が必要と考えられます。

（３）地域共生について

サロン、老人クラブ、地域の清掃をはじめとした地域貢献活動等を通して、地域の主体

的な支え合いを育み、互いの交流と生きがいにつなげることが重要です。遠くまで行けな
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い人のためには、身近な場所での小集団活動（お茶会等）の機会をつくる必要があります。

また、会員数の減少、参加者の固定化、会員の高齢化による運営スタッフの人材不足といっ

た課題を抱える団体もあるため、活動団体の横のつながりを活用するなどして、より幅広

い層に魅力を感じてもらえるイベントや活動を考える必要があります。

自治会については、高齢になって退会を希望するケースが見受けられますが、退会して

しまうと役員との接点もなくなり、孤立化が進むという意見があります。社会との接点が

希薄になっていく事例が増加する中、官民あわせた多様な見守り方法を推進していく必要

があります。日頃の声かけ、ゴミ出しの手伝い等、自治会･ご近所ベースの支援体制づくり

が求められますが、組織の高齢化が進む中、幅広い年齢層による支え合いの関係づくりや、

元気な高齢者に活躍の場を提供していくことが求められます。

災害・緊急時の対応については、各自治会や民生委員と協力・連携していく必要があり

ます。現在、避難行動要支援者の名簿を作成していることもあり、災害時の支援に取り組

み始めている自治会も見受けられます。名簿の活用をふまえて連携を検討していく必要が

あります。

（４）介護について

サービスの種類や量的な整備、地域に偏りのない配置、人材の確保、サービスの質の向

上等、介護サービスの充実に引き続き取り組む必要があります。

介護者（家族）の心のケアも重要です。土日や不定期での介護サービス利用ができれば、

家族のレスパイトケアや介護を理由とした離職の防止につながる可能性があります。家族

が遠方に住んでいたり疎遠となっている高齢単身世帯に対しては、緊急時等における介護

の仕組みの中での支援についても検討を要します。

医療との連携では、近隣の通いの場でリハビリ的指導が受けられるとよいと考えられま

す。認知症初期集中支援チームや認知症サポーターの効果的な活動方法も検討課題です。

（５）住まいについて

在宅生活を継続するために、高齢者が生活しやすい環境の整備を専門職の視点を加えて

進めていく必要があります。

施設等の利用にあたっては必要なときに入所･入居できることが理想ですが、施設選び

には利用者の経済的な事情が大きく影響し、利用を控えるといった課題があります。また、

施設等においては、医療ケア対応、認知症ケア対応、偏りのない介護サービスの提供など、

利用者のニーズに合ったサービスの提供が求められます。個人ごとのライフスタイルや介

護ニーズに見合った住まいを適切に選択できるよう、住まいの情報提供に努める必要があ

ります。
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・日頃からの運動・健康の維持 環境の整備

・自分のことは自分での意識づくり

・通いの場、クラブ･サロン活動 情報の公開

社会性の維持

地域包括支援センター

の周知・活用

施策の展開

情報の集約
ニーズの

伝達

行 政■介護予防

■生活支援

介護サービスでは補えない支援の提供

・買い物、通院、サロン等への外出支援

・宅配･配達サービス、移動販売

・配食サービス

・ゴミ出し等の日常生活上の支援

・民生委員等による戸別訪問 等

■地域共生

・自治会･ご近所ベースの高齢者支援体制づくり

・幅広い年齢層による支え合いの関係づくり

・自治会と民生委員との連携 災害･緊急時対応

■介護

サービスの充実
・事業所の充足

・人材の確保

・サービスの質の向上

土日・不定期等の

受け入れ先の確保

介護者（家族）支援

■住まい

施設選びには経済的な制約の影響大。

【ニーズ】

・経済的な負担を軽く

・医療ケア対応

・認知症対応

・偏りのない介護サービスの提供

■地域包括ケアシステム

・事業対象層の確認

・地域での位置づけの確認

・地域における連携関係の強化

・支援メニューの整備

啓発活動

地域の相談窓口

活動的で意欲の

ある生活の維持

人との

関わり・対話

交流と生き

がいの創出

地域の

見守り

総合的な支援

身近な集まり
・お茶会

老人クラブ等の活動
組織の連携･情報交換

外出の支援

地域貢献活動

■医療

専門職の
派遣

リハビリ等の機会の提供

レスパイトケア
介護離職の防止

・元気な高齢者の活躍の場の提供

認知症対応

緊急時対応

（６）地域包括ケアシステムについて 
 

地域包括ケアシステムという名称は浸透してきていますが、事業の対象や位置づけを確

認し、地域における連携関係を強化していく必要があります。また、必要なサービス、利

用しやすい形態等、生活支援メニューの改良を継続し、地域包括支援センターが行政と連

携して地域の相談窓口として活動することが求められます。 
 

地域の様々な関係機関、住民、市など、皆が地域包括ケアシステムの担い手であること

の意識づくりが重要であると考えられます。また、今後の展開として、高齢者、障害者、

子育て世代などが連携できる体制が求められます。 

 

 

【（１）～（６）の課題整理】 
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（７）認知症対策について 
 

認知症対策では、予防対策や通いの場を通して認知症の予防（発症を遅らせる）に取り

組むとともに、発症の早期発見･早期治療に取り組み、できる限り住み慣れた地域での生活

を継続し、社会とのつながりが維持できるよう支援することが目標となります。 
 

そのためには、認知症の予防や認知症の方の地域での生活継続の前提として、幅広い世

代に対して認知症への理解を促進し、「予防」「発見」「早期治療」「生活の継続」を支援す

る体制づくりを更に進める必要があります。 
 

家族の安心や負担の軽減のため、介護サービス、地域の見守り、家族会の活用等を図る

とともに、徘徊高齢者発見の体制･システムが円滑に機能するよう検討する必要がありま

す。また、認知症サポーターやキャラバンメイトを活用した地域の見守り体制と、地縁組

織との協力体制づくりが必要です。その中で多世代で支え合う仕組みづくりと生活支援サ

ービスの利用のしやすさを検討すべきです。 
 

認知症の方のいる家族であっても、認知症に対する理解不足から虐待等に発展する可能

性もあるため、権利擁護の体制を明確にして周知していく必要があります。 
 

入所･入居サービスでは、経済的負担の軽減や必要なとき入居できることが求められま

すが、BPSD（認知症の周辺症状）に適切に対応できる介護施設へ誘導するための支援が重

要です。また、若年性認知症の方への対応も課題となっています。 

 

【（７）認知症対策の課題整理】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症への理解

地域住民 本 人 家 族

早期発見・早期治療

地域包括支援センター

介護・医療連携

認知症初期集中支援
チーム

支援の体制づくり

住み慣れた地域での生活

権利擁護の体制 虐待の防止

徘徊発見の体制・システム

入所・入居サービス

・キャパシティの確保

・経済的負担の軽減

・BPSDへの対応

在宅系介護サービス

生活支援サービス
・使いやすさ

・費用の手頃さ

・活動のしやすさ

社会との

つながりの維持

家族の安心･

負担の軽減

地域ぐるみ

の見守り

★若年性認知症への対応

【目標】

予防対策・通いの場

レスパイトケア

介護者（家族）支援
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（８）医療･介護連携について 
 

通院については、外出・乗降の支援や、付き添いが必要なケースもありますが、そうし

た支援・サービスの確保とともに、予約調整などにより支援者の時間的制約を緩和する対

策も必要と考えられます。 
 

また、在宅生活者の中には往診ニーズのある高齢者もいるため、往診が可能な病院・診

療所等の情報をケアマネジャーと共有する必要があります。 
 

本庄市児玉郡地域入退院調整ルールは、円滑に活用できていないケースが少なからずあ

るため、関係者間で情報交換し、その原因を把握する必要があります。 
 

現状では、ケアマネジャーが医師と面談できる機会は限られますが、MCS（メディカルケ

アステーション）の活用や SW（ソーシャルワーカー）を介しての対応があれば、在宅復帰

に向けた必要な情報を得ることができると考えられます。情報交換のルール化と職種間の

相互理解を深めることが求められます。 
 

医療、介護、福祉、行政の連携は重要であり、情報共有を密にすることで、高齢者が在

宅生活を継続しやすくできると考えます。日常生活のなかでも、通いの場等での介護予防

活動やリハビリ的な支援が受けられるなど、医療に従事する専門職の協力を得ながら健康

寿命（健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間）の延伸を支援して

いく必要があります。 

 

【（８）医療･介護連携の課題整理】 
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窓口の明確化
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必要な情報

の提供

ケアプランへの反映

医師や専門職と
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との情報交換

（必要時)

【ニーズ】

【制約】

【円滑化】
医療からケア

マネジャーへ

の情報提供
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（９）介護人材の確保と業務の効率化について 

 働きやすい環境づくりとして、時間外勤務の削減、法定休暇の給付、育児休暇制度の運

用、多職種・他部署との協力体制の構築などに取り組んでいます。 

 業務の効率化に向けた取組として、書類の削減や簡素化、申請書類の書式統一や手続き

の簡素化、多職種間・関係機関との連携強化、ICT 活用の必要性が認識されています。 

 働きやすい環境や業務の効率化などにより介護人材の確保を図っていますが、外国人材

の活用については課題があります。また、介護の周辺業務の負担を軽減し、利用者への手

厚い介護・支援を行うために、元気高齢者等のボランティアの活用が望まれています。 

【（９）介護人材の確保と業務の効率化の課題整理】 

（１０）災害対策の推進について 

介護施設においては、災害時の必要物資の調達と利用者への円滑な配布、事業継続が困

難になった際の相談窓口の設置や利用者引き継ぎマニュアルの必要性が認識されています。

在宅の高齢者、在宅介護サービスの利用者に関しては、一人暮らしの方の避難の支援や

利用者との連絡方法、要介護者や認知症の方の避難時の受け入れ先確保についての課題が

指摘されています。 

・時間外勤務の削減

・有給休暇を含む法定休暇の給付

・育児休暇制度の運用

・多職種・他部署との協力体制の構築

・職員研修の実施 など

働きやすい環境づくりへの取組 業務の効率化に向けた取組

・書類の削減・書式の簡素化

・申請書類の書式統一・手続きの簡素化

・多職種間の連携・関係機関との連係

・ＩＣＴ活用の推進

記録事務の効率化

タブレットの活用（その場で入力）

ペーパレス化・文書保存の省スペース化 など

介護人材の確保

職員の定着・キャリアアップ

有資格者の募集

外国人材の活用

【課題】

・言葉の壁、漢字が読めない

・言葉以外のコミュニケーション

・日本での生活、生活習慣の指導

・事業所の受け入れ体制整備 など

専門業務への集中

周辺業務の効率化

利用者への手厚い

介護・支援の実施

元気高齢者・ボランティアの活用

施設で期待される仕事 在宅支援で期待される仕事

洗濯、居室の掃除、配膳・下

膳、ベッドメイク、趣味活動の

手伝い、話し相手、お茶出し、

草むしり、散歩の付き添い、

送迎車の運転や付き添い、

見守りなど

通院等の乗降介助、福祉有

償運送の運転手、話し相手、

ペットの散歩、草むしり、調

理、掃除、その他訪問介護

ではできないサービス
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第３章 計画の基本方針

１ 2025 年、2040 年を見据えた基盤整備

本市においても、団塊の世代が 75 歳以上となる令和７（2025）年には、介護保険給付費

や医療費、高齢者福祉事業費などの社会保障費の支出が一層増加して、大きな負担が生じ

ることが予想されます。

また、今後は現役世代の減少が進み、介護サービスの需要が更に増加･多様化していくこ

とから、介護報酬の内容を踏まえ、団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる令和 22（2040）

年を見据えて、介護サービス需要の増加やニーズの多様化に対応する体制を整備していく

必要があります。

上位計画である本庄市総合振興計画の健康福祉分野に掲げる「みんなで支え合い、健や

かにいきいきと暮らせるまち」を目標に、本庄市地域福祉計画の基本理念である「みんな

で支え合う思いやりのあるまち 本庄～安心と共生のまちづくり～」に基づき、将来予測さ

れる高齢化の更なる進行による社会保障の課題を見据え、持続可能な高齢者福祉と介護保

険制度の運営と、高齢者が健康で幸せに暮らせる地域社会の構築を目指します。

２ 計画の基本方針

2025 年、2040 年に向けた高齢化の更なる進行と介護サービスの需要の増加や多様化を

見据え、地域包括ケアシステムの更なる深化と地域共生社会の実現に向け、以下の基本方

針と、医療・介護・予防・住まい・生活支援の５つの部門における方針の下に、高齢者福

祉及び介護保険にかかる施策・事業の総合的な推進を図ります。

基本方針 地域包括ケアシステムの更なる深化と

地域共生社会の実現に向けた取組の推進

高齢化の更なる進行と介護需要の拡大を踏まえて、介護保険サービスの量的な整備と質

の向上を図るとともに、医療・介護・予防・住まい・生活支援の一体的な提供を図る地域

包括ケアシステムの更なる深化を目指します。

地域共生社会とは、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らしていく

ことのできる地域や社会のことです。地域共生社会の実現に向けて、地域包括ケアシステ

ムを基盤として、専門職による支援と地域住民同士の支え合いや見守りの双方の視点を重

視しながら、セーフティネットの強化に取り組みます。

１．地域包括ケアの推進体制の強化

【施策の展開】 ２．地域包括支援センター機能の充実

３．地域共生社会の実現に向けた取組
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＜予防＞  健康寿命の延伸と生きがいづくりの推進  

 

可能な限り住み慣れた地域でいきいきと自立した生活を送ることができるように、健康

づくりと介護予防を推進し、高齢期の健康に対する意識を高め、高齢者が社会で役割を持

ってできるだけ長く元気で暮らせるように支援していきます。 

一般介護予防事業の実施にあたっては、自立支援、介護予防や重度化防止に向けた日頃

の活動の重要性を認識し、通いの場での専門職によるリハビリテーション等の実施や他の

事業との連携にも配慮して、PDCA サイクルに沿った事業の推進に努めます。 

また、地域活動の充実を通して生きがいづくりを推進するとともに、介護の周辺業務等

への就労的活動への支援も含め、社会の担い手として活躍していくことができるよう支援

していきます。 

 

１．健康づくり・疾病予防の推進 
 

２．保健事業と介護予防の一体的な実施の推進 
 

【施策の展開】  ３．介護予防の推進 
 

４．生きがいづくりの推進 
 

５．社会参加の促進 

 

 

 

 

＜医療＞  在宅医療・認知症ケアの推進 

 

医療と介護を必要とする高齢者に、在宅医療と介護保険サービスを一体的に提供するた

め、医療・介護の連携を進めるとともに、在宅医療の一層の充実を図っていきます。 

あわせて、本人が自分らしい最期を迎えるための看取り介護のニーズへの対応を進めま

す。 

また、認知症高齢者の増加に対応して、医療・介護をはじめ地域の連携のもとで総合的

な認知症関連施策を推進します。 

 

１．在宅医療・介護連携の推進 
 

【施策の展開】  ２．看取り介護への対応 
 
３．認知症関連施策の充実 
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＜生活支援＞  高齢者が地域で暮らす体制づくり  

 

高齢者の日常生活を支援するため、家事援助などの生活支援や、相談、見守り、安否確

認など、在宅生活を継続するための支援を充実させます。 

また、地域全体で高齢者を見守り、支えていけるよう、異なる世代との交流を促進し、

支え合いの地域づくりを進めます。 

介護予防・日常生活支援総合事業を効果的に実施するためには、高齢者が要支援･要介護

状態になる前から日常生活上の支援や地域の支え合いが必要であるという観点から、事業

の対象者の発見やサービス単価の弾力化に取り組みます。 

更に、高齢者の権利を守るため、成年後見制度における権利擁護の体制を明確にして周

知・運用を図ります。 

 

１．生活支援サービスの体制整備 
 

２．在宅生活の支援 
 

【施策の展開】  ３．家族介護者への支援 
 

４．支え合いの地域づくりの推進 
 

５．成年後見制度の利用促進に向けた取組 

 

 

 

 

＜住まい＞  安心して暮らせる環境の整備 

 

高齢者が安心して在宅生活を送れるよう支援するとともに、日常生活の基盤となる住ま

いについての情報提供や必要な施設の整備を促進します。 

また、高齢者が気軽に出かけられるよう、公共交通の充実や防災・防犯に配慮した安全

で安心なまちづくりを推進します。 

特に生活面に困難を抱える高齢者にとっては、住まいと生活の支援を一体的に提供する

ことが重要であり、こうした方たちが住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けることがで

きるよう支援します。 

 

１．多様な住まい方の支援 
 

【施策の展開】  ２．高齢者にやさしいまちづくりの推進 
 

３．防犯・防災対策の推進 
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＜介護＞  介護保険サービスの充実による安心基盤づくり  

 

高齢化の更なる進行と要介護（要支援）高齢者数の伸びを踏まえて、要介護（要支援）

認定制度の適時適切な運用、介護保険サービス基盤の計画的な整備を進め、サービスの円

滑な提供を図ります。 

高齢者が住み慣れた地域で、自分らしくできる限り長く暮らせるよう、多様な介護保険

サービスを整備・充実しながら、医療と連携して在宅生活を支援する関係者間のネットワ

ークづくりを推進していくよう努めます。 

必要なサービス量の確保と質の高いサービスの提供が可能となるよう、介護人材の育成

支援やサービスの質の向上のための取組にも力を入れていくとともに、サービスが適切に

利用できるよう、情報提供・相談体制の充実を図ります。 

災害や感染症の流行に備え、介護事業所等と連携した周知啓発、研修、訓練を実施する

とともに、埼玉県や関係団体と連携した支援体制の構築に取り組みます。 

 

１．介護保険サービス基盤の整備 
 

２．サービスの質の向上 
 

   ３．情報提供・相談体制の充実 
【施策の展開】  

４．低所得者対策の推進 
 

５．介護人材確保の必要性 
 

６．災害・感染症対策の体制整備 
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３ 基本方針に基づく施策の体系   

（１）計画の体系 

み
ん
な
で
支
え
合
い

健
や
か
に
い
き
い
き
と
暮
ら
せ
る
ま
ち

＜予防＞

健康寿命の延伸と生き

がいづくりの推進

１ 健康づくり・疾病予防の推進

３ 介護予防の推進

４ 生きがいづくりの推進

５ 社会参加の促進

＜医療＞

在宅医療・認知症ケアの

推進

１ 在宅医療・介護連携の推進

３ 認知症関連施策の充実

＜生活支援＞

高齢者が地域で暮らす

体制づくり

１ 生活支援サービスの体制整備

２ 在宅生活の支援

３ 家族介護者への支援

４ 支え合いの地域づくりの推進

＜住まい＞

安心して暮らせる環境の

整備

１ 多様な住まい方の支援

２ 高齢者にやさしいまちづくりの
推進

３ 防犯・防災対策の推進

＜介護＞

介護保険サービスの充

実による安心基盤づくり

１ 介護保険サービス基盤の整備

２ サービスの質の向上

３ 情報提供・相談体制の充実

４ 低所得者対策の推進

【施策の展開】【部門別方針】

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
更
な
る
深
化
と

地
域
共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
た
取
組
の
推
進

５ 成年後見制度の利用促進に向け
た取組

【基本方針】

５ 介護人材確保の必要性

健康福祉分野

の政策大綱

６ 災害・感染症対策の体制整備

２ 保健事業と介護予防の一体的な
実施の推進

２ 看取り介護への対応
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第４章 計画の具体的な取組

地域包括ケアシステムの更なる深化と

地域共生社会の実現に向けた取組の推進

（１）地域包括ケアの推進体制の強化

施策の展開

医療・介護・予防・住まい・生活支援を一体的に提供する地域包括ケア体制を拡充して

いくため、地域ごとに高齢者のニーズや状態に応じた必要なサービスが切れ目なく提供で

きる体制が重要です。更に、今後の展開として、高齢者のみならず、障害者、子育て世代

などとも連携できる体制が求められます。

県の支援や助言を踏まえながら、保険者機能強化推進交付金等の評価結果を活用して、

市の実情及び地域課題を分析し、高齢者の自立支援と重度化防止に向けた取組を推進しま

す。

介護・医療・保健・福祉などの側面から高齢者を支える身近な総合相談窓口である地域

包括支援センターを拠点に、医療や地域の関係団体・機関による各種ネットワークを結び

つけるとともに、地域住民による互助や地域の関係団体などによる活動と合わせ、一人暮

らし高齢者や認知症高齢者など要援護者への見守りなどの支援が可能となる重層的なネッ

トワークの構築を図ります。

また、地域包括支援センターの運営がより効果的になるよう、市と地域包括支援センタ

ーとで方策の検討や取組の進捗管理等を行う連絡会議を開催します。市は必要に応じて地

域包括支援センターを支援します。

文書負担の軽減や ICT の活用等により、関係機関全体の業務の効率化や情報交換の円滑

化を図り、介護現場の業務の革新に向けた取組を支援します。また、地域への情報発信を

積極的に行い、地域包括ケアシステムに対する周知を図るとともに、介護現場のイメージ

刷新にも取り組みます。

基本方針
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成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

地域包括支援センター連絡会

議の開催数
12 回 12 回 12 回 12 回

地域包括支援センター施設数 4 施設 4 施設 4 施設 4 施設

在宅介護支援センター施設数 5 施設 5 施設 5 施設 5 施設

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

地域包括ケアの

推進体制づくり

自治会、民生委員、NPO、各種ボランティア、老人クラブ、本庄市

社会福祉協議会、地域住民をはじめとする地域の関係者や団体と

連携して、拠点となる地域包括支援センターを中心とした医療、

介護、予防、住まい、生活支援の５つのサービスを一体的に提供

できる体制を整備します。また、高齢者の見守りや支え合いに加

え、障害者、子育て世代などとも支援ネットワークを構築し、地

域包括ケアシステムの充実を図ります。

地域福祉課

障害福祉課

介護保険課

子育て支援課
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（２）地域包括支援センター機能の充実

施策の展開

地域包括支援センターは、介護予防ケアマネジメントや包括的支援事業の実施を通して、

地域住民の心身の健康と生活の安定のために必要な援助を行い、保健医療の向上と福祉の

増進を包括的に支援することを目的としています。

地域包括支援センターには、主任ケアマネジャー、社会福祉士、保健師等の３職種を配

置しています。

地域の多様なニーズに対応するため、これら３職種以外の専門職員を配置するなど人材

確保に取り組み、業務の効率化・重点化を図りながらより質の高いサービス提供体制を整

備するとともに、地域や居宅介護支援事業所、介護施設をはじめとした関係機関とも連携

して情報提供や相談体制の整備を推進します。また、地域ケア個別会議では、個別ケース

に関する対策の検討・情報交換に取り組み、地域ケア課題整理会議では地域資源の状況や

不足しているサービスなどの地域課題を把握・検討し、検討した結果を、地域ケア推進会

議において介護保険事業計画等に位置付けるなど政策へ結び付け、地域包括ケアシステム

の展開に向けて取り組みます。

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

市及び各地域包括支援センター

における地域ケア会議の開催数

42 回

（臨時会１回含む）
41 回 41 回 41 回

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

地域ケア会議の充実

医療・介護などの多職種が協働して高齢者の個別課題の解決及

び自立支援、重症化予防のため、地域包括支援センターごとに地

域ケア個別会議を開催し、地域ケア課題整理会議では把握され

た地域の課題について整理し新たな資源の開発等について検討

しています。地域ケア推進会議では、地域ケア課題整理会議で検

討した結果に基づき介護保険事業計画等に位置付けるなど政策

へ結び付けていきます。

介護保険課

総合相談支援事業

身体・精神的問題をはじめ、閉じこもりなどの心理的問題、親子

関係などの社会的問題、生活困窮などの経済的問題など様々な

困難を抱えた高齢者本人や家族、地域住民からの様々な相談を

受け付け、介護・福祉・生活支援などのサービスや担当機関とつ

なげる総合相談を、担当者の資質の向上を図りながら更に充実

していきます。

地域福祉課
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具体事業 取組内容 担当課

地域包括支援センタ

ーの機能強化

高齢者人口の増加、相談件数の増加などに応じた人員を確保す

るとともに、在宅医療の相談員や認知症地域支援推進員を配置

し、在宅医療、介護、福祉の連携や地域におけるネットワーク形

成の強化を図り、機能強化に努めます。

介護保険課

地域包括支援センタ

ー運営協議会

地域包括支援センターの公正かつ中立な事業運営を図るため、

地域包括支援センターの設置や運営に関すること、地域包括ケ

アに関することについて必要な協議・提言を行います。

介護保険課

地域包括支援センタ

ーの周知

地域包括支援センターの役割と機能を広報紙やホームページな

どの活用や地域の民間事業者とも協力して周知し、支援を必要

とする高齢者やその家族がスムーズに相談でき、サービスを利

用できるようにします。

介護保険課

包括的・継続的ケア

マネジメント事業

地域のケアマネジャーの日常業務に関する相談窓口として、ケ

アマネジャーへの支援を通じて、より暮らしやすい地域のネッ

トワークづくりに取り組みます。医療・介護など関係機関などと

の連携や在宅と施設の連携など、様々な職種が協働・連携して、

個々の高齢者の状況や変化に応じた支援を行います。

介護保険課

権利擁護事業

高齢者などからの権利侵害に係る相談への対応、成年後見制度

の円滑な利用に向けた支援、虐待や消費者被害の防止及び対応

を行います。

地域福祉課

高齢者虐待への対応

高齢者虐待の事実確認や判断、対応検討を行う早期対応の体制

を強化します。

警察などの関係機関や有識者から構成される虐待防止ネットワ

ーク会議を開催し、より適切な支援や防止対策について協議・決

定します。

地域福祉課

55



（３）地域共生社会の実現に向けた取組

地域共生社会の理念とは、制度・分野の枠や、「支える側」「支えられる側」という従来

の関係を超えて、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや社会での役割を

持ち、助け合いながら暮らしていくことのできる、包摂的なコミュニティ、地域や社会を

創るという考え方です。個人や世帯を取り巻く環境の変化により、生きづらさやリスクが

多様化・複雑化していることを踏まえると、一人ひとりが尊重され、複雑かつ多様な問題

を抱えながらも、社会との多様な関わりを基礎として自律的な生活を継続していくことを

支援する機能の強化が求められます。

専門職による伴走型支援（つながり続けることを目指すアプローチ）と、地域の通いの

場などにおける様々な活動等を通じて日常の暮らしの中で行われる、地域住民同士の支え

合いや緩やかな見守りといった双方の視点を重視しながら、セーフティネットの強化に取

り組みます。

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

地域共生社会の実現に向けた啓

発物品等の配布者数
― 2,800 人 2,900 人 3,000 人

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

断らない相談支援体

制の構築

市窓口及び地域包括支援センターにおいて、本人・世帯の属性に

かかわらず様々な相談を受け止め、自ら対応あるいは関係機関

につなぐなどして支援関係者全体を調整し、継続的につながり

続ける支援体制を強化します。

地域福祉課

多様な社会参加への

支援

本人・世帯の状態に合わせ、地域資源を活かしながら、就労支援、

居住支援などを提供することで社会とのつながりの回復を支援

します。多様なニーズに対応できるよう既存の地域資源の活用

方法の拡充に取り組み、既存の人的・物的資源の中で、本人・世

帯の状態に合わせた多様な参加支援の機会を提供します。

地域福祉課

地域づくりに向けた

支援

地域社会からの孤立を防ぐとともに、地域における多世代の交

流や多様な活躍の機会と役割を生み出すことを支援するため、

住民同士が出会い参加することのできる通いの場等の居場所の

確保に取り組み、ケアし支え合う関係性を広げ、交流・参加・学

びの機会を生み出すようコーディネートします。

地域福祉課

地域共生社会の実現

に向けた啓発活動

高齢者が「支える側」「支えられる側」という従来の関係を超え

て、生きがいや社会での役割を持ち、助け合いながら暮らしてい

く意識の醸成のため、広報紙やホームページの活用、リーフレッ

ト等の配布などで啓発活動を行います。

地域福祉課
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＜予防＞ 健康寿命の延伸と生きがいづくりの推進

（１）健康づくり・疾病予防の推進

施策の展開

健康増進法に基づいて「本庄市健康づくり推進総合計画」が策定されており、市民の主

体的な健康づくりへの取組を支援しています。

（２）保健事業と介護予防の一体的な実施の推進

施策の展開

介護予防事業を推進していくにあたっては、個人情報の取り扱いに十分配慮した介護予

防に関するデータの活用環境を整備することが求められます。

国保データベース（KDB）システム等を活用し、地域の健康課題の分析と対象者の把握、

高齢者に対する個別的支援と通いの場等への積極的な関与を行い、高齢者の保健事業と介

護予防の一体的な実施に取り組みます。

今後、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施にあたっては、国民健康保険事業や

地域支援事業等との一体的な実施の在り方を含め、庁内各部局が連携し検討を進めます。

■本庄市健康づくり推進総合計画

基本理念 みんなで支え合い、健やかにいきいきと暮らせるまち

基本目標 健康寿命の延伸と生活の質の向上

施策の分野 １ 食生活（食育推進計画を含む）

２ 身体活動・運動

３ 休養・こころの健康

４ 歯と口腔の健康（歯科口腔保健推進計画を含む）

５ アルコール・たばこ

６ 健康管理

７ 地域における健幸づくり
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（３）介護予防の推進

施策の展開

高齢者が地域においてできる限り自立した日常生活を営めるよう、また、要介護状態の

発生をできる限り防ぐとともに、要介護状態にあってもその悪化をできる限り防ぎ、更に

は軽減を目指して介護予防を推進します。

地域において、住民主体の活動的で継続的な通いの場を拠点に、疾病予防･重症化予防に

係る保健事業と、運動、口腔、栄養等のフレイル（虚弱）対策を含む介護予防の一体的な

実施を推進し、予防･健康づくりを推進します。

介護予防に関する事業を効率的・効果的に実施するため、保険者機能強化推進交付金等

を活用しつつ、PDCA サイクルに沿った評価・改善に取り組むとともに、医師会や関係機関

等とも連携して、通いの場への専門職の派遣や必要な受診勧奨、保健指導に関する情報共

有等を行います。

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

はにぽん筋力トレーニングの参

加者数（延べ人数）
47,413 人 47,700 人 48,000 人 48,300 人

サポーター養成講座の受講者数 1,688 人 1,850 人 1,900 人 1,950 人

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

はにぽん筋力トレー

ニング※の開催

筋力の低下や転倒を予防するために、簡単で無理のない筋力ト

レーニングを行います。自主グループの育成を推進し、事業の拡

大を図ります。

介護保険課

サポーター養成講座

の開催

地域において活躍するボランティアリーダー（介護予防（はにぽ

ん筋力トレーニング）、生活支援、認知症サポーター）の養成を

促進し、地域での自主活動を促進します。

介護保険課

はにぽんお口の健康

体操

高齢者の口腔機能向上を目的とした口の体操で、住民が主体と

なってこの体操に取り組む団体に対して、実技指導や導入支援

を行います。

介護保険課

介護予防普及啓発事

業（各種講座などの

開催）

自立した生活が送れるよう、介護予防の普及・啓発を図るため、

口腔機能向上・栄養改善・運動機能向上・シナプソロジー、フレ

イル予防などについて、住民主体の通いの場へ講師を派遣しま

す。

介護保険課

※「はにぽん筋力トレーニング」は、従来の「筋力アップ教室」を名称変更したものです。
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具体事業 取組内容 担当課

地域介護予防活動支

援事業

地域における住民主体の介護予防活動（はにぽん筋力トレーニ

ング）を実施する際、立ち上げのための支援を行い、地域ぐるみ

で介護予防を推進します。

介護保険課

一般介護予防事業評

価事業

地域における介護予防事業の様々な取組について、その有効性

や必要性を検証評価して、介護予防の効率的な推進を図ります。
介護保険課

いきいき教室の開催

（地域リハビリテー

シ ョ ン 活動 支 援 事

業）

理学療法士など専門職による、筋力の低下や転倒を予防するた

めの運動、脳の活性化を図る頭の体操、口腔ケアなどの複数のプ

ログラムを組み合わせ、幅広い方々が取り組めるよう工夫しな

がら、心身の健康増進を支援します。

介護保険課

介護予防ケアマネジ

メント

地域包括支援センターが、支援が必要な高齢者にアセスメント

を行い、その状態や置かれている環境などに応じて、本人が自立

した生活を送ることができるように、①訪問型サービス、②通所

型サービス、③その他の生活支援サービスを組み合わせてケア

プランを作成します。市は、地域包括支援センターと協力してサ

ービスの適切な利用を促進し、介護予防を支援していきます。

介護保険課

介護予防把握事業

見守り活動などを行う地域の人たちや団体と協力することによ

り、家に閉じこもるなど何らかの支援を必要とする高齢者を把

握し、自立と介護予防の支援につなげます。

地域福祉課

介護予防普及啓発事

業

広報紙やホームページの活用、パンフレットの配布などにより、

介護予防の大切さを啓発するとともに、介護予防イベントの開

催など必要な情報を周知します。

介護保険課
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（４）生きがいづくりの推進

施策の展開

高齢者のニーズを捉えながら、講座・イベントの開催、市民総合大学・老人クラブの活

性化、子どもたちとの世代間交流などを図り、高齢者の活動の場を拡大することにより、

健康づくりとともに、生きがいづくりを推進します。

また、高齢者サロン等の住民主体の通いの場における、仲間づくり、生きがいづくり、

健康づくりや支え合いの輪を広げる活動等を支援し、通いの場に参加する高齢者が更に増

加するよう利用の促進を図ります。

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

市民総合大学（シニアコース）や

公民館事業の受講者数

総合大学（ｼﾆｱ）

2,947人

公民館：5,746人

総合大学（ｼﾆｱ）

3,000人

公民館：5,800人

総合大学（ｼﾆｱ）

3,100人

公民館：5,900人

総合大学（ｼﾆｱ）

3,100人

公民館：5,900人

老人福祉センターの利用者数 22,310 人 22,400 人 22,500 人 22,600 人

老人福祉センター施設数 1 施設 1 施設 1 施設 1 施設

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

市民総合大学や公民

館事業の充実

市民総合大学のシニアコースのプログラムを更に充実するとと

もに、一般講座でも高齢者のニーズに対応したプログラムを開

催します。また、市民総合大学や公民館事業で、健康講座や介護

予防講座を一層充実し、高齢者とこれから高齢者になる人の健

康増進を推進します。

生涯学習課

生涯学習関係団体と

の連携

市内の文化団体や教育機関、NPO などと連携を深め、多彩な内容

の講演会や講座を開催します。
生涯学習課

高齢者の多様化した

ニーズへの対応

年代により多様な高齢者のニーズを把握して、イベントや教室

を企画・開催します。

関係課と連携して健康増進を目的に、「市民一人１スポーツ」の

実現に取り組みます。

スポーツ推進課

老人福祉センターの

活用

指定管理者のノウハウを活かし、高齢者向けの各種事業を実施

することで、高齢者の健康づくり・生きがいづくりの拠点とし

て、施設利用を促進します。

地域福祉課
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具体事業 取組内容 担当課

老人クラブの活動支

援

単位老人クラブと老人クラブ連合会の活動を支援し、高齢者の

健康づくり・生きがいづくりを促進します。

団塊の世代を中心とした新世代の高齢者が、魅力を感じて参加

したくなる事業や活動を企画実施することによる新規会員の加

入を促進します。

地域福祉課

保育所地域活動事業

地域の親子や高齢者と保育所の子どもたちが、餅つきなどの行

事やレクリエーションを通して、世代間・異年齢児による交流を

図ります。

保育課

通いの場（高齢者サ

ロン等）への支援

通いの場における高齢者の生きがいづくり・健康づくりを促進

するため、各種情報の提供や、他団体との連携・交流等を支援し

ます。

地域福祉課
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（５）社会参加の促進

施策の展開

現役世代が減少し、高齢者の大幅な増加が見込まれる中、高齢者が生きがいや役割を持

ちながら積極的に社会参加していくことは、生涯現役の願いを叶えるためにも重要です。

高齢者が培った経験や技術を社会の中で活かし、社会の担い手として活躍出来るよう、NPO

やボランティアなどのコミュニティ活動の重要性について市民の意識を醸成します。

高齢者の就労的機会が広がるよう、生活支援コーディネーターや就労的活動支援コーデ

ィネーター等による高齢者個人の特性や希望に合った就労的活動のコーディネートを行う

とともに、シルバー人材センターの周知と登録者数の増加に取り組み、利用機会の向上を

図ります。

元気高齢者の介護分野への参入の促進やボランティア活動活性化のためのボランティ

アポイントの導入、介護人材確保のための支援について検討します。

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

シルバー人材センターの会員数 497 人 500 人 505 人 510 人

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

シルバー人材センタ

ーへの支援

シルバー人材センターの運営費を補助して業務の充実を図り、

高齢者の就労を支援します。
地域福祉課

多様な就労の促進

ハローワーク（公共職業安定所）や埼玉県との連携による市の関

係窓口などでの中高年求人情報の提供と、事業所への高齢者雇

用の啓発強化を図ります。

ハローワークや埼玉県発行の中高年向け就労支援情報に関する

資料を市の関係施設に設置し、広く周知を行います。

商工観光課

就労的活動をコーデ

ィネートする人材の

配置

就労的活動を提供できる団体・組織等と就労的活動を実施した

い事業者をマッチングし、高齢者の希望に合った活動をコーデ

ィネートする人材の配置を推進します。

介護保険課

地域のボランティア

活動の促進

老人クラブ等の清掃、見守り等、地域のボランティア活動を推進

します。
地域福祉課

介護人材の確保 介護に関する入門的研修の実施を検討します。 介護保険課

62



＜医療＞ 在宅医療・認知症ケアの推進

（１）在宅医療･介護連携の促進

施策の展開

病院や施設以外で安心して自分らしい療養生活を送ることができるよう、在宅医療に必

要なサービスを充実させ、在宅医療の必要性について周知啓発に努めます。

医療ニーズと介護ニーズを併せ持つ高齢者を地域で支えていくために、多職種による連

携の体制を整えます。往診ニーズへの対応や退院後の在宅復帰に向けた関係者の連携強化

など、医療現場との密接な連携が不可欠な「切れ目のない在宅医療と介護保険サービスの

提供体制の構築」や、「在宅医療・介護連携に関する相談支援」については、本庄市児玉郡

医師会や本庄市児玉郡歯科医師会などとの協力で進めていきます。

あわせて、本人ができるだけストレスなく自分らしい最期を迎えるための看取り介護の

ニーズへの対応や、認知症の方に対する医療･介護面での支援の充実に取り組みます。

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

在宅医療に関する相談件数

（内訳）地域包括支援センター

在宅医療連携拠点

276 件

253 件

23 件

286 件

260 件

26 件

296 件

267 件

29 件

306 件

274 件

32 件

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

在宅医療等推進の協

議会の運営

地域における在宅医療などを総合的に推進するため、在宅医療・

介護に関する実態把握や支援に関すること、医療・介護・福祉関

係の連携などに関して協議し、地域包括支援センターとも一体

となって情報を共有します。

介護保険課

地域包括支援センタ

ーの活用

地域包括支援センターに在宅医療の相談員を配置して、在宅医

療などの相談支援を充実します。
介護保険課

在宅医療に必要なサ

ービスの整備

地域密着型サービスの定期巡回・随時対応型訪問介護看護など、

在宅医療に必要なサービスの整備に努めます。
介護保険課

在宅医療連携拠点の

運営

本庄市児玉郡医師会や児玉郡内の３町と連携して、在宅医療に

必要な体制を整備します。
介護保険課

医療・介護関係者の

定期的な研修・意見

交換

医療・介護等の関係者の連携を更に推進するため、多職種による

意見交換や研修会の開催を支援します。
介護保険課
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（２）看取り介護への対応

施策の展開

本市の 65 歳以上の高齢者数は約２万２千人となり、高齢化率は 28％に達しています。

長寿社会の実現は喜ばしいことですが、高齢者が増えることは看取りを必要とする方が増

えることでもあります。人生最後の瞬間を本人ができるだけストレスなく、自分らしい最

期を迎えられるよう、看取り介護の体制の更なる強化に取り組みます。

命の危険が迫った状態になると、約 70％の方が医療・ケアなどを自分で決めたり、望み

を人に伝えたりすることができなくなると言われています。自らが希望する医療・ケアを

受けるために、大切にしていることや望んでいること、どこで、どのような医療・ケアを

望むかを自分自身で前もって考え、周囲の信頼する人たちと話し合い、共有することが大

切であることから、ＡＣＰ※（アドバンス・ケア・プランニング 「人生会議」）を支援する

活動を推進します。

※ＡＣＰ：もしものときのために、本人が望む医療やケアについて前もって考え、家族や

医療・ケアチームと繰り返し話し合って共有する取組のこと。厚生労働省では、

より馴染みやすい言葉となるよう「人生会議」という愛称で普及・啓発を進め

ている。

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

在宅医療（ACP含む）に関する

普及啓発講座等受講者数
2,293 人 2,350 人 2,350 人 2,350 人

上記のうちACPに関する普及啓

発講座等受講者数
1,660 人 1,700 人 1,700 人 1,700 人

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

ＡＣＰ「人生会議」の

普及啓発

ACP「人生会議」の取組は、個人の主体的な行いによって考え、

進めるものであることを基本姿勢として、市民に向けた情報提

供等により普及啓発に取り組むとともに、医師会や介護事業所

等と連携して、かかりつけ医を中心に多職種が共同して地域で

支える体制の構築に取り組みます。

介護保険課
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（３）認知症関連施策の充実

施策の展開

認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせるよう、認知

症の人や家族の視点を重視しながら、「共生」と「予防」を両輪として施策を展開します。

認知症高齢者の尊厳が守られ、安心して生活でき、本人からの発信を支援することがで

きるよう、教育等の他分野とも連係して、様々な機会を活用して地域全体に向けた認知症

に関する知識の普及啓発を推進します。

また、認知症の人とその家族が安心して地域で暮らせるように、認知症地域支援推進員

が中心となって医療機関や介護サービス、地域の支援機関等とのネットワーク形成と支援

体制の構築を行い、地域の認知症の人に対するケアの向上を図るとともに、認知症の方の

悩みや生活支援ニーズ等と認知症サポーターを中心とした支援者をつなぐ仕組みづくりと

して、2025 年を目標にチームオレンジ※の整備に向けて取り組みます。

高齢者等が身近で通える「通いの場」における認知症予防に向けた取組や、軽度認知障

害（MCI）という認知症になる一歩手前の段階にある人を早期発見し医療機関への受診につ

なげるなどの早期発見･早期対応の質の向上・連係強化などにより、認知症の予防を推進し

ます。

若年性認知症の方も含めて、認知症になっても生活しやすい環境づくりや、社会参加活

動を推進します。判断能力の低下した高齢者の権利や財産を保護するため、弁護士会、司

法書士会、社会福祉士会を始め、社会福祉協議会及び法人後見に携わる NPO などとも連携

して、成年後見制度の利用の促進を図ります。このほか、地域包括支援センターが行う権

利擁護事業において相談体制の充実に取り組みます。

※チームオレンジ：地域で暮らす認知症の人や家族の困りごとの支援ニーズと認知症サポ

ーターを結びつけるための取組のこと。

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

認知症サポーター養成講座の

受講者数
1,647 人 1,800 人 1,850 人 1,900 人

成年後見などに関する相談件数 38 件 40 件 45 件 50 件

市民後見人候補者の登録数 11 人 11 人 13 人 13 人
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重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

認知症サポーターの

養成と活用

認知症に関する正しい知識と理解を持ち、認知症の人やその家

族に地域でできるだけの支援をする認知症サポーターの養成を

推進してボランティアを充実するとともに、地域における見守

り活動のネットワーク内での活用を図ります。

介護保険課

認知症地域支援推進

員の養成と配置

認知症地域支援推進員を地域包括支援センターに配置して、認

知症の人やその家族の在宅生活を支援します。
介護保険課

認知症初期集中支援

チーム

認知症や認知症の可能性のある人、その家族に対して、関わりの

初期段階で包括的かつ集中的なアセスメントや支援などを認知

症初期集中支援チームで取り組みます。

介護保険課

認知症ケアパスの普

及

認知症の人が、それぞれの状態に応じて医療・介護・福祉のサー

ビスを適切に利用できるよう、認知症ケアパスを各サービスの

関係者及び地域住民に普及し活用を図ります。

介護保険課

認知症の人を見守る

ネットワークの構築

行政や医療・介護・福祉の関係者、民生委員や活動者（福祉委員）、

認知症サポーターをはじめとする地域の人や団体が連携し、認

知症の人や認知症の可能性のある人を地域ぐるみで見守るネッ

トワークを構築します。

地域福祉課

介護保険課

認知症の早期発見・

早期対応

認知症初期スクリーニングを普及・啓発するとともに、認知症の

見守りネットワークを通じて認知症の人や認知症の可能性があ

る人を可能な限り早く把握し、必要な支援やサービスにつなげ

る早期対応の体制を整備します。

介護保険課

認知症の人を介護す

る家族のサポート体

制の充実

認知症介護の相談体制の充実、認知症に関する家族講座の開催

や家族会の開催等の支援を通して、家族をサポートします。
介護保険課

徘徊高齢者探知事業

徘徊高齢者に携帯用端末を貸与し、居場所が不明になった時、家

族などがオペレーションセンターに電話又はインターネットで

問い合わせて、位置情報の提供を受けることができます。また、

家族などが出向いて保護できない場合は委託業者が代行しま

す。

地域福祉課

徘徊高齢者見守り事

業

徘徊高齢者の衣服等に QR コード付きの見守りシールを貼り、徘

徊高齢者を発見した第三者は QR コードを読み取ることで介護者

等と通信できる仕組みを通して、徘徊高齢者の早期保護につな

げます。

地域福祉課

徘徊してしまう認知

症の人への対応

徘徊してしまう認知症の人や、行方が分からなくなった認知症

の人を、認知症の見守りネットワークや県・警察と連携して対応

します。

地域福祉課

介護保険課

権利擁護が必要な高

齢者の把握

権利擁護が必要な認知症高齢者や虐待事例を把握するため、自

治会、民生委員などの高齢者見守りの協力者、市内を巡回するガ

ス・電気事業者、生活協同組合などの民間事業者などと広く連携

してネットワークを構築します。

総合相談業務との連携など、より実効性の高い体制の整備に務

めます。

地域福祉課

高齢者の権利擁護の

啓発

高齢者の権利擁護の大切さや、認知症高齢者への理解、高齢者虐

待の問題などについて、広報紙やホームページの活用、パンフレ

ットの配布などで地域住民に普及啓発します。

地域福祉課
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具体事業 取組内容 担当課

成年後見制度の活用

判断能力の低下した方の権利を擁護するため、法人成年後見事

業を実施している本庄市社会福祉協議会や法人後見に携わる

NPO や関係機関と連携し、成年後見制度の利用を促進します。

地域福祉課

成年後見センターの

設置
権利擁護の中核となる成年後見センターを設置します。 地域福祉課

地域におけるコーデ

ィネーターの配置

チームオレンジの整備に向けてコーディネーターを配置し、認

知症サポーターとの連携をとりながら、認知症の方の悩みや生

活支援ニーズ等と支援者をつなぐ体制づくりに取り組みます。

介護保険課

本庄市社会福祉協議会が実施している取組

具体事業 取組内容

福祉サービス利用援

助事業（あんしんサ

ポートねっと）

判断能力の不十分な高齢者などを対象に、福祉サービスの利用援助や日常的金銭管

理を行うことにより、高齢者などの支援を行います。

必要な方が利用できるよう、関係者や関係機関等への周知を強化します。

成年後見センターの

開設

権利擁護の中核機関となる成年後見センターを本庄市からの委託により開設し、高

齢者などの権利擁護を図ります。

成年後見相談や、市民後見人などの確保・育成、成年後見制度の周知に取り組みま

す。

法人成年後見事業

高齢者などの権利擁護を図るため、成年後見人、保佐人又は補助人となり、判断能

力が不十分な高齢者の保護・支援を行います。

権利擁護が必要な方に適切な支援が届くよう、受任体制の強化や職員の専門性の向

上、後見支援員等の事業の担い手の育成に取り組みます。
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＜生活支援＞ 高齢者が地域で暮らす体制づくり

（１）生活支援サービスの体制整備

施策の展開

地域で不足するサービスの担い手の養成やサービスの提供主体間のネットワークの構

築など、多様なサービスを提供できる体制整備を図ります。

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

生活支援コーディネーターの

配置数
5 名 5 名 5 名 5 名

生活支援体制整備協議体の設

置数
5 箇所 5 箇所 5 箇所 5 箇所

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

生活支援コーディネ

ーターの配置と生活

支援体制整備協議体

の設置

生活支援コーディネーターは、介護予防・生活支援サービスの提

供体制の構築や運営をコーディネートする役割で、市内全域（第

１層）を対象に１名、更に日常生活圏域（第２層）ごとに１名を

配置して、生活支援サービス体制の整備を目指します。

生活支援体制整備協議体は、行政機関、地域包括支援センター、

本庄市社会福祉協議会、社会福祉法人、NPO、ボランティア団体、

介護保険サービス事業者、地縁組織などサービスの関係者によ

って構成され、生活支援サービスの体制整備と運営を推進しま

す。

介護保険課

生活支援体制整備事

業の推進

買い物、通院、サロン等への外出や、ゴミ出し、日頃の声かけ等

のニーズに対して、地域の助け合いの中での支援や課題解決が

行われるよう、地域の協議体活動を支援するとともに、ボランテ

ィア等による支援環境の整備に取り組みます。

介護保険課

民間事業者との連携

による支援体制の整

備

地域の民間事業者と連携して、移動販売や買い物代行、配食サー

ビスの提供体制の整備に取り組みます。また、介護事業所が所有

する送迎車両を、空き時間に地域の高齢者の外出支援に活用す

るなど、介護保険外のサービスでも連携する体制の整備に取り

組みます。

介護保険課
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（２）在宅生活の支援

施策の展開

介護事業所による既存のサービスに加えて、NPO、民間事業者、ボランティアなど地域の

多様な主体を活用して、地域ニーズに合った生活支援サービスを介護予防・日常生活支援

総合事業へ移行または創出し、高齢者の在宅生活を支援していきます。事業の推進にあた

っては、生活支援コーディネーターや就労的活動支援コーディネーター等を通じて把握さ

れた地域のニーズや資源を踏まえて、事業を行う主体の確保に取り組みます。

買い物弱者への支援として、介護予防・日常生活支援総合事業による移送サービスとと

もに、これらのサービスの対象外の方についての支援策の実現に向けて検討していきます。

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

訪問型サービスＡ 事業所数 6 6 6 6

訪問型サービスＣ 実施団体数 1 1 1 1

通所型サービスＡ 事業所数 6 6 6 6

通所型サービスＣ 実施団体数 1 1 1 1

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

訪問介護

（事業者指定）

介護保険給付から地域支援事業に移行した訪問介護事業で、訪

問介護員による身体介護・生活援助のサービスが必要な方に提

供します。介護保険事業者をサービス提供者に指定して実施し

ます。

介護保険課

訪問型サービスＡ

掃除、買い物、洗濯などの生活援助サービスで、事業者指定によ

る訪問介護の基準を緩和したサービスです。シルバー人材セン

ターや NPO、民間事業者をサービス提供者に指定又は委託して実

施します。

介護保険課

訪問型サービスＢ 生活援助サービスで、住民主体の自主活動として行うものです。 介護保険課

訪問型サービスＣ

保健・医療の専門職により提供される３～６か月の短期間で行

われるサービスです。支援が必要な人の居宅に専門職が訪問し、

必要な相談・指導などを実施します。

介護保険課

訪問型サービスＤ

通院などをする場合における送迎前後の付き添い支援や、通所

型サービスなどの送迎を、住民主体の自主活動として行うもの

です。

通院に際しての送迎ニーズが高まって来ていることや、今後は

通いの場等への送迎ニーズが発生する可能性があることも勘案

して、引き続き体制の整備を検討します。

介護保険課
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具体事業 取組内容 担当課

通所介護

（事業者指定）

介護保険給付から地域支援事業に移行した通所介護事業です。

要支援者等について介護予防を目的として施設に通い、一定の

期間入浴、排泄、食事の介護など、日常生活上の支援及び機能訓

練を行うものです。介護保険事業者をサービス提供者に指定し

て実施します。

介護保険課

通所型サービスＡ

運動やレクリエーションを中心としたミニ・デイサービスで、事

業者指定による通所介護の基準を緩和したサービスです。NPO や

民間事業者をサービス提供者に指定又は委託して実施します。

介護保険課

通所型サービスＢ

身近な地域に体操や運動などの活動場所を設置するもので、住

民主体の自主活動として行うものです。

現在のところ設置実績はありませんが、地域住民による通いの

場としての設置を引き続き検討します。

介護保険課

通所型サービスＣ

保健・医療の専門職により提供される３～６か月の短期間で行

われるサービスです。専門職が生活行為の改善を目的とした効

果的な介護予防プログラムを実施します。

介護保険課

栄養改善を目的とし

た配食

栄養改善を目的とした配食を行う介護予防・日常生活総合事業

です。支援が必要な方に民間事業者等に委託して実施します。
介護保険課

住民ボランティアな

どが行う見守り

定期的な安否確認や緊急時の対応を介護予防・日常生活総合事

業として行うものです。ボランティアによる一般見守り活動と

連携・調整して事業を推進します。

介護保険課

訪問型・通所型サー

ビスの一体的提供

高齢者の状態に合わせて、訪問型サービスと通所型サービスを

組み合わせて生活支援を行い、高齢者の多様なニーズに対応す

るものです。

介護保険課

高齢者生活支援短期

入所事業（ショート

ステイ）

介護者が疾病などにより一時的に家庭で介護することが困難に

なり、家庭で生活できない高齢者を、養護老人ホームなどで預か

って日常生活の支援をします。

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるようサービスを

提供し、事業の広報・周知に努めます。

地域福祉課

緊急通報システム事

業

一人暮らし高齢者で、身体上慢性的な疾患などにより症状の急

変や事故などの理由で急に他者の援助が必要な時、緊急電話を

使用することにより、速やかに援助を求められます。

地域福祉課

高齢者入浴料助成事

業

入浴設備がない又は故障などにより使用できない住居に居住し

ている市民税非課税世帯の高齢者に月 5 枚分の入浴券を発行し、

市と契約をした市内の入浴施設にて無料で入浴することができ

ます。

地域福祉課

福祉電話設置

電話を設置することにより、孤独感を和らげ、コミュニケーショ

ンなどの手段として関係機関の協力を得て、安否の確認を行い

ます。（基本料は無料、通話料は本人負担）

地域福祉課

要介護高齢者訪問理

美容サービス事業

要介護４又は５に認定されている高齢者を対象に、理美容組合

に加入している理容師や美容師が居宅を訪問して、理美容サー

ビスを年４回提供します。

地域福祉課
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（３）家族介護者への支援

施策の展開

家族介護者・ケアラー※の身体的・経済的・心理的な負担を軽減するための支援を充実し

ます。

介護保険制度や高齢者福祉サービス、相談窓口などの情報提供については、家族介護者・

ケアラーにとっての解りやすさ・入手しやすさを重視し、適切な支援が必要な時に活用で

きるよう情報内容や提供方法を工夫します。また、介護離職防止の観点からは、商工観光

課と連携した職場環境の改善に関する普及啓発等に取り組みます。

令和２（2020）年３月に埼玉県ケアラー支援条例が施行されたことから、埼玉県とも連

携して家族介護者・ケアラーを支える体制づくりに取り組みます。

※ケアラー：埼玉県ケアラー支援条例では、「高齢、身体上又は精神上の障害又は疾病等に

より援助を必要とする親族、友人その他の身近な人に対して、無償で介護、看

護、日常生活上の世話その他の援助を提供する者」と定義しています。

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

介護者リフレッシュ事業の参

加者数
26 人 30 人 34 人 38 人

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

介護者リフレッシュ

事業

高齢者を介護している方を対象に介護者相互の交流会などを実

施して、心身の元気回復（リフレッシュ）を図ります。

より多くの方に参加していただけるよう、活動内容の工夫と事

業の周知に取り組みます。

地域福祉課

要介護者紙おむつサ

ービス事業

要介護４又は５に認定されている在宅の要介護者で失禁の状態

にある方を対象に、月に一度、紙おむつなどを支給します。
地域福祉課

要介護高齢者介護手

当支給

要介護４又は５に認定されている 60 歳以上の在宅の要介護者と

同居し、常時介護している方１人に月額８千円の手当を支給し

ます。

地域福祉課

家族介護慰労金支給

次の全ての要件に該当する方を介護している市民税非課税世帯

の家族に年額 10 万円を支給します。

・要介護４又は５に認定されてから１年以上経過している方

・過去１年間、介護保険サービスを受けていない方（年間１週間

程度のショートステイの利用を除く）

・過去１年間、病院又は診療所に１か月以上継続して入院して

いない方

地域福祉課
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（４）支え合いの地域づくりの推進

施策の展開

自治会などが開催しているサロンや、見守り、外出支援などの生活支援サービスの提供

を通じて、地域の支え合い活動を推進するとともに、高齢者がその活動の担い手として活

躍していくことを推進します。

本庄市社会福祉協議会へ財政的支援を行うことによって、本庄市社会福祉協議会が実施

する支えあいの地域づくりに関する事業を推進します。

自治会と民生委員、市や社会福祉協議会をはじめとした関係団体の連携を強化し、地域

共生社会の実現に向けて一体となって取り組みます

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

生活支援サポーターの登録者

数
20 人 25 人 25 人 25 人

心配ごと相談事業の相談件数 62 件 70 件 75 件 80 件

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

介護予防・日常生活

支援総合事業への高

齢者の参加

介護予防・日常生活支援総合事業における訪問型サービスや通

所型サービスの整備にあたり、生活支援協議体メンバー、老人ク

ラブ、高齢者サロン、民生委員等全ての人が積極的に関われるよ

う配慮し、高齢者ボランティアが主体となって運営する事業の

創出を推進します。

介護保険課

高齢者による高齢者

支援

高齢者が高齢者を支援するボランティア活動の仕組みづくりを

推進します。
介護保険課

人材の組織化の促進

地域活動の場や関係団体・組織についての情報提供などの支援

を行うことにより、発掘･育成した人材の活動への参加や新たな

活動主体の組織化を促進します。

介護保険課

心配ごと相談事業

地域の民生委員が本庄会場と児玉会場で、ほぼ毎週市民の悩み

や心配ごとを聴き取りながら相談に応じます。内容によっては

関係機関への紹介を行います。

地域福祉課

敬老意識の啓発
広報や敬老事業などのイベントを通じて、敬老や福祉の意識を

更に啓発します。
地域福祉課
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具体事業 取組内容 担当課

社会教育などによる

福祉教育の推進

本庄市社会福祉協議会や市教育委員会など幅広い関係機関の連

携により学習会や講演会を開催するとともに、小学校 PTA 家庭

教育学級など家庭教育の場で福祉教育を推進します。

生涯学習課

本庄市社会福祉協議会が実施している取組

具体事業 取組内容

高齢者世帯等安否確

認事業

日常的に見守りを必要とする、70 歳以上の高齢者世帯（単身・二人世帯）及び同居

者が居ても日中ひとりで過ごしている 75 歳以上の高齢者を対象に、民生委員が訪

問することにより世帯の安否確認を行います。

自治会による見守り

活動の支援
自治会ごとの見守り活動の体制づくりに協力します。

ふれあいいきいきサ

ロン支援事業

自治会など身近な地域を拠点に、高齢者の活動や交流の場、また居場所として、住

民が主体となって運営するサロンの設置及び運営などを支援します。

地域会食事業
自治会や民生委員、ボランティア団体などと連携し、閉じこもり防止や地域のふれ

あいづくりなどを目的に、食事会などを開催します。

友愛通信事業

日常的に見守りを必要とする 70 歳以上の単身世帯を対象に、ボランティアグルー

プや個人ボランティアの協力によって、絵手紙を送ることにより安否確認を行いま

す。

在宅福祉有償家事援

助サービス事業

在宅の高齢者世帯などを対象に、日常生活の家事全般や外出介助などの支援を有償

で提供し、住民参加型の家事援助サービスとして行います。

ボランティア活動事

業

ボランティアへの関心を高める取組や講座などの開催、情報の提供などを行うこと

により、地域福祉を担うボランティアの育成と活動を支援します。
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（５）成年後見制度の利用促進に向けた取組

施策の展開

成年後見制度利用促進基本計画は、成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28 年

法律第 29 号。以下｢促進法｣という）第 12 条に基づき、成年後見制度の利用促進に関する

施策の総合的かつ計画的な推進を図るために策定されるもので、国が講じている成年後見

制度利用促進の最も基本的な計画として位置づけられています。

促進法第 23 条において、市町村は国の基本計画を勘案し、市における成年後見制度の利

用の促進に関する基本的な施策を定めるよう務めるものとされています。

このため、本計画と成年後見制度利用促進基本計画は一体的に策定し、認知症高齢者を

はじめとした判断能力の十分でない高齢者の権利を守るため、総合的な支援体勢を整備し

ます。

また、今後、国から新たな施策や方針が示された場合でも柔軟に対応し、認知症等の高

齢者をはじめ、権利行使に不安のある高齢者等の権利を擁護し、必要なサービスが行き届

くよう、本庄市社会福祉協議会との連携を強化し、関係機関との連絡調整を図ります。

更に、中核機関となる成年後見センターを令和３年度に設置し、制度の周知と利用促進

を図ります。

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

成年後見センターの

設置
権利擁護の中核となる成年後見センターを設置します。 地域福祉課

成 年 後 見制 度 の 普

及・啓発

判断能力の十分でない高齢者の権利を守るため、制度の普及・啓

発を進めます。
地域福祉課

相談体制の整備
成年後見センターを活用し、幅広い後見活動の相談に応じる体

制を整えていきます。
地域福祉課

74



＜住まい＞ 安心して暮らせる環境の整備

（１）多様な住まい方の支援

施策の展開

高齢者を含め誰もが安心して住める公営住宅の適切な維持、管理に努めます。また、高

齢者がその状況に応じた適切な住まいやサービスを確保できるようにするため、高齢者向

けの住まい方に関する情報提供などを行います。

高齢者の居住の安定確保及び賃貸住宅の供給に関する状況の把握に努め、高齢者の多様

な住まい方を支える環境の整備に取り組みます。

住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅は、事業者による県への届出・登

録が必要なことから、未届けの有料老人ホームを確認した場合の県への情報提供、地域包

括支援センターによる地域情報の集約などを通して、質の確保とサービス基盤整備にあた

り県との情報連携を更に強化します。

■ 介護保険制度以外の施設や居住系サービス

①住宅型有料老人ホーム

住宅型有料老人ホームは、安否確認や生活相談サービスを提供する高齢者向けの居住

施設です。老人福祉法を根拠とする生活援助サービスの提供を目的とした施設（老人福

祉施設ではない老人ホーム）で、市内には 20 か所設置されています。介護が必要となっ

た場合には、入居者自身の選択で、地域の介護サービスを利用しながら居室での生活を

継続することができます。

高齢者の住居の安定確保のために必要な施設ですが、過剰なサービスの整備とならな

いよう、地域医療の供給体制も勘案して、将来に必要な介護サービス基盤の整備量の見

込みを行うことが重要と言えます。特定施設入居者生活介護（地域密着型を含む。以下、

特定施設と言う。）の指定を受けていない有料老人ホームが増加している現状、それに伴

う市外からの入居者の増加が住民サービスに影響を及ぼす可能性があるため、本庄市の

住民が優先して入居できるよう施設に求めていくとともに、特定施設の指定を受ける有

料老人ホームへの移行を促していきます。

住宅型有料老人ホーム一覧

施設名 所在地 入居定員数（人）

ひだまりの家本庄 本庄市北堀 1490 番地 25

ハートランド・アイリ本庄Ⅰ 本庄市北堀 1796 番地 35

ポプリ 本庄市栗崎 26 番地 1 23

あんしんホーム本庄 本庄市見福 3 丁目 2 番 21 号 30

ナーシングホームこころ本庄 本庄市前原 1 丁目 12 番 15 号 30
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施設名 所在地 入居定員数（人）

ケアライフ下野堂 本庄市下野堂 1 丁目 14 番 12 号 14

住宅型有料老人ホーム ノエル 本庄市児玉町上真下 350 番地 12

住宅型有料老人ホーム クローバー 本庄市児玉町共栄 360 番地 1 55

住宅型有料老人ホーム ふれあいⅢ 本庄市児玉町共栄 360 番地 1 23

ケアセンター 早稲田の森 本庄市児玉町高関 179 番地 1 20

優和の里児玉 本庄市児玉町吉田林 203 番地 1 28

住宅型有料老人ホーム ふれあい 本庄市児玉町吉田林 379 番地 3 30

有料老人ホーム ふれあいⅡ 本庄市児玉町吉田林 402 番地 2 10

有料老人ホーム「一期一会」 本庄市児玉町吉田林 976 番地 1 30

ハートランド・アイリ本庄Ⅱ 本庄市児玉町児玉 1216 番地 27

いづみ 本庄市児玉町児玉 2378 番地 3 33

住宅型有料老人ホーム はなはな 本庄市児玉町児玉 2445 番地 1 15

ゆう 本庄市児玉町長沖 197 番地 18

シルバーホームコットン 本庄市児玉町金屋 1222 番地 8 28

住宅型有料老人ホーム ファイン児玉 本庄市児玉町児玉南 4 丁目 1 番 11 号 25

②サービス付き高齢者向け住宅

サービス付き高齢者向け住宅は、国土交通省・厚生労働省が所管する高齢者の居住の

安定確保に関する法律（高齢者住まい法）に基づいた、高齢者のための賃貸住宅です。

バリアフリー構造で安否確認や生活相談サービスを提供し、ほとんど介護がいらないか

軽い介護が必要な高齢者を対象とする居住施設で、市内には６か所設置されています。

高齢者の住居の安定確保のために必要な施設ですが、過剰なサービスの整備とならな

いよう、地域医療の供給体制も勘案して、将来に必要な介護サービス基盤の整備量の見

込みを行うことが重要と言えます。特定施設（地域密着型を含む）の指定を受けていな

いサービス付き高齢者向け住宅が増加している現状、それに伴う市外からの入居者の増

加が住民サービスに影響を及ぼす可能性があるため、本庄市の住民が優先して入居でき

るよう施設に求めていくとともに、特定施設の指定を受けるサービス付き高齢者向け住

宅への移行を促していきます。

サービス付き高齢者向け住宅一覧

施設名 所在地 戸数（戸）

ナーシングハウスことぶき 本庄市 1218 番地 30

ケアリフ本庄 本庄市早稲田の杜 4 丁目 16 番 13 号 25

ふれあい本庄 本庄市若泉 1 丁目 1 番 39 号 64

サービス付き高齢者向け住宅 はまなすの里 本庄市若泉 2 丁目 8 番 33 号 30
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施設名 所在地 戸数（戸）

ケアセンター ベル 本庄市万年寺 2 丁目 8 番 43 号 30

ハートフルガーデン ベル 本庄市児玉町八幡山 274 番地 1 33

③ケアハウス（軽費老人ホーム）

市内にはケアハウス（軽費老人ホーム）が４か所設置されています。ケアハウスは、

身体機能の低下や高齢のため自立した生活を送るには不安が認められ、家族による援助

を受けることが困難な高齢者が低額な料金で利用できる施設です。生活相談、食事・入

浴サービスや訪問介護等の介護保険サービスを活用し、自立した生活の継続を支援して

います。

今後も、高齢者の多彩な住まいのニーズに対応した施設を確保する必要があります。

ケアハウス一覧

施設名 所在地 入居定員数（人）

トマト村 本庄市早稲田の杜 5 丁目 14 番 1 号 30

グリーンピース 本庄市栗崎 105 番地 1 29

シャローム 本庄市今井 1245 番地 1 50

エコーの丘 本庄市児玉町飯倉 166 番地 30

④養護老人ホーム

養護老人ホームは、身体的・精神的・経済的・環境的な理由により、自宅での日常生

活が困難な高齢者を対象とする施設です。有料老人ホームや特別養護老人ホームのよう

な利用者による申し込みと事業所との契約による入所とは異なり、市町村が入所を判断

する措置による入所となります。

現在のところ、本市には養護老人ホームはありませんが、近隣自治体の複数施設と委

託契約を結んで対応しています。令和２年度末の利用見込量は 14 人となっており、今後

も同様の推移を見込んでいます。
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成果指標と目標値

成果指標 令和２年度末

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

養護老人ホーム
※近隣自治体への

養護委託

施設数 0 施設 0 施設 0 施設 0 施設

利用見込数 14 人 14 人 14 人 14 人

ケアハウス

（軽費老人ホーム）

施設数 4 施設 4 施設 4 施設 4 施設

入所定員 139 人 139 人 169 人 169 人

利用見込数 134 人 139 人 154 人 169 人

生活支援ハウス施設数 0 施設 0 施設 0 施設 0 施設

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

高齢者世帯等の優先

入居制度

市営住宅における高齢者や身体障害者との同居世帯などに対す

る優先入居制度を継続実施します。
営繕住宅課

市営住宅の安全化 耐火住宅又は簡易耐火住宅を維持保全します。 営繕住宅課

サービス付き高齢者

向け住宅・有料老人

ホーム

高齢者の住居の安定確保のために必要な施設ですが、特定の地

域に急速な立地が進むと、高齢者の転入増加により医療などの

社会保障に影響が生じます。今後は、本市在住の高齢者の利用を

想定した住宅建設が進むように意見書などを作成するととも

に、地域バランスに配慮した登録受付を働きかけます。

地域福祉課

ケアハウス
一人暮らし高齢者などの増加を踏まえ、今後も施設の維持継続

を確保していきます。

地域福祉課

介護保険課
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■ 介護保険制度における施設や居住系サービス

①介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

寝たきりや認知症で日常生活において常時介護が必要で、自宅では介護が困難な人が

入所し、食事・入浴・排泄などの介護やその他日常生活の世話、機能訓練などが受けら

れます。

施設名 所在地 入居定員数（人）

安誠園 本庄市小和瀬 1666 番地 90

トマト村 本庄市早稲田の杜 5 丁目 14 番 8 号 80

シャローム 本庄市今井 1251 番地 1 80

オルトビオス児玉ホーム 本庄市児玉町児玉 734 番地 1 50

②介護老人保健施設（老人保健施設）

病状が安定している人に対して、医学的管理のもとで看護・介護・リハビリテーション

を行う施設です。医療上のケアやリハビリテーション、日常的介護を一体的に提供し、

在宅への復帰の支援が受けられます。

施設名 所在地 入居定員数（人）

彩の苑 本庄市千代田 1 丁目 1 番 21 号 100

本庄ナーシングホーム 本庄市小島 5 丁目 6 番 1 号 114

③介護医療院

長期的な医療と介護のニーズを併せ持つ高齢者を対象として、「日常的な医学管理が

必要な重介護者の受け入れ」や「看取り・ターミナルケア」といった医療サービスと、

「自立した日常生活を営むための支援・介助」などの介護サービスの双方を受けること

ができます。

※介護医療院は、令和 5（2023）年度末までに全面廃止となる予定の「介護療養型医療施設」に代わる施設

です。

施設名 所在地 入居定員数（人）

吉沢病院 本庄市 1216 番地 1 35

上武病院 本庄市小島 5 丁目 6 番 1 号 30

※厚生労働省による医療機関及び介護療養型医療施設からの転換意向調査結果等から、令和 6 年 4 月 1 日

までに転換を予定している施設となります。
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④認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

認知症高齢者がスタッフの介護を受けながら共同で生活をする住宅です。

施設名 所在地 入居定員数（人）

グループホーム 元気村 本庄市田中 105 番地 1 9

トマト村 本庄市西五十子 370 番地 1 18

グループホーム やまぶき 本庄市朝日町 1 丁目 14 番 3 号 9

グループホーム五感の里 本庄早稲田 本庄市北堀 1931 番地 1 18

グループホーム まごころ 本庄市西富田 653 番地 1 18

グループホーム紙ふうせん 本庄市今井 1325 番地 1 18

グループホームゆうあい本庄 本庄市見福 3 丁目 8 番地 9 号 18

しゃくなげ荘 本庄市前原 2 丁目 2 番 3 号 18

グループホームノエル本庄 本庄市小島 1 丁目 1 番 34 号 9

グループホーム四季の丘 本庄市児玉町飯倉 170 番地 3 18

愛の家グループホーム本庄東台

（令和３年４月開設）
本庄市東台 3 丁目 4 番 10 号 18

⑤地域密着型介護老人福祉施設

｢介護老人福祉施設｣と同様のサービスを提供する小規模（29 人以下）施設です。

施設名 所在地 入居定員数（人）

四季咲きの杜 本庄市北堀 779 番地 3 29

千鳥の丘 本庄市児玉町宮内 1250 番地 1 29

⑥地域密着型特定施設入居者生活介護

｢特定施設入居者生活介護｣と同様のサービスを提供する小規模（29 人以下）施設です。

施設名 所在地 入居定員数（人）

ケアハウスグリーンピース 本庄市栗崎 105 番地 1 29

⑦特定施設入居者生活介護

介護保険の指定を受けた介護付有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、

サービス付き高齢者向け住宅などで、入居している高齢者に対して入浴・排せつ・食事

等の介護、その他必要な日常生活上の支援を行います。

介護離職ゼロを実現するためにも、介護が受けられる多様な入居施設の充実を図る必

要があります。
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（２）高齢者にやさしいまちづくりの推進

施策の展開

公共施設などのバリアフリー化を推進し、福祉の観点から施設の点検・整備を行うとと

もに、新たな施設整備については、ユニバーサルデザインの適用に努めます。

公共交通に関しては、多様化するニーズの把握を行い、交通弱者の安全で快適な移動手

段の整備を推進します。

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

民間路線バス・デマンドバス・

シャトルバスの利用者数
842,806 人 860,000 人 870,000 人 880,000 人

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

公共交通の充実
民間路線バス、デマンドバス、シャトルバスの利便性を向上し、

利用を促進します。
企画課

公共交通におけるバ

リアフリー・ユニバ

ーサルデザイン化の

推進

民間路線バスのノンステップ化等、関係機関と連携してバリア

フリー化を推進します。また、案内表示などへのユニバーサルデ

ザインの使用を推進します。

企画課

道路の整備
危険箇所の把握による道路の拡幅やバリアフリーを考慮した歩

道の設置など道路を整備します。
道路整備課
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（３）防犯・防災対策の推進

施策の展開

高齢者の防犯・防災意識の高揚と啓発に努めるとともに、関係団体・地域住民と連携を

強化し、防犯・防災における高齢者の支援体制の整備を推進します。

また、高齢者の交通安全に対する意識を高めるよう、交通安全教育や啓発活動の充実を

図ります。

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

防災訓練の実施数 2 回 2 回 2 回 2 回

食料の備蓄数 40,230 食 46,190 食 45,000 食 45,000 食

自主防災組織率 94 ％ 95 ％ 96 ％ 97 ％

啓発物品配布人数及び消費生

活講座の受講者数
1,155 人 1,200 人 1,300 人 1,400 人

交通安全教室の開催数 1 回 2 回 2 回 2 回

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

防災訓練の充実 土砂災害や大地震などを想定した防災訓練を実施します。 危機管理課

防災体制の整備
防災行政無線など情報通信基盤の整備、保存食や毛布などの生

活必需物資の確保などにより防災体制を整備します。
危機管理課

自主防災体制の支援
自主防災組織の活動や、消防施設等への整備補助などにより自

主防災体制を支援します。
危機管理課

防犯対策

高齢者を狙った悪質商法や振り込め詐欺など消費者被害防止の

ため、情報提供を進めるとともに、消費者相談・消費者教育の強

化を図ります。本庄市消費生活サポーターと協働し、地域で啓発

活動や消費生活講座を実施するなど、消費生活被害防止に努め

ます。

商工観光課

交通安全教室の開催
交通安全推進団体や警察などとの連携による、高齢者を対象と

した交通安全教室を開催します。
危機管理課

交通安全施設の整備
カーブミラー、道路照明灯、区画線などの交通安全施設の整備を

推進します。
危機管理課
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＜介護＞ 介護保険サービスの充実による安心基盤づくり

（１）介護保険サービス基盤の整備

施策の展開

介護保険制度では、常時介護を必要とする状態（要介護状態）や、日常生活に支援が必

要で介護予防サービスが効果的な状態（要支援状態）になった場合に、介護サービスを受

けることができます。この要介護状態や要支援状態の判定を行うのが要介護認定で、市に

設置される介護認定審査会が行います。要介護認定は介護サービスの給付額に結びつくこ

とから、客観的基準に基づき適時適切な判定を行う体制を維持する必要があります。

介護が必要な状態になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよ

う、リハビリテーションへの取組を強化するなどにより在宅生活の限界点の引き上げを図

るとともに、必要なサービスが安定的に確保・供給されるよう、居宅・施設サービスや地

域密着型サービスの整備を促進します。

成果指標と目標値

成果指標
令和２

年度末

整備計画 令和５年度

（2023年度）

末

令和３年度

（2021年度）

令和４年度

（2022年度）

令和５年度

（2023年度）

定期巡回･随時対応

型訪問介護看護
事業所数 1 0 1 0 2

小規模多機能型居宅

介護
事業所数 3 0 1 0 4

看護小規模多機能型

居宅介護
事業所数 0 0 0 0 0

認知症対応型共同生

活介護

事業所数 11 0 0 0 11

ユニット数 19 0 0 0 19

地域密着型特定施設

入居者生活介護
事業所数 1 0 0 0 1

地域密着型介護老人

福祉施設入居者生活

介護

事業所数 2 0 0 1 3
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重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

居宅サービスの充実

要介護高齢者が安心して在宅での生活を続けられるよう、日常

生活を毎日複数回の柔軟なサービス提供により支えることが可

能な定期巡回・随時対応型訪問介護看護や小規模多機能型居宅

介護の普及に取り組み、在宅医療系の介護保険サービスなどの

基盤整備を進めます。

介護保険課

施設・居住系サービ

スの充実

今後、一人暮らし高齢者・高齢者のみの世帯がこれまで以上に増

加することが見込まれ、在宅での生活が困難な要介護高齢者の

受け皿として、認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グルー

プホーム）や地域密着型介護老人福祉施設の整備について地域

とのバランスを考慮して基盤整備を進めます。

介護保険課

地域密着型サービス

事業所の適切な運営

地域密着型サービスについては、設置基準に照らし適正に事業

所の指定を行うとともに、安定した事業運営や質の高いサービ

スを提供できるよう事業者への支援を行います。

介護保険課
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（２）サービスの質の向上

施策の展開

介護人材の不足が懸念されるなか、サービスの質の維持･向上を図るためには、介護専門

職が利用者のケアに専念できるよう業務を整理し、周辺業務を専門職ではない方々に担っ

ていただくことも検討する必要があります。また、今後はロボット・センサーや ICT を積

極的に活用していくことが求められます。

要介護認定や介護給付費の適正化に向けた取組の一環として、指導監査においては提出

文書の簡素化などにより事業者の負担軽減を図り、適切な指導や業務改善の参考となる事

例の紹介等を通して、介護人材の確保やサービスの質の向上を支援します。また、申請・

報酬請求事務をはじめとした各種手続きの簡素化・標準化を図り、ICT の活用促進を通し

て業務の負担軽減とケアに専念できる環境の整備を支援します。

リハビリテーションサービスの提供については、要支援・要介護者が本人の状態に応じ

て、生活している地域において必要なリハビリテーションを利用しながら健康的に暮らす

ことができるよう、要支援・要介護者の自立支援に取り組みます。特に、要支援１・２の

リハビリテーションサービス利用率が低い状況から、比較的軽度な状態からの利用の促進

を重点に、利用者がリハビリテーションを主体的・積極的に活用していくことを支援する

環境づくりに取り組みます。

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

ケアプラン（介護支援計画）

の点検数
14 件 15 件 18 件 20 件

住宅改修などの点検実施数 3 件 4 件 5 件 6 件

ケアマネジメントの研修開催

数
10 回 10 回 10 回 10 回

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

ケアプラン（介護支

援計画）の確認指導

ケアプランが利用者の自立支援に資するものとなっているかと

いう観点などから、ケアプランの確認、指導を実施します。
介護保険課

住宅改修などの点検
疑義のある住宅改修に対し、改修前の事前訪問調査や事後確認

を実施します。
介護保険課

介護給付費通知

介護保険サービスの利用者に対し、介護給付費の額、利用したサ

ービスの内容などを通知することにより、不正請求の防止や利

用者自身へのコスト意識の啓発などを促進します。

介護保険課
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具体事業 取組内容 担当課

集団指導
地域密着型サービス事業所及び居宅介護支援事業所に対して、

一斉指導を実施します。
介護保険課

研修の充実
窓口の職員に対して接遇などの必要な研修を実施して、窓口対

応の充実を図ります。
介護保険課

介護支援専門員の支

援

地域包括支援センターのケアマネ連絡会や本庄市介護支援専門

員連絡会で研修や情報交換などを実施し、地域のケアマネジメ

ントの充実を図ります。

介護保険課

委託認定調査の状況

チェック

民間事業者に委託している認定調査の結果に対する点検を行い

ます。
介護保険課

介護と医療情報との

突合

給付実績の情報を活用した医療情報との突合及び縦覧点検の結

果に基づく過誤調整などを引き続き実施します。
介護保険課

実地指導
保険者（市）が地域密着型サービス事業所や居宅介護支援事業所

へ行き、サービス内容の確認・指導を行います。
介護保険課

苦情への対応

利用者及び家族などからの苦情については、速やかに事実確認

を行い、必要に応じて県などの関係機関と連携しながら介護保

険サービス事業者に対して指導などを行います。

介護保険課

【参考】リハビリテーションサービスの利用状況と利用率向上の取組について

リハビリテーションの専門職が配置される施設でのリハビリテーションサービス利用率

として介護老人保健施設の要介護度別利用率を見ると、本庄市は各要介護度でほぼ全国・

埼玉県並みかそれを上回る利用率となっています。

介護老人保健施設の要介護度別利用率
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資料：介護保険事業状況報告（令和 2(2020)年）
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これに対して、在宅でのリハビリテーションサービス利用率として訪問リハビリテーシ

ョンの要介護度別利用率を見ると、要介護１以上では必要に応じた利用が図られているも

のの、要支援１・２での利用率がやや低いことがわかります。

訪問リハビリテーションの要介護度別利用率

通所リハビリテーションでは、要支援１から要介護３までの利用率が全国・埼玉県水準

を下回っており、要支援１・２の軽度な状態からの利用率の低さが、その後の利用率にも

影響しているものと考えられます。

通所リハビリテーションの要介護度別利用率

以上から、在宅における要支援１・２の軽度な状態からのリハビリテーション利用率の

向上に重点を置いた自立支援に取り組むことが重要であると考えられます。
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資料：介護保険事業状況報告（令和 2(2020)年）

資料：介護保険事業状況報告（令和 2(2020)年）
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（３）情報提供・相談体制の充実

施策の展開

地域包括支援センターをはじめとして、他の関係機関との連携強化を図り、高齢者に関

する身近な相談窓口の強化や切れ目のない相談体制の充実を図ります。

また、各種行事や出前講座などの機会を積極的に使い、分かりやすい情報提供を行いま

す。

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

地域包括支援センターにおけ

る相談件数
1,546 件 1,600 件 1,650 件 1,700 件

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

地域包括支援センタ

ーの情報提供体制の

充実

地域包括支援センターで介護保険制度のほか医療や福祉に関す

る幅広い分野の情報を収集し、地域包括支援センターの役割や

活用方法も含め、分かりやすく利用者に提供します。

介護保険課

地域の組織や団体へ

の情報提供

民生委員、老人クラブなど、地域で活動する組織や団体などに対

し、地域包括支援センターの相談機能や介護保険制度等に関す

る情報提供を行います。

介護保険課

地域福祉課

多様な情報媒体の活

用

広報紙、ホームページ、パンフレットなど多様な媒体を活用し、

介護保険サービスの利用者、地域住民、地域の団体や関係機関に

対する情報提供の充実を図ります。

介護保険課
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（４）低所得者対策の推進

施策の展開

所得の低い方の負担を軽減するために、保険料多段階設定、公費負担による保険料の軽

減や、利用者負担が高額な方を対象とした特定入所者介護サービス費、高額介護サービス

費、高額医療合算介護サービス費などにより軽減を実施します。

また、所得の低い方に対しては、国民健康保険、後期高齢者医療保険においても保険料、

自己負担額の軽減を実施しています。

生活困窮者の把握に努め、自立に向けた支援につなげます。

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

介護保険利用者負担金の支給

者数
306 人 320 人 330 人 340 人

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

介護保険サービスの

個人負担減免対策

震災や風水害、火災などで財産などに著しい損害を受けたり、世

帯の生計維持者の死亡、長期入院、失業などにより著しく収入が

減少するなどの事情がある高齢者を対象に、介護保険サービス

の利用料に関する個人負担の減免を図ります。

介護保険課

社会福祉法人などに

よる利用者負担の軽

減対策

生計困難な利用者に対し、介護保険サービスを提供する社会福

祉法人がその社会的役割として利用者負担を軽減することによ

り、サービスの利用拡大を図ります。（法人が軽減の際に負担し

た軽減額の一部を市が助成します。）

介護保険課

利用者負担金助成事

業

市民税非課税者を対象に、介護保険居宅サービスの利用者負担

の一部を助成し、所得の低い方の負担軽減を図るとともに、サー

ビスの利用拡大を図ります。

介護保険課
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（５）介護人材確保の必要性

施策の展開

介護は介護者と利用者の関係を基本として、人と人との間で行われるものであることか

ら、介護人材の確保･充実が欠かせません。今後、介護人材の不足が懸念されるなか、介護

専門職が利用者のケアに特化できる環境を整備するため、業務を整理して周辺業務を元気

高齢者等のボランティアに担っていただくことも必要と考えられます。

県と連携して個々の申請様式・添付書類や手続きの簡素化、様式例の活用による標準化

を進め、ロボット・センサーや ICT の活用による業務の効率化支援、子育てしながら働け

る等の介護人材の定着支援に取り組むとともに、介護の現場が新卒者や定年退職者の就労

の場や元気高齢者の活躍の場としての魅力を高め、新たな介護人材の確保につながるよう

支援します。

外国人介護人材の受け入れについては、国が設定するルートにより経済連携の強化（EPA：経

済連携協定）や本国への技術移転（外国人技能実習制度）といった人材確保とは異なる制度趣

旨があるものの、介護事業所にとっても有益と考えられることから、受け入れ体制の整備を支

援します。

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

市民向け研修受講者数 0人 0人 20人 20人

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

市民向け研修の実施

介護の周辺業務を市民や元気高齢者等のボランティアに担って

もらえるよう、必要な研修等の実施や介護施設とのマッチング

の体制づくりに取り組みます。

介護保険課

外国人介護人材の受

け入れ支援

外国人介護人材の安定的な受け入れに向けた就業・生活環境づ

くり、受入施設における職員研修等の体制整備、外国人技能実習

生受け入れに要する費用の助成等、受け入れ支援体制の整備に

取り組みます。

介護保険課
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（６）災害・感染症対策の体制整備

施策の展開

災害の発生や感染症の流行への備えとして、介護事業所等と連携して防災や感染症対策

についての周知啓発、研修、訓練を実施します。

災害時に要介護高齢者等が適切に避難できるよう、避難行動要支援者名簿の作成・活用

や福祉避難所の指定に取り組み、危機管理課と連携して地域防災計画に則った防災・避難

対策を推進します。

埼玉県とも連携して、介護事業所等における災害や感染症の発生時に必要な物資につい

ての備蓄・調達・輸送体制の整備に取り組みます。

災害等の発生時や感染症の予防対策に必要な情報を迅速に伝達する体制を整えるとと

もに、埼玉県や保健所、協力医療機関等と連携した支援体制の整備に取り組みます。

新型コロナウィルス等の感染症の流行が介護サービスの利用控えにつながると、要介護

状態の重度化や認知症状の進行が懸念されます。利用者が安心して介護サービスを利用で

きるよう、職員の健康管理や事業所の感染症対策、送迎時の利用者の健康チェックやサー

ビス提供時の利用者への配慮等、「新しい生活様式」に沿ったサービス提供を維持・継続で

きるよう、状況把握に努めるとともに、介護事業所と情報共有を図ります。

また、新型インフルエンザ等発生時には、行動計画に従って、高齢者への支援、感染拡

大の防止、発生段階における対策等を行います。

成果指標と目標値

成果指標
現状値

（令和元年度実績）

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

啓発・指導した事業所数 ― 200 件 200 件 200 件

重点的取組

具体事業 取組内容 担当課

福祉避難所（二次避

難所）の設置

自宅や避難所での生活が困難で介助や介護が必要な高齢者や障

害のある人を受け入れる福祉避難所（二次避難所） を開設しま

す。

地域福祉課

避難行動要支援者避

難支援制度

災害時における高齢者などの迅速かつ円滑な避難を確保するた

め、避難行動要支援者名簿を作成し、自治会や民生委員、消防機

関などの避難支援関係機関と共有します。

地域福祉課
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具体事業 取組内容 担当課

災害に対する具体的

計画、避難訓練、物資

の備蓄等の指導

災害に関する具体的計画や避難に要する時間・避難経路等の確

認、避難訓練を定期的に実施するよう介護事業所等に指導しま

す。

食料、飲料水、生活必需品、燃料その他の物資の備蓄・調達状況

の確認を指導します。

地域福祉課

介護保険課

感 染 症 に対 す る 啓

発・研修・指導

介護事業所等の職員が感染症を理解して業務にあたることがで

きるよう、情報提供等の普及啓発を実施します。

感染症発生時でもサービスを継続できるよう、十分な備えが講

じられているか定期的に確認するよう介護事業所等に指導しま

す。

地域福祉課

介護保険課
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各事業数値目標一覧

（１）基本方針

①地域包括ケアの推進体制の強化

具体事業 成果指標
現状値

令和元年度

実績

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

地域包括ケアの推進

体制づくり

地域包括支援センター

連絡会議の開催数
12 回 12 回 12 回 12 回

地域包括支援センター

施設数
4 施設 4 施設 4 施設 4 施設

在宅介護支援センター

施設数
5 施設 5 施設 5 施設 5 施設

②地域包括支援センター機能の充実

具体事業 成果指標
現状値

令和元年度

実績

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

地域ケア会議の充実

市及び各地域包括支援

センターにおける地域

ケア会議の開催数

42 回

(臨時会1回含む)
41 回 41 回 41 回

③地域共生社会の実現に向けた取組

具体事業 成果指標
現状値

令和元年度

実績

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

地域共生社会の実現

に向けた啓発活動
啓発物品等の配布者数 ― 2,800人 2,900人 3,000人

（２）予防

①介護予防の推進

具体事業 成果指標
現状値

令和元年度

実績

令和３年度

（2021年度）

目標値

令和４年度

（2022年度）

目標値

令和５年度

（2023年度）

目標値

はにぽん筋力トレー

ニングの開催
参加者数(延べ人数) 47,413 人 47,700 人 48,000 人 48,300 人

サポーター養成講座

の開催
受講者数 1,688 人 1,850 人 1,900 人 1,950 人
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②生きがいづくりの推進 

具体事業 成果指標 
現状値 

令和元年度 

実績 

令和３年度 

（2021年度）

目標値 

令和４年度 

（2022年度） 

目標値 

令和５年度 

（2023年度）

目標値 

市民総合大学（シニア

コース）や公民館事

業の充実 

受講者数 

総合大学(ｼﾆｱ)

2,947 人

公民館 

5,746 人

総合大学(ｼﾆｱ)

3,000 人

公民館 

5,800 人

総合大学(ｼﾆｱ) 

3,100 人 

公民館 

5,900 人 

総合大学(ｼﾆｱ)

3,100 人

公民館 

5,900 人

老人福祉センターの

活用 

利用者数 22,310 人 13,000 人 17,000 人 17，000 人

施設数 1 施設 1 施設 1 施設 1 施設

 

③社会参加の促進 

具体事業 成果指標 
現状値 

令和元年度 

実績 

令和３年度 

（2021年度）

目標値 

令和４年度 

（2022年度） 

目標値 

令和５年度 

（2023年度）

目標値 

シルバー人材センタ

ーの運営助成 
会員数 497 人 500 人 505 人 510 人

 

 

（３）医療 

 

①在宅医療･介護連携の促進 

具体事業 成果指標 
現状値 

令和元年度 

実績 

令和３年度 

（2021年度）

目標値 

令和４年度 

（2022年度） 

目標値 

令和５年度 

（2023年度）

目標値 

地域包括支援センタ

ーの活用 

在宅医療に関する相談

件数 

(内訳） 

地域包括支援センター

在宅医療連携拠点 

276 件

253 件

23 件

286 件

260 件

26 件

296 件 

 

267 件 

29 件 

306 件

274 件

32 件

 

②看取り介護への対応 

具体事業 成果指標 
現状値 

令和元年度 

実績 

令和３年度 

（2021年度）

目標値 

令和４年度 

（2022年度） 

目標値 

令和５年度 

（2023年度）

目標値 

ＡＣＰ「人生会議」の

普及啓発 

在宅医療(ACP含む)に

関する普及啓発講座等

受講者数 

2,293 人 2,350 人 2,350 人 2,350 人

上記のうちACPに関する

普及啓発講座等受講者

数 
1,660 人 1,700 人 1,700 人 1,700 人
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③認知症関連施策の充実 

具体事業 成果指標 
現状値 

令和元年度 

実績 

令和３年度 

（2021年度）

目標値 

令和４年度 

（2022年度） 

目標値 

令和５年度 

（2023年度）

目標値 

認知症サポーターの

養成と活用 
養成講座の受講者数 1,647 人 1,800 人 1,850 人 1,900 人

成年後見制度の活用 

成年後見などに関する

相談件数 
38 件 40 件 45 件 50 件

市民後見人候補者の登

録数 
11 人 11 人 13 人 13 人

 

 

（４）生活支援 

 

①生活支援サービスの体制整備 

具体事業 成果指標 
現状値 

令和元年度 

実績 

令和３年度 

（2021年度）

目標値 

令和４年度 

（2022年度） 

目標値 

令和５年度 

（2023年度）

目標値 

生活支援コーディネ

ーターの配置と生活

支援体制整備協議体

の設置 

生活支援コーディネー

ターの配置数 
5 名 5 名 5 名 5 名

生活支援体制整備協議

体の設置数 
5 箇所 5 箇所 5 箇所 5 箇所

 

②在宅生活の支援 

具体事業 成果指標 
現状値 

令和元年度 

実績 

令和３年度 

（2021年度）

目標値 

令和４年度 

（2022年度） 

目標値 

令和５年度 

（2023年度）

目標値 

訪問型サービスＡ 事業所数 6 6 6 6 

訪問型サービスＣ 実施団体数 1 1 1 1 

通所型サービスＡ 事業所数 6 6 6 6 

通所型サービスＣ 実施団体数 1 1 1 1 

 

③家族介護者への支援 

具体事業 成果指標 
現状値 

令和元年度 

実績 

令和３年度 

（2021年度）

目標値 

令和４年度 

（2022年度） 

目標値 

令和５年度 

（2023年度）

目標値 

介護者リフレッシュ

事業 
参加者数 26 人 30 人 34 人 38 人
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④支え合いの地域づくりの推進 

具体事業 成果指標 
現状値 

令和元年度 

実績 

令和３年度 

（2021年度）

目標値 

令和４年度 

（2022年度） 

目標値 

令和５年度 

（2023年度）

目標値 

介護予防・日常生活

支援総合事業への高

齢者の参加 

生活支援サポーターの

登録者数 
20 人 25 人 25 人 25 人

心配ごと相談事業 相談件数 62 件 70 件 75 件 80 件

 

 

（５）住まい 

 

①多様な住まい方の支援 

具体事業 成果指標 令和２年度末

令和３年度

（2021年度）

目標値 

令和４年度 

（2022年度） 

目標値 

令和５年度

（2023年度）

目標値 

老人福祉法に

基づく居住系

施設 

養護老人ホーム 
※近隣自治体への 

養護委託 

施設数 0 施設 0 施設 0 施設 0 施設

利用見込数 14 人 14 人 14 人 14 人

ケアハウス 

(軽費老人ホーム) 

施設数 4 施設 4 施設 4 施設 4 施設

入所定員 139 人 139 人 169 人 169 人

利用見込数 134 人 139 人 154 人 169 人

生活支援ハウス 施設数 0 施設 0 施設 0 施設 0 施設

 

②高齢者にやさしいまちづくりの推進 

具体事業 成果指標 
現状値 

令和元年度 

実績 

令和３年度

（2021年度）

目標値 

令和４年度 

（2022年度） 

目標値 

令和５年度

（2023年度）

目標値 

公共交通の充実 
民間路線バス・デマン

ドバス・シャトルバス

の利用者数 

842,806 人 860,000 人 870,000 人 880,000 人
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③防犯・防災対策の推進 

具体事業 成果指標 
現状値 

令和元年度 

実績 

令和３年度 

（2021年度）

目標値 

令和４年度 

（2022年度） 

目標値 

令和５年度 

（2023年度）

目標値 

防災訓練の充実 実施数 2 回 2 回 2 回 2 回

防災体制の整備 食料の備蓄数 40,230 食 46,190 食 45,000 食 45,000 食

自主防災体制の支援 自主防災組織率 94 ％ 95 ％ 96 ％ 97 ％

防犯対策 

啓発物品配布人数及び

消費生活講座の受講者

数 

1,155 人 1,200 人 1,300 人 1,400 人

交通安全教室の開催 開催数 1 回 2 回 2 回 2 回

 

 

（６）介護 

 

①介護保険サービス基盤の整備 

具体事業 成果指標 
令和２

年度末

整備計画 令和５年度

(2023年度)

末 令和３年度

(2021年度)

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

居宅サービス 

定期巡回･随時対応型

訪問介護看護 
事業所数 1 0 1 0 2 

小規模多機能型居宅

介護 
事業所数 3 0 1 0 4 

看護小規模多機能型

居宅介護 
事業所数 0 0 0 0 0 

施設・居住系 

サービス 

認知症対応型共同生

活介護 

事業所数 11 0 0 0 11 

ユニット数 19 0 0 0 19 

地域密着型特定施設

入居者生活介護 
事業所数 1 0 0 0 1 

地域密着型介護老人福

祉施設入居者生活介護 
事業所数 2 0 0 1 3 
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②サービスの質の向上 

具体事業 成果指標 
現状値 

令和元年度 

実績 

令和３年度 

（2021年度）

目標値 

令和４年度 

（2022年度） 

目標値 

令和５年度 

（2023年度）

目標値 

ケアプラン（介護支

援計画）の確認指導 
点検数 14 件 15 件 18 件 20 件

住宅改修などの点検 点検実施数 3 件 4 件 5 件 6 件

介護支援専門員の支

援 

ケアマネジメントの研

修開催数 
10 回 10 回 10 回 10 回

 

③情報提供・相談体制の充実 

具体事業 成果指標 
現状値 

令和元年度 

実績 

令和３年度 

（2021年度）

目標値 

令和４年度 

（2022年度） 

目標値 

令和５年度 

（2023年度）

目標値 

地域包括支援センタ

ーの情報提供体制の

充実 

相談件数 1,546 件 1,600 件 1,650 件 1,700 件

 

④低所得者対策の推進 

具体事業 成果指標 
現状値 

令和元年度 

実績 

令和３年度 

（2021年度）

目標値 

令和４年度 

（2022年度） 

目標値 

令和５年度 

（2023年度）

目標値 

利用者負担金助成事

業 
負担金の支給者数 306 人 320 人 330 人 340 人

 

⑤介護人材確保の必要性 

具体事業 成果指標 
現状値 

令和元年度 

実績 

令和３年度 

（2021年度）

目標値 

令和４年度 

（2022年度） 

目標値 

令和５年度 

（2023年度）

目標値 

市民向け研修の実施 受講者数 0 人 0 人 20 人 20 人

 

⑥災害・感染症対策の体制整備 

具体事業 成果指標 
現状値 

令和元年度 

実績 

令和３年度 

（2021年度）

目標値 

令和４年度 

（2022年度） 

目標値 

令和５年度 

（2023年度）

目標値 

災害に対する具体的

計画、避難訓練、物資

の備蓄等の指導 
啓発・指導した事業所数 ― 200 件 200 件 200 件

感染症に対する 

啓発・研修・指導 
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第５章  介護保険給付・事業費等の見込み 

 

 

１ 介護保険事業の見込量推計と保険料設定の流れ   
 

第８期介護保険事業計画における介護保険給付・事業費等の見込量及び介護保険料につ

いては、厚生労働省により提供された地域包括ケア「見える化」システムの将来推計機能

を使用して推計しました。 

また、推計にあたっては、県地域保健医療計画における在宅医療の整備目標と整合を図

り、介護施設・在宅医療などの追加的需要を加味するとともに、介護保険サービスが利用

できずやむを得ず離職する介護離職の防止に向けた介護基盤整備の必要性を踏まえて算定

しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 介護保険事業の対象者数の推計 
・・被被保保険険者者数数のの推推計計  

第１号被保険者数（65 歳以上）・第２号被保険者数（40～64 歳）について、令和３（2021）

年度～令和５（2023）年度の推計を行いました。 

・・要要介介護護（（要要支支援援））認認定定者者数数のの推推計計  

被保険者数に対する要介護（要支援）認定者数等（認定率）の動向等を勘案して、将

来の認定率を見込み、令和３（2021）年度～令和５（2023）年度の要介護等認定者数を

推計しました。 

② 介護保険サービス利用量・事業量の見込み 
要介護（要支援）認定者数等の推計、施設・居住系サービスや地域密着型サービスの整備

方針を踏まえるとともに、これまでの給付実績を分析・評価して、介護保険サービス利用

量・事業量を推計しました。 

③ 介護保険事業費の見込み 
予防給付、介護給付の各サービスについて１人あたりのサービス費用を基に総給付費を

算出し、介護予防・日常生活支援総合事業費、包括的支援事業・任意事業費等の見込みを加

え、介護保険事業に係る費用を推計しました。 

④ 第１号被保険者の介護保険料の設定 
介護保険事業費や被保険者数の推計から第１号被保険者の介護保険料を算定しました。 
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２ 介護保険事業の対象者数の推計   

（１）被保険者数の推計 

 介護保険の被保険者総数は令和７（2025）年度までは 48,500 人台で推移しますが、それ

以降は減少に転じる見込みです。 

65 歳以上の第１号被保険者数は今後も増加を続けると予想されます。一方、40～64 歳の

第２号被保険者数は減少が見込まれ、令和 12（2030）年度までは第２号被保険者数が第１

号被保険者数を上回るものの、令和 17（2035）年度以降は両者が逆転して第１号被保険者

数が第２号被保険者数を上回る見込みです。 

被保険者数の推計 

地域包括ケア「見える化」システムをもとに推計 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和12年度 令和17年度 令和22年度
（2020年度） （2021年度） （2022年度） （2023年度） （2025年度） （2030年度） （2035年度） （2040年度）

48,531 48,536 48,543 48,550 48,562 47,685 46,651 45,276

第１号被保険者
（65歳以上）

22,101 22,245 22,390 22,536 22,825 23,282 23,938 24,895

第２号被保険者
（40～64歳）

26,430 26,291 26,153 26,014 25,737 24,403 22,713 20,381

総　　　　　数

0

10,000

20,000

30,000

第１号被保険者
（65歳以上）

第２号被保険者
（40～64歳）

（人）
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（２）要介護（要支援）認定者数の推計

要介護（要支援）認定者数は今後も増加を続ける見込みです。令和２（2020）年度の要

介護（要支援）認定者数（総数）は 3,732 人ですが、第８期計画の終期となる令和５（2023）

年度には 4,017 人に増加する見込みです。

また、令和 22（2040）年度の要介護（要支援）認定者数は 5,304 人と推計します。第１

号被保険者（65 歳以上）が令和２（2020）年度に比較して 12.6％増加するのに対して、要

介護（要支援）認定者数（総数）は 42.1％の増加となる見込みです。この背景には、要介

護認定を受ける割合の高い 85 歳以上の人口の増加があります。要介護度別では、要介護５

が 325 人から 481 人へ 48.0％の増加、要介護４が 552 人から 842 人へ 52.5％の増加、要

介護３が 478 人から 702 人へ 46.9％の増加と、重度の要介護者の増加率が高くなっていま

す。

要介護度別の推計認定者数

地域包括ケア「見える化」システムをもとに推計 

（参考）男性の年齢階層別要介護（要支援）認定率 （参考）女性の年齢階層別要介護（要支援）認定率 

328 337 346 352 371 403 422 425

391 401 411 416 437 484 528 538

1,039 1,065 1,092 1,116 1,169
1,304

1,407 1,448

619 635 650 666
698

764
827 868

478 492 502 516
542

599
657

702

552 567 583 598
626

699

774
842

325 336 343 353
369

406

449
481

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

要介護5

要介護4

要介護3

要介護2

要介護1

要支援2

要支援1

（人）

3,732 3,833 3,927 4,017
4,212

4,659

5,064
5,304

0%

20%

40%

60%

80%

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上

軽度（要支援1・2） 中度（要介護1・2） 重度（要介護3～5）

0%

20%

40%

60%

80%

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上

軽度（要支援1・2） 中度（要介護1・2） 重度（要介護3～5）

令和２
(2020)年

令和３
(2021)年

令和４
(2022)年

令和５
(2023)年

令和７
(2025)年

令和12
(2030)年

令和17
(2035)年

令和22
(2040)年
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要介護（要支援）認定者数の内訳 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和12年度 令和17年度 令和22年度
（2020年度） （2021年度） （2022年度） （2023年度） （2025年度） （2030年度） （2035年度） （2040年度）

3,732 3,833 3,927 4,017 4,212 4,659 5,064 5,304

要支援1 328 337 346 352 371 403 422 425

要支援2 391 401 411 416 437 484 528 538

要介護1 1,039 1,065 1,092 1,116 1,169 1,304 1,407 1,448

要介護2 619 635 650 666 698 764 827 868

要介護3 478 492 502 516 542 599 657 702

要介護4 552 567 583 598 626 699 774 842

要介護5 325 336 343 353 369 406 449 481

3,605 3,706 3,800 3,890 4,087 4,541 4,957 5,205

要支援1 321 330 339 345 364 396 416 419

要支援2 379 389 399 404 425 473 518 529

要介護1 1,006 1,032 1,059 1,083 1,137 1,274 1,379 1,422

要介護2 585 601 616 632 665 733 798 841

要介護3 461 475 485 499 525 583 643 689

要介護4 536 551 567 582 610 684 760 830

要介護5 317 328 335 345 361 398 443 475

127 127 127 127 125 118 107 99

要支援1 7 7 7 7 7 7 6 6

要支援2 12 12 12 12 12 11 10 9

要介護1 33 33 33 33 32 30 28 26

要介護2 34 34 34 34 33 31 29 27

要介護3 17 17 17 17 17 16 14 13

要介護4 16 16 16 16 16 15 14 12

要介護5 8 8 8 8 8 8 6 6

総　　　　数

うち第１号被保険者

うち第２号被保険者
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３ 介護保険サービス利用量・事業量の見込み   
 

在宅サービスの充実を図る観点から、地域間の移動や、地域特性等を踏まえて、必要な

サービス量の見込みを定めることが重要です。厚生労働省により提供された地域包括ケア

「見える化」システムを利用して、要介護（要支援）認定者数や介護保険給付の実績から

第８期計画期間の介護保険サービスの見込量を推計しました。 

 

（１）介護予防給付 

介護予防給付の実績と推計は下表のとおりです。なお、介護予防訪問介護及び介護予防

通所介護は、介護保険制度の改正により、本市では平成 28（2016）年３月から、介護予防・

日常生活支援総合事業（地域支援事業）に移行しています。 

 

【介護予防給付の実績と推計（1 か月あたり）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※回（日）数は１月あたりの数、人数は１月あたりの利用者数。

平成30年度
(2018年度)

令和元年度
(2019年度)

令和２年度
(2020年度)

令和３年度
(2021年度)

令和４年度
(2022年度)

令和５年度
(2023年度)

（（１１））介介護護予予防防ササーービビスス

介護予防訪問入浴介護

回数（回） 0 0 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 0

介護予防訪問看護

回数（回） 112 150 155 155 155 172 172 204

人数（人） 13 16 19 19 19 21 21 25

介護予防訪問リハビリテーション

回数（回） 3 2 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 0

介護予防居宅療養管理指導

人数（人） 6 6 9 9 9 10 10 12

介護予防通所リハビリテーション

人数（人） 40 43 29 30 30 31 33 40

介護予防短期入所生活介護

日数（日） 37 32 37 37 37 37 37 47

人数（人） 5 4 4 4 4 4 4 5

介護予防短期入所療養介護

日数（日） 0 1 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 0

介護予防福祉用具貸与

人数（人） 160 192 203 209 214 217 227 274

第７期 第８期

項目 単位
令和７年度
(2025年度)

令和22年度
(2040年度)
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（２）介護給付 

介護給付の実績と推計は下表のとおりです。なお、介護保険制度の改正により、平成 28

（2016）年４月から、利用定員 18 人以下の通所介護事業所は地域密着型サービスに移行し

ています。 

 

【介護給付の実績と推計（1 か月あたり）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※回（日）数は１月あたりの数、人数は１月あたりの利用者数。

平成30年度
(2018年度)

令和元年度
(2019年度)

令和２年度
(2020年度)

令和３年度
(2021年度)

令和４年度
(2022年度)

令和５年度
(2023年度)

（（１１））介介護護予予防防ササーービビスス　　（（続続きき））

特定介護予防福祉用具購入費

人数（人） 5 4 5 5 5 5 5 7

介護予防住宅改修

人数（人） 6 5 4 4 4 4 4 6

介護予防特定施設入居者生活介護

人数（人） 5 6 11 11 12 12 14 15

（（２２））地地域域密密着着型型介介護護予予防防ササーービビスス

介護予防認知症対応型通所介護

回数（回） 1 7 32 30 30 30 30 45

人数（人） 0 1 2 2 2 2 2 3

介護予防小規模多機能型居宅介護

人数（人） 3 2 1 1 1 2 2 2

介護予防認知症対応型共同生活介護

人数（人） 1 1 2 2 2 2 2 3

（（３３））介介護護予予防防支支援援

人数（人） 204 236 238 244 250 254 266 321

令和22年度
(2040年度)

項目 単位

第７期 第８期
令和７年度
(2025年度)

※回（日）数は１月あたりの数、人数は１月あたりの利用者数。

平成30年度
(2018年度)

令和元年度
(2019年度)

令和２年度
(2020年度)

令和３年度
(2021年度)

令和４年度
(2022年度)

令和５年度
(2023年度)

（（１１））居居宅宅ササーービビスス

訪問介護

回数（回） 7,613 7,969 7,023 7,198 7,408 7,674 7,759 10,068

人数（人） 440 433 406 416 427 441 452 577

訪問入浴介護

回数（回） 120 108 149 154 159 164 162 213

人数（人） 23 24 32 33 34 35 35 46

令和７年度
(2025年度)

令和22年度
(2040年度)

第７期 第８期

項目 単位
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※回（日）数は１月あたりの数、人数は１月あたりの利用者数。

平成30年度
(2018年度)

令和元年度
(2019年度)

令和２年度
(2020年度)

令和３年度
(2021年度)

令和４年度
(2022年度)

令和５年度
(2023年度)

（（１１））居居宅宅ササーービビスス　　（（続続きき））

訪問看護

回数（回） 1,299 1,353 1,762 1,823 1,871 1,931 1,924 2,541

人数（人） 118 132 152 157 161 166 167 219

訪問リハビリテーション

回数（回） 502 600 730 742 766 799 801 1,058

人数（人） 45 54 62 63 65 68 68 90

居宅療養管理指導

人数（人） 201 234 251 257 265 274 276 361

通所介護

回数（回） 11,660 12,103 11,843 12,129 12,483 12,851 13,154 16,924

人数（人） 868 902 870 891 916 942 969 1,238

通所リハビリテーション

回数（回） 1,543 1,587 1,556 1,582 1,632 1,691 1,725 2,212

人数（人） 195 199 185 188 194 201 205 263

短期入所生活介護

日数（日） 2,476 2,472 2,318 2,394 2,474 2,525 2,558 3,386

人数（人） 181 173 150 155 160 163 166 218

短期入所療養介護（老健）

日数（日） 112 121 95 95 95 95 103 139

人数（人） 14 15 11 11 11 11 12 16

短期入所療養介護（病院・介護医療院等）

日数（日） 0 0 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 0

福祉用具貸与

人数（人） 931 983 1,036 1,061 1,092 1,125 1,151 1,479

特定福祉用具購入費

人数（人） 20 20 22 22 22 24 23 31

住宅改修費

人数（人） 14 14 12 12 12 13 13 17

特定施設入居者生活介護

人数（人） 37 44 49 49 52 56 57 71

第７期 第８期
令和７年度
(2025年度)

令和22年度
(2040年度)

項目 単位
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※回（日）数は１月あたりの数、人数は１月あたりの利用者数。

※（ ）は必要利用定員総数。

平成30年度
(2018年度)

令和元年度
(2019年度)

令和２年度
(2020年度)

令和３年度
(2021年度)

令和４年度
(2022年度)

令和５年度
(2023年度)

（２）地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

人数（人） 23 27 32 32 33 38 39 45

夜間対応型訪問介護

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 0

地域密着型通所介護

回数（回） 2,420 2,094 1,887 1,935 1,971 2,038 2,098 2,673

人数（人） 274 226 203 208 212 219 226 287

認知症対応型通所介護

回数（回） 242 260 278 278 278 303 303 393

人数（人） 20 21 25 25 25 27 27 35

小規模多機能型居宅介護

人数（人） 40 51 60 61 64 74 75 86

認知症対応型共同生活介護

158 161 162
(171) (171) (171)

地域密着型特定施設入居者生活介護

27 28 28
(29) (29) (29)

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

58 58 58
(58) (58) (87)

看護小規模多機能型居宅介護

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 0

（３）施設サービス

介護老人福祉施設

人数（人） 334 353 367 374 380 387 414 542

介護老人保健施設

人数（人） 193 199 205 205 205 205 232 300

介護医療院

人数（人） 1 1 0 8 8 8 29 35

介護療養型医療施設

人数（人） 12 12 14 14 14 14

（４）居宅介護支援

人数（人） 1,635 1,634 1,646 1,686 1,733 1,784 1,834 2,343

人数（人）

人数（人） 143 147 144

人数（人） 28

58 57 58

28 27

164

令和22年度
(2040年度)

項目 単位

第７期 第８期
令和７年度
(2025年度)

209

31 39

85 86
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４ 介護保険事業費の見込み   
 

第８期計画期間における各介護保険サービスにおける利用者数の見込みを踏まえ、給付

費を推計しました。 

 

（１）介護予防給付費 

第８期計画における介護予防給付費の見込みは下表のとおりです。参考として、令和７

（2025）年度と令和 22（2040）年度の介護給付費の見込みも記載しています。 

 

【介護予防・地域密着型介護予防サービス給付費の見込み】 

（単位:千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度
(2021年度)

令和４年度
(2022年度)

令和５年度
(2023年度)

（（１１））介介護護予予防防ササーービビスス 53,770 55,204 56,514 59,953 72,422

介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 0

介護予防訪問看護 6,664 6,667 7,352 7,352 8,786

介護予防訪問リハビリテーション 0 0 0 0 0

介護予防居宅療養管理指導 1,490 1,491 1,647 1,647 2,002

介護予防通所リハビリテーション 13,789 13,797 14,083 15,090 18,396

介護予防短期入所生活介護 2,945 2,947 2,947 2,947 3,684

介護予防短期入所療養介護 0 0 0 0 0

介護予防福祉用具貸与 12,783 13,085 13,268 13,880 16,786

特定介護予防福祉用具購入費 1,233 1,233 1,233 1,233 1,725

介護予防住宅改修 5,063 5,063 5,063 5,063 7,594

介護予防特定施設入居者生活介護 9,803 10,921 10,921 12,741 13,449

（（２２））地地域域密密着着型型介介護護予予防防ササーービビスス 7,403 7,407 8,445 8,445 11,630

介護予防認知症対応型通所介護 1,217 1,218 1,218 1,218 1,827

介護予防小規模多機能型居宅介護 1,038 1,038 2,076 2,076 2,076

介護予防認知症対応型共同生活介護 5,148 5,151 5,151 5,151 7,727

（（３３））介介護護予予防防支支援援 12,969 13,296 13,509 14,147 17,070

74,142 75,907 78,468 82,545 101,122

区分

第８期
令和７年度
(2025年度)

令和22年度
(2040年度)

予予防防給給付付費費計計
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（２）介護給付費

第８期計画における介護給付費の見込みは下表のとおりです。参考として、令和７（2025）

年度と令和 22（2040）年度の介護給付費の見込みも記載しています。

【居宅介護・地域密着型介護・施設介護サービス給付費の見込み】

（単位:千円）

令和３年度
(2021年度)

令和４年度
(2022年度)

令和５年度
(2023年度)

（１）居宅サービス 2,146,195 2,214,937 2,290,557 2,322,390 3,018,094

訪問介護 228,971 235,858 244,392 246,693 320,679
訪問入浴介護 22,789 23,512 24,221 23,974 31,525
訪問看護 90,001 92,409 95,402 95,046 125,586
訪問リハビリテーション 25,362 26,160 27,317 27,390 36,186
居宅療養管理指導 34,057 35,139 36,339 36,601 47,896
通所介護 1,068,090 1,101,332 1,134,818 1,154,976 1,496,340
通所リハビリテーション 150,783 155,905 161,726 163,958 211,735
短期入所生活介護 230,214 238,028 243,289 245,528 326,187
短期入所療養介護（老健） 13,627 13,634 13,634 14,808 19,862
短期入所療養介護（病院・介護医療院等） 0 0 0 0 0
福祉用具貸与 154,194 158,976 164,049 166,422 216,206
特定福祉用具購入費 6,080 6,080 6,596 6,331 8,642
住宅改修費 13,595 13,595 14,660 14,660 19,135
特定施設入居者生活介護 108,432 114,309 124,114 126,003 158,115

（２）地域密着型サービス 1,117,120 1,140,317 1,182,555 1,290,605 1,551,586

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 53,426 54,375 62,442 61,703 76,319
夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0
地域密着型通所介護 162,845 165,586 171,469 175,443 225,755
認知症対応型通所介護 34,469 34,488 37,379 37,379 48,807
小規模多機能型居宅介護 143,277 151,560 174,141 175,679 204,032
認知症対応型共同生活介護 468,722 477,707 480,523 486,432 620,655
地域密着型特定施設入居者生活介護 58,636 60,747 60,747 67,203 84,884
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 195,745 195,854 195,854 286,766 291,134
看護小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0

（３）施設サービス 1,837,630 1,855,637 1,876,232 1,975,805 2,577,824

介護老人福祉施設 1,088,800 1,106,391 1,126,986 1,207,770 1,583,347
介護老人保健施設 677,851 678,228 678,228 768,035 994,477
介護医療院 0 0 0 0 0
介護療養型医療施設 70,979 71,018 71,018

（４）居宅介護支援 273,862 281,817 290,337 297,495 381,766

5,374,807 5,492,708 5,639,681 5,886,295 7,529,270

令和22年度
(2040年度)

区分

介護給付費計

第８期
令和７年度
(2025年度)
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2,487 2,565 2,651 2,694
3,489 

1,124 1,148 1,191 1,299

1,563 
1,838 1,856 1,876 1,976

2,578 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

令和３年度

(2021年度)

令和４年度

(2022年度)

令和５年度

(2023年度)

令和７年度

(2025年度)

令和22年度

(2040年度)

居宅サービス 地域密着型サービス 施設サービス

(百万円)

5,449 5,569 5,718
5,969

7,630

（３）総給付費の見込み 

介護予防給付費と介護給付費を合わせた総給付費の見込みは下表のとおりです。 

 第８期計画の終期となる令和５（2023）年度のサービス別の構成は、居宅サービスが

46.4％で最も多く、施設サービスが 32.8％、地域密着サービスが 20.8％となっています。

【総給付費の見込み】 

（単位:千円）

総給付費のサービス別の構成 

（４）地域支援事業費の見込み 

地域支援事業は、被保険者が要介護状態又は要支援状態となることを予防し、社会に参

加しつつ、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的と

しています。地域支援事業には、要支援者等を対象とした介護予防・日常生活支援総合事

業（以下、総合事業と言う。）、地域における包括的・継続的なマネジメント機能としての

包括的支援事業、市町村の判断により実施する任意事業があり、更に、重層的支援体制整

備事業※の実施も勘案したサービス全体の見込み量を策定します。 

総合事業の事業者・団体数、利用者数の把握に努め、市の判断により希望する要介護者

が総合事業の対象となり得ることにも留意して事業費を見込みます。 

令和３年度
(2021年度)

令和４年度
(2022年度)

令和５年度
(2023年度)

5,448,949 5,568,615 5,718,149 5,968,840 7,630,392

第８期
令和７年度
(2025年度)

令和22年度
(2040年度)

総給付費（介護予防給付費＋介護給付費）
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【地域支援事業費の見込み】 

（単位:千円） 

【包括的支援事業費の内訳】 

（単位:千円） 

※重層的支援体制整備事業 

相談者の属性、世代、相談内容に関わらず、包括的相談支援事業において包括的に相談を受け止

め、複雑化・複合化した事例については多機関協働事業につなぎ、各支援機関が円滑な連携のもと

で支援します。長期にわたりひきこもりの状態にある人など、自ら支援につながることが難しい人

の場合、アウトリーチ（訪問支援）等を通じた継続的支援事業により本人との関係性の構築に向け

て支援します。また、社会との関係性が希薄化し、参加に向けた支援が必要な人には、参加支援事

業を利用して本人のニーズと地域資源の間を調整します。この他、地域づくり事業を通じて住民同

士のケアや支え合いの関係性を育むなど、地域における社会的孤立の発生や深刻化を防止します。

重層的支援体制整備事業は、これらの事業を相互に重ね合わせながら、本人に寄り添い、伴走す

る支援体制を構築するものです。 

令和３年度
(2020年度)

令和４年度
(2021年度)

令和５年度
(2022年度)

介護予防・日常生活支援総合事業費 121,613 124,507 127,707 124,768 120,202

包括的支援事業費 122,830 130,470 130,470 132,088 140,594

任意事業費 7,738 7,738 7,738 7,992 8,716

地域支援事業費計 252,181 262,715 265,915 264,848 269,512

第８期
令和７年度
(2025年度)

令和22年度
(2040年度)

令和３年度
(2020年度)

令和４年度
(2021年度)

令和５年度
(2022年度)

地域包括支援センターの運営 91,624 92,171 92,171 93,789 102,295

在宅医療・介護連携推進事業 3,873 3,873 3,873 3,873 3,873

生活支援体制整備事業 22,763 25,932 25,932 25,932 25,932

認知症初期集中支援推進事業 419 419 419 419 419

認知症地域支援・ケア向上事業 3,258 3,258 3,258 3,258 3,258

認知症サポーター活動促進・地域づくり
推進事業

0 3,924 3,924 3,924 3,924

地域ケア会議推進事業 893 893 893 893 893

包括的支援事業費計 122,830 130,470 130,470 132,088 140,594

第８期
令和７年度
(2025年度)

令和22年度
(2040年度)
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（５）介護保険事業費の見込み

標準給付費とは、総給付費に特定施設入所者介護サービス費等給付額、高額介護サービ

ス費等給付額、高額医療合算介護サービス費等給付額、算定対象審査支払手数料を加えた

ものです。

標準給付費と地域支援事業費を合わせた介護保険事業費は下表のとおりです。

【介護保険事業費の見込み】

（単位:千円）

令和３年度
(2021年度)

令和４年度
(2022年度)

令和５年度
(2023年度)

標準給付費 5,750,377 5,862,323 6,019,355 6,283,810 8,028,361

総給付費（一定以上所得者負
担の調整後）

5,448,949 5,568,615 5,718,149 5,968,840 7,630,392

特定入所者介護サービス費等
給付額

176,230 166,864 171,128 178,945 226,099

高額介護サービス費等給付額 107,225 108,444 111,209 116,293 146,938

高額医療合算介護サービス費
等給付額

14,750 15,100 15,485 16,193 20,461

算定対象審査支払手数料 3,223 3,300 3,384 3,539 4,471

地域支援事業費 252,181 262,715 265,915 264,848 269,512

介護保険事業費 6,002,558 6,125,038 6,285,270 6,548,658 8,297,873

区　分

第８期
令和７年度
(2025年度)

令和22年度
(2040年度)
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５ 第１号被保険者の介護保険料の設定   

【介護保険の財源構成】 

居宅サービス給付費 施設サービス給付費 

【地域支援事業の財源構成】 

介護予防・日常生活支援総合事業 包括的支援事業・任意事業 

国

（調整交付金）

5.0%

国

20.0%

県

12.5%

市

12.5%

第２号

被保険者

27.0%

第１号

被保険者

23.0%

国

（調整交付金）

5.0%

国

15.0%

県

17.5%

市

12.5%

第２号

被保険者

27.0%

第１号

被保険者

23.0%

国

38.5%

県

19.25%

市

19.25%

第１号

被保険者

23.0%

国

（調整交付金）

5.0%

国

20.0%

県

12.5%

市

12.5%

第２号

被保険者

27.0%

第１号

被保険者

23.0%

（１）介護保険の財源内訳

介護保険給付費は、50％を公費（国、県、市）、50％を保険料で負担します。第８期計画

期間においては、第１号被保険者（65 歳以上の方）の負担割合は、23％になります。

地域支援事業の包括的支援事業・任意事業については、第２号被保険者（40〜60歳）の

負担がなく、77％を公費、23％を第１号被保険者の保険料による財源で構成されます。
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（２）所得段階別の人数 

本市では、被保険者の負担能力に応じた、きめ細かい保険料段階とするため、13 段階に

分けて保険料段階を設定します。 

所得段階別に推計した被保険者数は下表のとおりです。 

【所得段階別第１号被保険者数の推計】 

※所得段階別加入割合補正後被保険者数とは、所得段階により保険料が異なるため、所得段階別加入人数を、

各所得段階別の保険料率で補正した人数。 

令和３年度

(2021年度)

令和４年度

(2022年度)

令和５年度

(2023年度)
合計

・老齢福祉年金受給者

・合計所得金額と課税年金収入
額の合計が 80 万円以下の人

第２段階

合計所得金額と課税年金収入額

の合計が 80 万円超 120 万円
以下の人

7.3%

第３段階
合計所得金額と課税年金収入額
の合計が 120 万円超の人

6.1%

第４段階
合計所得金額と課税年金収入額
の合計が 80 万円以下の人

13.7%

第５段階

(基準段階)

合計所得金額と課税年金収入額
の合計が 80 万円超の人

14.4%

第６段階
合計所得金額が 120 万円未満

の人
17.2%

第７段階
合計所得金額が 120 万円以上
210 万円未満の人

13.6%

第８段階
合計所得金額が 210 万円以上
320 万円未満の人

6.0%

第９段階
合計所得金額が 320 万円以上
400 万円未満の人

1.8%

第10段階
合計所得金額が 400 万円以上

500 万円未満の人
1.2%

第11段階
合計所得金額が 500 万円以上
600 万円未満の人

0.5%

第12段階
合計所得金額が 600 万円以上
800 万円未満の人

0.6%

第13段階
合計所得金額が 800 万円以上
の人

1.1%

1,627 1,638 1,648 4,913

1,348 1,357 1,366 4,071

3,051 3,071 3,091 9,213

3,208 3,228 3,250 9,686

3,831 3,856 3,881 11,568

3,028 3,047 3,067 9,142

1,326 1,335 1,344 4,005

405 408 411 1224

256 258 260 774

118 118 119 355

137 138 138 413

241 243 244 728

22,245 22,390 22,536 67,171

22,580 22,727 22,875 68,183

被保険者数の推計（人）

3,669 3,693 3,717 11,079

合 計

所得段階別加入割合補正後被保険者数

生活保護受給者

所得段階 対象者 構成比

16.5%第１段階

市民税非

課税世帯

市民税課
税世帯で
本人非課
税

市民税本
人課税
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項目 計算式

 ① 標準給付費見込額 17,632,056,023 円

 ② 地域支援事業費見込額 780,810,782 円

 ③ ②のうち介護予防・日常生活支援総合事業

    費見込額
373,826,782 円

 ④ 第１号被保険者負担相当額  （①＋②）×23％ 4,234,959,365 円

 ⑤ 調整交付金相当額  （①＋③）×5％ 900,294,140 円

 ⑥ 調整交付金見込額 581,985,000 円

 ⑦ 財政安定化基金償還金 0 円

 ⑧ 介護保険給付準備基金取崩額 362,500,000 円

 ⑨ 保険料収納必要額  ④＋⑤－⑥＋⑦－⑧ 4,190,768,505 円

 ⑩ 保険料予定収納率 98.5 ％

 ⑪ 保険料賦課総額  ⑨÷⑩ 4,254,587,315 円

 ⑫ 所得段階別加入割合補正後の被保険者数

 各所得段階別見込み人数

 ×各所得段階別の基準額に

 対する割合

68,183 人

 ⑬ 保険料基準額・月額  ⑪÷⑫÷12 月 5,200 円

金額

（３）第１号被保険者保険料

令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の介護保険の運営に必要な費用（３年間分）

や保険料段階別の被保険者数の推計から算出した第１号被保険者の保険料基準額（月額）

は下表のとおりです。

なお、第８期からの調整交付金の算定にあたっては、介護給付の適正化事業の取組状況

が勘案されます。

この結果、本市における第１号被保険者保険料基準額（月額）は ５，２００円 とします。

※上記項目の説明

① 第８期計画期間中（３年間）の標準給付費の見込み（調整交付金対象）

② 第８期計画期間中（３年間）の地域支援事業費の見込み

③ ②のうち介護予防・日常生活支援総合事業費の見込み（調整交付金対象）

④ ①標準給付費と②地域支援事業費を足した額に第１号被保険者の負担割合（23％）を乗じて第１号被保

険者負担分相当額を算出

⑤ 調整交付金相当額（5％）を対象事業費から算出

⑥ 実際に交付が見込まれる調整交付金額

⑦ 財政安定化基金から借り入れを行っている場合の償還金額

⑧ 介護保険給付準備基金から 362,500千円を取り崩し、保険料の上昇を緩和

⑨ 介護保険料として収納しなければならない額を算出

⑩ 介護保険料収納率の見込み

⑪ 介護保険料収納必要額と予定収納率から保険料賦課総額を算出

⑫ 第１号被保険者の所得段階別の見込み人数から所得段階別の加入割合を勘案して被保険者数を補正

⑬ 保険料賦課総額を所得段階別加入割合補正後の被保険者数で除したものを、12 月で除し保険料基準額

（月額）を算出
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（４）第１号被保険者の保険料の段階 

13 段階に細分化した保険料基準額を基に、所得段階別の介護保険料を算定すると、以下

のとおりになります。 

 

【所得段階別第１号被保険者介護保険料の見込み】 
 

所得段階 対象者 負担割合 保険料（年額）

第１段階 

生活保護受給者 

基準額 

×0.50 
31,200 円 

市民税非課 

税世帯 

･老齢福祉年金受給者 

･合計所得金額と課税年金収入額の合計が80万円

以下の人 

第２段階 
合計所得金額と課税年金収入額の合計が80万円

超120万円以下の人 

基準額 

×0.75 
46,800 円 

第３段階 
合計所得金額と課税年金収入額の合計が120万

円超の人 

基準額 

×0.75 
46,800 円 

第４段階 市民税課税 

世帯で本人 

非課税 

合計所得金額と課税年金収入額の合計が80万円

以下の人 

基準額 

×0.90 
56,160 円 

第５段階 

（基準段階） 

合計所得金額と課税年金収入額の合計が80万円

超の人 

基準額 

×1.00 

62,400 円 

(月額 5,200 円)

第６段階 

市民税本人 

課税 

合計所得金額が120万円未満の人 
基準額 

×1.20 
74,880 円 

第７段階 合計所得金額が120万円以上210万円未満の人 
基準額 

×1.30 
81,120 円 

第８段階 合計所得金額が210万円以上320万円未満の人 
基準額 

×1.50 
93,600 円 

第９段階 合計所得金額が320万円以上400万円未満の人 
基準額 

×1.60 
99,840 円 

第１０段階 合計所得金額が400万円以上500万円未満の人 
基準額 

×1.70 
106,080 円 

第１１段階 合計所得金額が500万円以上600万円未満の人 
基準額 

×1.80 
112,320 円 

第１２段階 合計所得金額が600万円以上800万円未満の人 
基準額 

×1.90 
118,560 円 

第１３段階 合計所得金額が800万円以上の人 
基準額 

×2.00 
124,800 円 

 

※第 1 号被保険者のうち、市民税が非課税である第１段階から第３段階に該当する者については、本庄市介護

保険条例の規定に基づき保険料の軽減が図られます。 
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（５）第１号被保険者の保険料の推移と見通し 

 第８期の第１号被保険者の保険料基準額（月額）は 5,200 円で、第７期（平成 30 年度～

令和２年度）に比較して月額 100 円の上昇となりました。 

 第８期と同様の方法で令和７（2025）年度と令和 22（2040）年度の第１号被保険者の保

険料基準額（月額）を推計したところ、令和７（2025）年度が 6,064 円、令和 22（2040）

年度が 7,742 円と大きく上昇する見込みです。今後は介護予防に向けた取組を更に強化し、

引き続き介護給付の適正化に努める必要があります。 

 

 

第１号被保険者の保険料基準額（月額）の推移と見通し 
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（円）
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第６章    計画の推進体制 

 

 

１ 総合的な高齢者福祉施策を推進するための体制づくり   

 

（１）介護保険運営協議会の充実 

本市では、介護保険事業の運営に関する課題に適切に対応するため、有識者、保健医療

関係者、福祉関係者、被保険者、費用負担関係者で構成される「本庄市介護保険運営協議

会」を設置しています。 

計画の実施及び進捗状況の点検、評価を行うなど、介護保険事業運営の推進に向けて、

介護保険運営協議会の充実を図ります。 

 

（２）関係機関相互の連携強化 

保健・医療・福祉分野における関係者などで構成される「地域ケア会議」を各日常生活

圏域に設置された地域包括支援センターごとに定期的に開催し、実務レベルでの事業の調

整や情報交換、意見交換を活発化することにより情報の共有を図ります。 

また、「本庄市地域包括支援センター運営協議会」など、関連する多様な組織間の連携を

強化し、地域包括ケアシステムの推進に向け、高齢者や家族のニーズに即した総合的かつ

効果的な高齢者施策の展開が図れるよう体制の強化に努めます。 

 

（３）人材の育成 

地域における保健福祉サービスの充実のために、必要なサービス従事者の人材の確保・

定着・育成に向けた取組の推進を図るとともに、国や県などの関係機関とも連携し、研修

機会の充実に努めます。 

また、地域福祉の推進に不可欠なボランティアや住民組織などについて、支援体制を強

化するとともに、市の保健福祉サービスと連携した活動の実施に向けて、研修や指導に取

り組みます。 

 

（４）医療･介護の連携と医療サービスの充実 

在宅介護の充実をはじめとする施策の推進に向けて、医療と介護・福祉分野の連携を深

めるための機会の充実を図ります。 

本庄市児玉郡医師会や本庄市児玉郡歯科医師会などとの連携を強化するとともに、本庄

市児玉郡在宅医療・介護連携推進協議会において、在宅医療を推進するための協議を行い、

市民に必要な医療体制の確保や多職種による連携体制の整備、医療系の介護給付サービス

の充実に努めていきます。 

また、高齢者が気軽に相談し、自身の健康状態などを的確に把握できるよう、かかりつ

け医を持つことを推進していきます。 
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（５）ＰＤＣＡサイクルに沿った進捗管理

本計画の推進にあたっては、様々なデータを活用して成果の見える化を図り、保険者機

能強化推進交付金の評価指標等も活用して、PDCA サイクルに沿った進捗管理を実施します。

また、成功事例やノウハウ等の情報を集めて関係者間で共有し、予防、医療、生活支援、

住まい、介護、地域活動等、様々な場面で積極的に取り入れていくことで、本計画の基本

方針である地域包括ケアシステムの更なる深化と地域共生社会の実現を推進していきます。

２ 計画を推進するための役割分担

高齢者の健康・生きがいづくり、介助や見守り、そして高齢者を支える家族介護者への

支援など、地域で暮らす高齢者を切れ目なく支える体制を構築するためには、行政におけ

る保健福祉サービスの充実とともに、高齢者本人をはじめ、家庭・地域社会、サービス事

業者、関係機関・団体、企業、行政などがそれぞれの役割を担いつつ、連携して取り組む

ことが重要です。

本市の人材や施設といった地域資源を活かして、地域住民や組織がそれぞれ主体的に健

康づくりや福祉に関わり、それぞれの役割分担のもと支え合いや助け合いによる地域包括

ケア体制を推進します。

（１）高齢者本人

・運動・食事・休養・心の安定・定期的な健康診断の受診など、若い頃から健康へ意識

を向け、「自分の健康は自分でつくり、守る」という認識のもと、自ら健康づくりや介

護予防に積極的に取り組む。

・地域での活動に積極的に参加し、地域における助け合いの推進に参画する。

・保健・医療・福祉サービス及び介護保険制度についての理解を深め、必要な時に的確

に利用できるよう努める。

（２）家庭･地域社会

・高齢者や障害のある人に対して、思いやりの心を育む家庭教育に努めるとともに、高

齢者などが生きがいを持ち、地域社会の一員となって生活できるよう支援する。

・防犯・防災対策、高齢者の閉じこもりや孤立の防止など、地域で見守りや支え合いの

体制を築き、安全・安心な地域社会づくりを促進する。

・地域行事の充実、グループ活動の育成やあいさつ運動など、世代間交流の活発化に努

める。

（３）サービス事業者

・利用者の人権や主体性、家族介護者などを尊重した良質なサービス提供に努める。

・スタッフの知識・技能の向上を図る研修などを行い、サービスの質の向上に努める。

・高齢者や障害のある人など、誰もが安全かつ快適に利用できる施設整備に努める。
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（４）関係機関･団体 

・老人クラブなどは、ボランティア活動や地域での助け合いに主体的に参加するととも

に、交流活動や地域活動の推進、健康づくりや介護予防を踏まえた活動に努める。 

・民生委員は、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、市と家庭、援護など

を必要とする高齢者などとの調整役として努める。 

・地域包括支援センター、本庄市社会福祉協議会など、高齢者やその家族などと接する

機関は、相談体制や情報提供、コーディネート機能の強化に努める。 

・地域包括支援センターは生活支援コーディネーターとの連携により、日常生活圏域ご

とに、住民主体によるサービスの充実に努める。 

・本庄市社会福祉協議会は、ボランティア活動の啓発・支援に努めるとともに、地域福

祉活動の中心的役割を担い、地域に密着したきめ細かな活動を推進する。 

・高齢者の支援や生きがい活動などに関わる NPO は、必要に応じて他の NPO などとの連

携を深め、効果的な地域活動を推進する。 

・本庄市シルバー人材センターは、行政及び企業などとの連携のもと、高齢者の就労機

会の拡大を図るとともに、援護を必要とする高齢者などの多様なニーズに対し、家事

援助をはじめ機動的な対応に努める。 

 

（５）企業 

・介護休暇制度や家庭介護を支援する制度、ボランティア休暇制度などの導入により、

従業員の介護負担の軽減や保健福祉分野での活動を支援するよう努める。 

・職種拡大や条件緩和、雇用継続、再就職促進などによる高齢者の雇用促進に努める。 

・福祉活動への参加や保有施設の開放など、地域の一員として企業ぐるみで地域活動に

積極的に取り組み、地域社会との交流に努める。 

・家族を介護しながらも就労が継続できる職場環境づくりや家族介護者への配慮に努め

る。 

 

（６）行政 

・市民ニーズに沿った保健・医療・福祉・介護施策の充実をはじめ、生きがい・就労・

生涯学習・住宅・生活環境など、高齢者を支える施策を総合的に推進する。 

・計画の目標を達成するために施設や人材などの基盤整備を推進するとともに、関係機

関との連携や従事者の資質向上に努める。 

・保健福祉サービスの周知を図り、利用意識の啓発に努める。 

・ボランティア活動や市民による地域福祉活動を積極的に支援する。 

・介護保険サービス事業者への指導・助言や事業の評価・検証、介護従事者などへの研

修を通じて、職場環境と介護保険サービスの質の向上を促進する。 

・介護保険事業の円滑・適正な運営に努める。 

・行政計画の策定や推進・評価にあたっては、各種協議会の検討などを通じ、市民の参

画・協働の機会の拡充を図る。 
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令和２
(2020)年

令和７
(2025)年

令和12
(2030)年

令和17
(2035)年

令和22
(2040)年

資料編 

１ 中長期的な高齢者の状況の推計 

（１）人口・高齢化率 

本市の人口は、令和２（2020）年の 77,958 人から、令和 22（2040）年には 65,356 人に

減少すると見込まれます。この間、65 歳以上の高齢者人口は 22,278 人から 26,117 人へと

増加しますが、０～14 歳の年少人口は 9,044 人から 5,942 人へ、15～64 歳の生産年齢人

口は 46,636 人から 33,297 人へと大幅に減少し、高齢化率は 28.6％から 40.0％に上昇す

る見込みです。 

 令和７（2025）年と令和 22（2040）年の人口ピラミッドを比較すると、64 歳以下は各年

齢階層とも減少しており、50～54 歳にあったピークが 65～69 歳に移動して最も多くなる

とともに、85 歳以上の年齢層でも増加が見られます。 

人口と高齢化率の推計 

資料：「日本の地域別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所） 

令和２年は９月１日現在 
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本庄市の令和７（2025）年と令和 22（2040）年の人口ピラミッド（推計） 

資料：「日本の地域別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所） 
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令和７
(2025)年

令和12
(2030)年

令和17
(2035)年

令和22
(2040)年

（２）高齢者人口 

増加が見込まれる高齢者人口を年齢階層別に見ると、85 歳以上は令和２（2020）年の

3,364 人から令和 22（2040）年には 6,389 人に増加する見込みです。 

65～74 歳は令和 12（2030）年まで減少した後に増加に転じ、75～84 歳は令和 12（2030）

年まで増加を続けた後に減少に転じる見込みです。 

 このような状況から、高齢者全体に占める 75 歳以上の割合は令和 12（2030）年の 59.4％

をピークに低下するものの、85 歳以上の割合は上昇を続け、令和２（2020）年の 15.1％か

ら令和 22（2040）年には 24.5％となる見込みです。 

高齢者人口の推計 

資料：「日本の地域別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所） 

令和２年は９月１日現在 
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（３）認知症患者数 

「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」に基づいて推計した認知

症患者数は、令和２（2020）年の 3,711 人から、令和 22（2040）年には 5,289 人に増加す

ると見込まれます。 

推定認知症患者数 

病型別では全体の約７割をアルツハイマー病が占めています。アルツハイマー型認知症

患者数は、令和２（2020）年の 2,510 人から、令和 22（2040）年には 3,672 人に増加する

と見込まれます。 

病型別にみた推定認知症患者数 

「日本の地域別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所）をもとに推計

「日本の地域別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所）をもとに推計
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ＡＤＬ（日常生活動作）レベル別では、令和２（2020）年には中程度以上が 2,150 人で

あるのに対して、令和 22（2040）年には 3,261 人に増加すると見込まれます。 

 

 

ＡＤＬレベル別にみた推定認知症患者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要介護・要支援認定レベル以上の推定患者数は、令和２（2020）年の 1,954 人から令和

22（2040）年には 2,938 人に増加すると見込まれます。 

 

 

要介護認定レベル別にみた推定認知症患者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「日本の地域別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所）をもとに推計 

「日本の地域別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所）をもとに推計 
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（４）一人暮らし高齢者世帯 

 高齢者の増加に伴い、一人暮らし高齢者世帯も増加するものと見込まれます。年齢階層

別では 65～74 歳は令和 12（2030）年まで減少を続けた後に増加に転じ、75～84 歳は令和

12（2030）年まで増加を続けた後に減少に転じる見込みです。85 歳以上は、令和２（2020） 

年以降一貫して増加を続け、令和 22（2040）年には一人暮らし高齢者世帯全体の約２割を

占めると見込まれます。 

一人暮らし高齢者世帯数の推計 

国勢調査、「日本の地域別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所）をもとに推計
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（４）一人暮らし高齢者世帯 

 高齢者の増加に伴い、一人暮らし高齢者世帯も増加するものと見込まれます。年齢階層

別では 65～74 歳は令和 12（2030）年まで減少を続けた後に増加に転じ、75～84 歳は令和

12（2030）年まで増加を続けた後に減少に転じる見込みです。85 歳以上は、令和２（2020） 

年以降一貫して増加を続け、令和 22（2040）年には一人暮らし高齢者世帯全体の約２割を

占めると見込まれます。 

一人暮らし高齢者世帯数の推計 

国勢調査、「日本の地域別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所）をもとに推計
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２ 介護保険サービスの種類と概要

介護保険制度には、申請により要介護・要支援と認定された方が利用できる「介護（予

防）サービス」があります。要支援と認定された方と基本チェックリストにより事業対象

者と判定された方は「介護予防・日常生活支援総合事業」も利用できます。

また、介護保険サービスは、都道府県が指定を行うものと、市町村が指定などを行う「地

域密着型サービス」「介護予防・日常生活支援総合事業」に分かれます。

地域密着型サービスは、介護や支援が必要になっても、できる限り住み慣れた地域での

生活を継続できるように、当該市町村の住民が利用するサービスです。

都道府県が指定・監督 市町村が指定・監督

介
護
予
防
サ

ビ
ス

◎居宅介護予防サービス
【訪問サービス】
・介護予防訪問入浴介護
・介護予防訪問看護
・介護予防訪問リハビリテーション
・介護予防居宅療養管理指導
【通所サービス】
・介護予防通所リハビリテーション
【短期入所サービス（ショートステイ）】
・介護予防短期入所生活介護
・介護予防短期入所療養介護
【その他】
・介護予防福祉用具貸与
・特定介護予防福祉用具販売
・介護予防住宅改修
◎居住系サービス
・特定施設入居者生活介護（混合型）
（有料老人ホームなど）
・介護予防特定施設入居者生活介護
（有料老人ホームなど）

◎地域密着型介護予防サービス

【通所サービス】
・介護予防認知症対応型通所介護

【通い・訪問・泊まり】
・介護予防小規模多機能型居宅介護

【小規模な施設など】
・介護予防認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）

◎介護予防支援（ケアプランの作成）

介
護
給
付

◎居宅サービス
【訪問サービス】
・訪問介護（ホームヘルプサービス）
・訪問入浴介護
・訪問看護
・訪問リハビリテーション
・居宅療養管理指導
【通所サービス】
・通所介護（デイサービス）
・通所リハビリテーション（デイケア）
【短期入所サービス（ショートステイ）】
・短期入所生活介護
・短期入所療養介護
【その他】
・福祉用具貸与
・特定福祉用具販売
・居宅介護住宅改修
◎居住系サービス
・特定施設入居者生活介護（有料老人ホームなど）
◎施設サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・介護医療院
・介護療養型医療施設（令和５（2023）年度末廃止

予定）

◎地域密着型サービス

【訪問サービス】
・夜間対応型訪問介護
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護

【通所サービス】
・認知症対応型通所介護
・地域密着型通所介護

【通い・訪問・泊まり】
・小規模多機能型居宅介護
・看護小規模多機能型居宅介護

【小規模な施設など】
・認知症対応型共同生活介護（グループホーム）
・地域密着型特定施設入居者生活介護
・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

◎居宅介護支援（ケアプランの作成）
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介
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・
日
常
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活
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援
総
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事
業

◎介護予防・日常生活支援総合事業

・訪問型サービス

・通所型サービス

・生活支援サービス

■ケアプランの作成

サービス名 概 要
要介護
１～５

要支援
１・２

居宅介護支援

介護サービスの適切な利用が可能となるよう、介護支援専門員

（ケアマネジャー）が、要介護者の心身の状況、置かれている

環境、意思や希望を勘案して、居宅介護サービス計画（ケアプ

ラン）を作成します。また、計画に基づく介護サービスの提供

が確保されるよう、事業者との連絡調整や、要介護者が介護保

険施設への入所を希望した場合には介護保険施設への紹介な

どを行っています。

提供機関：居宅介護支援事業所

○

介護予防支援

介護予防サービスの適切な利用が可能となるよう、地域包括支

援センターの保健師などが、要支援者の心身の状況、置かれて

いる環境、意思や希望を勘案して、介護予防サービス計画（ケ

アプラン）を作成します。また、計画に基づく介護予防サービ

スの提供が確保されるよう事業者との連絡調整を行っていま

す。

提供機関：地域包括支援センター

○

■居宅サービス

サービス名 概 要
要介護
１～５

要支援
１・２

自宅を訪問してもらい利用する介護（予防）サービス

訪問介護

（ホームヘルプサービス）

ホームヘルパーに自宅を訪問してもらい、入浴・排泄・食事な

どの身体介護や、調理・洗濯などの生活援助を受けられます。
○

訪問看護
疾患などをかかえている人について、看護師に自宅を訪問して

もらい、療養上の世話や診療の補助を受けられます。
○ ○

訪問入浴介護 自宅に浴槽を持ち込んでもらい、入浴の介護を受けられます。 ○ ○

訪問リハビリテーション
理学療法士や作業療法士、言語聴覚士に自宅を訪問してもら

い、リハビリテーションを受けられます。
○ ○

居宅療養管理指導
医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士などに自宅を訪問しても

らい、療養上の管理・指導を受けられます。
○ ○

日帰りで利用する介護（予防）サービス

通所介護

（デイサービス）

通所介護施設に通い、食事・入浴などの日常生活上の支援や、

生活行為向上のための支援を日帰りで受けられます。
○

通所リハビリテーション

（デイケア）

老人保健施設や医療機関などに通い、食事・入浴などの日常生

活上の支援や、生活行為向上のためのリハビリテーションを日

帰りで受けられます。

○ ○

短期間泊まって利用する介護（予防）サービス

短期入所

（ショートステイ）

○短期入所生活介護

介護老人福祉施設などに短期間入所して、食事・入浴・排泄な

どの日常生活上の支援や、機能訓練を受けられます。

○短期入所療養介護

老人保健施設や医療施設などに短期間入所して、医学的な管理

のもとで、医療上のケアを含む日常生活の支援や、機能訓練・

医師の診療を受けられます。

○ ○
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サービス名 概 要
要介護
１～５

要支援
１・２

福祉用具・住宅改修

福祉用具貸与

日常生活の自立を助けるための福祉用具の貸与が受けられま

す。

※要支援１・２及び要介護１の方は原則として、車いす・車い

す付属品・特殊寝台・特殊寝台付属品・床ずれ防止用具・体

位変換器・認知症老人徘徊感知機器・移動用リフトは利用で

きません。また、自動排泄処理装置は要介護４・５の方のみ

の利用となります。

○ ○

福祉用具購入費の支給

排泄や入浴に使われる貸与になじまない福祉用具を、指定され

た事業者から購入した場合、費用額の９割から７割が支給され

ます。年間 10 万円の費用額が上限となります。

○ ○

住宅改修費の支給

手すりの取付けや段差解消などの住宅改修をした際、費用額の

９割から７割が支給されます。20 万円の費用額が上限となり

ます。

○ ○

■福祉用具

項 目 概 要

福祉用具の購入

腰掛便座 便器上に置くもの、起立補助のものなど

自動排泄処理装置の交換部品 尿を自動的に吸引するもの

入浴補助用具 入浴用いす、浴室用手すりなど

簡易浴槽 空気式、折りたたみ式で工事が不要のもの

移動用リフトの吊り具の部分 福祉用具貸与のリフトに付属するもの

福祉用具の貸与

車いす 自走用標準型、普通型電動、介助用標準型

車いす付属品 クッションや電動装置などの車いすで利用する付属品

特殊寝台 背部又は脚部が調整できるものなど

特殊寝台付属品 マットレス、サイドレールなど特殊寝台にて使用する付属品

床ずれ防止用具 送風装置、空気マット、水圧全身マット

体位変換器 空気パッドを利用して容易に体位を変換できるもの

手すり 取り付けに工事を伴わないものに限る

スロープ 段差解消のためのもので、工事の不要なもの

歩行器 歩行時に体重を支える機器で車輪や四脚のものなど

歩行補助つえ 松葉づえ、カナディアン・クラッチなど

認知症老人徘徊感知機器 センサーで感知し通報するもの

移動用リフト 床走行式、固定式などで身体を吊り上げるもの

自動排泄処理装置 排尿中に便が出ても尿と一緒に吸引する装置

■住宅改修の対象となる工事

概 要

・廊下・階段・浴室などへの手すりの取り付け

・床段差の解消

・滑りの防止及び移動の円滑化などのための床材の変更

・引き戸への扉の取り替えなど

・和式から洋式便器などへの便器の取り替え

・その他の住宅改修に付帯して必要となる改修
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■施設・居住系サービス等

サービス名 概 要
要介護
１～５

要支援
１・２

有料老人ホームや高齢者用住宅で利用する介護保険サービス

特定施設入居者生活介護
有料老人ホームやケアハウスなどに入居している高齢者が、日

常生活上の支援や介護が受けられます。
○ ○

施設などで利用する介護保険サービス

介護老人福祉施設

（特別養護老人ホーム）

寝たきりや認知症で日常生活において常時介護が必要で、自宅

では介護が困難な人が入所し、食事・入浴・排泄などの日常生

活の世話が受けられます。

○

介護老人保健施設

（老人保健施設）

病状が安定している人に対して、医学的管理のもとで看護・介

護・リハビリテーションを行う施設です。医療上のケアやリハ

ビリテーション、日常的介護を一体的に提供し、在宅への復帰

の支援が受けられます。

○

介護医療院

「日常的な医学管理が必要な重介護者の受け入れ」や「看取り・

ターミナル」などの機能と、「生活施設」としての機能を兼ね

備えた介護保険施設です。要介護者に「長期療養のための医療」

と「日常生活上の世話（介護）」を一体的に提供します。

○

介護療養型医療施設

急性期の治療は終わったものの、医学的管理のもとで長期療養

が必要な人のための医療機関の病床です。医療・看護・介護・

リハビリテーションなどが受けられます。

（令和５（2023）年度末廃止予定）

○

■地域密着型サービス

サービス名 概 要
要介護
１～５

要支援
１・２

自宅に訪問してもらい利用する介護保険サービス

定期巡回・随時対応型訪問

介護看護

重度者をはじめとした要介護高齢者の在宅生活を支えるため、

日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護を一体的に又はそれ

ぞれが密接に連携しながら、定期巡回訪問と随時の対応をする

サービスです。

○

夜間対応型訪問介護
24 時間安心して在宅生活が送れるよう、巡回や通報システム

による夜間専用の訪問介護サービスです。
○

日帰りで利用する介護保険サービス

認知症対応型通所介護
認知症の人を対象に専門的なケアを提供する通所介護サービ

スです。
○ ○

地域密着型通所介護
利用定員が 18 人以下の小規模な通所介護サービスです。サー

ビス内容は居宅サービスの通所介護と同じです。
○

在宅生活をまるごと支える介護保険サービス

小規模多機能型居宅介護
通所を中心に、利用者の選択に応じて訪問系のサービスや泊ま

りを組み合わせて多機能なサービスが受けられます。
○ ○

看護小規模多機能型居宅

介護

小規模多機能型居宅介護と訪問看護など、複数の居宅サービス

や地域密着型サービスを組み合わせて提供するサービスです。
○

小規模な施設などで暮らしながら利用する介護保険サービス

認知症対応型共同生活介

護（グループホーム）

認知症高齢者がスタッフの介護を受けながら共同で生活をす

る住宅です。
○

○

(要支援２

のみ)

地域密着型介護老人福祉

施設

｢介護老人福祉施設｣と同様のサービスが提供されますが、小規

模（29 人以下）となります。複数の小規模拠点（定員５名程度）

が、地域内で分散して提供される場合もあります。

○

地域密着型特定施設入居

者生活介護

｢特定施設入居者生活介護｣と同様のサービスが提供されます

が、小規模（29 人以下）となります。
○
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■介護予防・日常生活支援総合事業 

サービス名 概 要 
要介護 
１～５ 

要支援
１・２

自宅に訪問してもらい利用する介護サービス 

訪問型サービス 
自立した生活を営むために、ホームヘルパーなどが調理、洗濯

や掃除などの日常生活上の支援を行うサービスです。 
 

○ 

(事業対象

者も含む)

日帰りで利用する介護サービス 

通所型サービス 通所介護施設などで機能訓練をはじめとした支援を行います。  
○ 

(事業対象

者も含む)

地域で自立した日常生活を送るためのサービス 

生活支援サービス 
栄養改善を目的とした配食サービスや、高齢者の見守りなどを

行います。 
 

○ 

(事業対象

者も含む)
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３ 用語解説

【あ行】

ＩＣＴ

「Information and Communication Technology」の略称で、直訳は「情報通信技術」

です。IT（Information Technology）とほぼ同義語ですが、Communication の語句がある

ように、コンピューターを使って人と人、人とコンピューターが通信する応用技術を指します。

アウトリーチ

支援が必要であるにもかかわらず届いていない人に対して、行政や支援機関などが積極的に

働きかけて情報・支援を届けるプロセスを指します。

ＡＣＰ（人生会議）

ＡＣＰ（Advance Care Planning）とは、もしものときのために本人が望む医療やケアに

ついて前もって考え、家族や医療・ケアチームと繰り返し話し合って共有する取組のことです。

厚生労働省では、ＡＣＰをより馴染みやすい言葉となるよう「人生会議」という愛称で呼ん

で普及・啓発を進めています。

ＡＤＬ

ＡＤＬ（Activities of Daily Living）は「日常生活動作」と訳され、起床から着替え、移動、

食事、トイレ、入浴など日常的に発生する動作を指します。

ＮＰＯ

「NonProfit Organization」又は「Not for Profit Organization」の略称で、様々な社会

貢献活動を行い、団体の構成員に対し収益を分配することを目的としない団体の総称です。し

たがって、収益を目的とする事業を行うこと自体は認められますが、事業で得た収益は様々な

社会貢献活動に充てることになります。

このうち、特定非営利活動促進法に基づき法人格を取得した法人を、「特定非営利活動法人」

といいます。

【か行】

介護保険サービス

介護保険制度では、居宅サービス、地域密着型サービス、居宅介護支援、施設サービス、介

護予防サービス、地域密着型介護予防サービス及び介護予防支援があります。

介護予防

元気な人も支援や介護が必要な人も生活機能の低下や重度化をできるだけ防ぎ、自分らしい

生活を実現できるようにします。具体的には、日頃から健康管理を行い高齢期にあった健康づ

くりを行うことを指します。
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介護離職

介護のために勤めている会社を退職することを指します。

ケアプラン（介護支援計画）

「いつ」「どこで」「どのようなサービスを」「なんのために」「だれが」「どの程度」「いつま

で行うのか」など、利用する介護サービスの種類や内容を定めた「介護サービスの利用計画」

です。

ケアマネジメント

介護を必要としている人やその家族が持つ問題やニーズに対して、医療や保健、福祉などの

多様なサービスが効率的に提供されるよう適切な助言・援助を行うことを指します。

ケアマネジャー（介護支援専門員）

要介護（要支援）認定者からの介護保険サービスの利用に関する相談や適切な居宅サービス・

施設サービスを利用できるよう、ケアプランの作成やサービス事業者などとの連絡調整を行う

専門職です。

権利擁護

意思能力が十分でない高齢者や障害のある人が、人として生まれながら持っている権利が保

全され社会生活が営めるように、意思能力に応じて社会制度、組織（システム）、専門家など

によって擁護することです。

高齢化率

国連は 65 歳以上を高齢者としていますが、高齢化率は、65 歳以上の高齢者人口が総人口

に占める割合をいいます。我が国の高齢化の特徴は、高齢化のスピードが非常に早く、他の先

進諸国がおよそ 90～100 年で高齢社会（高齢化率 14％以上）に移行しているのに対して、

我が国は 30 年ほどで移行しています。

なお、高齢社会とは人口の高齢化が進んだ社会のことをいいますが、国連では総人口に占め

る高齢者人口の割合が７～14％の社会を「高齢化社会」、14％を超えた社会を「高齢社会」、

21％を超えた社会を「超高齢社会」としました。

高齢者虐待

高齢者に対し、心や体に深い傷を負わせたり、基本的な人権を侵害することや尊厳を奪うこ

とをいいます。平成 18 年 4 月に施行された高齢者虐待防止法では、「身体的虐待」「心理的虐

待」「介護・世話の放棄・放任」「経済的虐待」「性的虐待」を定義しています。

【さ行】

在宅医療

医師、歯科医師、看護師、薬剤師、リハビリテーション専門職などの医療関係者が、往診及

び定期的に通院困難な患者の自宅や老人施設などを訪問して提供する医療行為の総称です。

埼玉県ケアラー支援条例

全国初となる介護者支援のための条例で、令和 2 年 3 月 31 日に施行されました。

同条例では「ケアラー」について、「高齢、身体上又は精神上の障害又は疾病等により援助を

必要とする親族、友人その他の身近な人に対して、無償で介護、看護、日常生活上の世話その

他の援助を提供する者」と定義しています。

基本理念として、「ケアラー」への支援は、「ケアラー」が個人として尊重され、健康で文化

的な生活を営めるように、また、18 歳未満の「ヤングケアラー」への支援は、社会において

自立的に生きる基礎を培い、人間として基本的な資質を養う重要な時期であることに鑑み、適

切な教育機会の確保や心身の健やかな成長・発達と自立が図られるように行うことを明記して

います。

事業対象者（介護予防・生活支援サービス事業対象者）

25 項目の質問で構成される「生活機能全般」「運動機能」「栄養状態」「口腔機能」「閉じこ

もり」「認知症」「うつ」のリスクを判定するための基本チェックリストを実施し、対象者と判

定された方になります。

社会福祉協議会

社会福祉法に基づき、都道府県、市区町村単位に１つずつ設置されています。地域住民ほか、

民生委員、社会福祉施設・社会福祉法人などの社会福祉関係者、保健・医療・教育など関係機

関の参加・協力のもと、地域の人々が住み慣れたまちで安心して生活することのできる「福祉

のまちづくり」の実現を目指した様々な活動を行っています。

消費者被害

全国的に高齢者の消費者被害は増加を続けています。高齢者は「お金」「健康」「孤独」の３

つの大きな不安を持っているといわれ、悪質業者は言葉巧みにこれらの不安をあおり、親切に

して信用させ、年金・貯蓄などの大切な財産を狙います。

シルバー人材センター

一定地域に居住する定年退職者などを会員として、その希望に応じた臨時的・短期的な就業

の機会の確保・提供を目的として設立された都道府県知事の指定する公益法人です。
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介護離職

介護のために勤めている会社を退職することを指します。

ケアプラン（介護支援計画）

「いつ」「どこで」「どのようなサービスを」「なんのために」「だれが」「どの程度」「いつま

で行うのか」など、利用する介護サービスの種類や内容を定めた「介護サービスの利用計画」

です。

ケアマネジメント

介護を必要としている人やその家族が持つ問題やニーズに対して、医療や保健、福祉などの

多様なサービスが効率的に提供されるよう適切な助言・援助を行うことを指します。

ケアマネジャー（介護支援専門員）

要介護（要支援）認定者からの介護保険サービスの利用に関する相談や適切な居宅サービス・

施設サービスを利用できるよう、ケアプランの作成やサービス事業者などとの連絡調整を行う

専門職です。

権利擁護

意思能力が十分でない高齢者や障害のある人が、人として生まれながら持っている権利が保

全され社会生活が営めるように、意思能力に応じて社会制度、組織（システム）、専門家など

によって擁護することです。

高齢化率

国連は 65 歳以上を高齢者としていますが、高齢化率は、65 歳以上の高齢者人口が総人口

に占める割合をいいます。我が国の高齢化の特徴は、高齢化のスピードが非常に早く、他の先

進諸国がおよそ 90～100 年で高齢社会（高齢化率 14％以上）に移行しているのに対して、

我が国は 30 年ほどで移行しています。

なお、高齢社会とは人口の高齢化が進んだ社会のことをいいますが、国連では総人口に占め

る高齢者人口の割合が７～14％の社会を「高齢化社会」、14％を超えた社会を「高齢社会」、

21％を超えた社会を「超高齢社会」としました。

高齢者虐待

高齢者に対し、心や体に深い傷を負わせたり、基本的な人権を侵害することや尊厳を奪うこ

とをいいます。平成 18 年 4 月に施行された高齢者虐待防止法では、「身体的虐待」「心理的虐

待」「介護・世話の放棄・放任」「経済的虐待」「性的虐待」を定義しています。

【さ行】

在宅医療

医師、歯科医師、看護師、薬剤師、リハビリテーション専門職などの医療関係者が、往診及

び定期的に通院困難な患者の自宅や老人施設などを訪問して提供する医療行為の総称です。

埼玉県ケアラー支援条例

全国初となる介護者支援のための条例で、令和 2 年 3 月 31 日に施行されました。

同条例では「ケアラー」について、「高齢、身体上又は精神上の障害又は疾病等により援助を

必要とする親族、友人その他の身近な人に対して、無償で介護、看護、日常生活上の世話その

他の援助を提供する者」と定義しています。

基本理念として、「ケアラー」への支援は、「ケアラー」が個人として尊重され、健康で文化

的な生活を営めるように、また、18 歳未満の「ヤングケアラー」への支援は、社会において

自立的に生きる基礎を培い、人間として基本的な資質を養う重要な時期であることに鑑み、適

切な教育機会の確保や心身の健やかな成長・発達と自立が図られるように行うことを明記して

います。

事業対象者（介護予防・生活支援サービス事業対象者）

25 項目の質問で構成される「生活機能全般」「運動機能」「栄養状態」「口腔機能」「閉じこ

もり」「認知症」「うつ」のリスクを判定するための基本チェックリストを実施し、対象者と判

定された方になります。

社会福祉協議会

社会福祉法に基づき、都道府県、市区町村単位に１つずつ設置されています。地域住民ほか、

民生委員、社会福祉施設・社会福祉法人などの社会福祉関係者、保健・医療・教育など関係機

関の参加・協力のもと、地域の人々が住み慣れたまちで安心して生活することのできる「福祉

のまちづくり」の実現を目指した様々な活動を行っています。

消費者被害

全国的に高齢者の消費者被害は増加を続けています。高齢者は「お金」「健康」「孤独」の３

つの大きな不安を持っているといわれ、悪質業者は言葉巧みにこれらの不安をあおり、親切に

して信用させ、年金・貯蓄などの大切な財産を狙います。

シルバー人材センター

一定地域に居住する定年退職者などを会員として、その希望に応じた臨時的・短期的な就業

の機会の確保・提供を目的として設立された都道府県知事の指定する公益法人です。
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生活支援コーディネーター（地域支えあい推進員）

高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を推進していくことを目的に、地域において生活支

援や介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネート機能を果たす役割を担って

います。

成年後見制度

財産管理や契約、遺産分割などの法律行為を自分で行うことが困難であったり、悪徳商法な

どの被害にあったりする恐れのある、病気や障害のため判断能力が著しく低下した人を保護し、

支援する制度のことです。家庭裁判所により選任された後見人などが本人の意思を尊重し、そ

の法律行為の同意や代行などを行います。

就労的活動支援コーディネーター（就労的活動支援員）

就労的活動の場を提供できる民間企業・団体等と、就労的活動の取組を実施したい事業

者等とをマッチングし、高齢者個人の特性や希望に合った活動をコーディネートすること

により、役割がある形での高齢者の社会参加等を促進します。

【た行】

団塊の世代

第２次大戦後の昭和 22～24 年生まれのベビーブーム世代のことをいいます。堺屋太一氏

が昭和 51 年に発表した小説『団塊の世代』に由来します。昭和 22～24 年の年間の出生数

は約 270 万人でした。

団塊ジュニア

昭和 46～49 年に生まれた第二次ベビーブーム世代のことをいいます。昭和 46～49 年の

年間の出生数は約 210 万人でした。

地域共生社会

子ども、高齢者、障害者など全ての人々が、地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合うこ

とができる社会のことです。

地域ケア会議

高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備とを同時に進めていく、地

域包括ケアシステムの実現に向けた手法です。具体的には、地域包括支援センターなどが主催

し、次に掲げることなどを検討する会議です。

・医療、介護などの多職種が協働して高齢者の個別課題の解決を図るとともに、介護支援専門

員の自立支援に資するケアマネジメントの実践力を高める。

・個別ケースの課題分析などを積み重ねることにより、地域に共通した課題を明確化する。

・共有された地域課題の解決に必要な資源開発や地域づくり、更には介護保険事業計画への反

映などの政策形成につなげる。

地域包括ケアシステム

高齢者が重度の要介護状態となっても住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、住まい・医

療・介護・予防・生活支援を一体で提供し、すべての世代で支え・支えられるまちづくりを目

指す、「地域の包括的な支援・サービス提供体制」です。

地域包括支援センター

地域住民の保健・医療の向上と福祉の増進を包括的に支援することを目的として創設された

機関で、高齢者への総合相談、介護予防ケアマネジメント、高齢者虐待への対応など多様な機

能を併せ持つ機関です。

チームオレンジ

認知症サポーターが正しい理解を得たことを契機に自主的に行ってきた活動をさらに一歩

前進させ、地域で暮らす認知症の人や家族の困りごとの支援ニーズと認知症サポーターを結び

つける取組で、認知症サポーターの近隣チームによる認知症の人や家族に対する生活面の早期

からの支援等を行います。

【に行】

日常生活圏域

市町村の住民が日常生活を営んでいる地域として地理的条件、人口、交通事情、その他の社

会的条件、介護給付対象サービスを提供するための施設の整備その他の条件を総合的に勘案し

て定める区域です。

認知症

脳の障害によって起こる病気で、変性型認知症と脳血管性認知症の大きく２つに分けられま

す。老化による機能の低下とは異なります。

認知症ケアパス

認知症の人の状態に応じた適切なサービス提供の流れのことを指します。

認知症サポーター

「認知症サポーター養成講座」を受講し、認知症について正しい知識を持ち、認知症の人や

家族を温かく見守り、支援する人（サポーター）です。

認知症地域支援推進員

医療機関や介護サービス及び地域の支援機関をつなぐコーディネーターとして、認知症の人

やその家族を支援する相談業務などの役割を担います。当該推進員を中心として、医療と介護

の連携強化や、地域における支援体制の構築を図ります。
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生活支援コーディネーター（地域支えあい推進員）

高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を推進していくことを目的に、地域において生活支

援や介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネート機能を果たす役割を担って

います。

成年後見制度

財産管理や契約、遺産分割などの法律行為を自分で行うことが困難であったり、悪徳商法な

どの被害にあったりする恐れのある、病気や障害のため判断能力が著しく低下した人を保護し、

支援する制度のことです。家庭裁判所により選任された後見人などが本人の意思を尊重し、そ

の法律行為の同意や代行などを行います。

就労的活動支援コーディネーター（就労的活動支援員）

就労的活動の場を提供できる民間企業・団体等と、就労的活動の取組を実施したい事業

者等とをマッチングし、高齢者個人の特性や希望に合った活動をコーディネートすること

により、役割がある形での高齢者の社会参加等を促進します。

【た行】

団塊の世代

第２次大戦後の昭和 22～24 年生まれのベビーブーム世代のことをいいます。堺屋太一氏

が昭和 51 年に発表した小説『団塊の世代』に由来します。昭和 22～24 年の年間の出生数

は約 270 万人でした。

団塊ジュニア

昭和 46～49 年に生まれた第二次ベビーブーム世代のことをいいます。昭和 46～49 年の

年間の出生数は約 210 万人でした。

地域共生社会

子ども、高齢者、障害者など全ての人々が、地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合うこ

とができる社会のことです。

地域ケア会議

高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備とを同時に進めていく、地

域包括ケアシステムの実現に向けた手法です。具体的には、地域包括支援センターなどが主催

し、次に掲げることなどを検討する会議です。

・医療、介護などの多職種が協働して高齢者の個別課題の解決を図るとともに、介護支援専門

員の自立支援に資するケアマネジメントの実践力を高める。

・個別ケースの課題分析などを積み重ねることにより、地域に共通した課題を明確化する。

・共有された地域課題の解決に必要な資源開発や地域づくり、更には介護保険事業計画への反

映などの政策形成につなげる。

地域包括ケアシステム

高齢者が重度の要介護状態となっても住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、住まい・医

療・介護・予防・生活支援を一体で提供し、すべての世代で支え・支えられるまちづくりを目

指す、「地域の包括的な支援・サービス提供体制」です。

地域包括支援センター

地域住民の保健・医療の向上と福祉の増進を包括的に支援することを目的として創設された

機関で、高齢者への総合相談、介護予防ケアマネジメント、高齢者虐待への対応など多様な機

能を併せ持つ機関です。

チームオレンジ

認知症サポーターが正しい理解を得たことを契機に自主的に行ってきた活動をさらに一歩

前進させ、地域で暮らす認知症の人や家族の困りごとの支援ニーズと認知症サポーターを結び

つける取組で、認知症サポーターの近隣チームによる認知症の人や家族に対する生活面の早期

からの支援等を行います。

【に行】

日常生活圏域

市町村の住民が日常生活を営んでいる地域として地理的条件、人口、交通事情、その他の社

会的条件、介護給付対象サービスを提供するための施設の整備その他の条件を総合的に勘案し

て定める区域です。

認知症

脳の障害によって起こる病気で、変性型認知症と脳血管性認知症の大きく２つに分けられま

す。老化による機能の低下とは異なります。

認知症ケアパス

認知症の人の状態に応じた適切なサービス提供の流れのことを指します。

認知症サポーター

「認知症サポーター養成講座」を受講し、認知症について正しい知識を持ち、認知症の人や

家族を温かく見守り、支援する人（サポーター）です。

認知症地域支援推進員

医療機関や介護サービス及び地域の支援機関をつなぐコーディネーターとして、認知症の人

やその家族を支援する相談業務などの役割を担います。当該推進員を中心として、医療と介護

の連携強化や、地域における支援体制の構築を図ります。
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【は行】

バリアフリー化

障害のある人や高齢者などのための物理的な障壁を取り除くことを指していますが、今日で

は、物理的な障壁のみならず、制度的、心理的、文化・情報など生活全般にわたる障壁を取り

除くことを指しています。

【ま行】

看取り介護

看取り介護とは、人生最後の瞬間を、特別養護老人ホーム、介護付き有料老人ホームなどの

介護施設で迎えることです。要介護状態を改善したり維持したりするための介護ではなく、本

人ができるだけストレスなく、自分らしい最期を迎えるための介護といえます。

※看取り介護と並んで使われる言葉にターミナルケアがありますが、ターミナルケアは終末医

療と訳されるとおり、主に終末期の医療および看護のことを指します。

民生委員

民生委員法に基づき、厚生労働大臣が委嘱し、児童福祉法に定める児童委員も兼ねています。

職務は、地域住民の生活状態の把握、要援助者の自立への相談援助・助言、社会福祉事業者又

は社会福祉活動者との密接な連携・活動支援、福祉事務所その他の関係行政機関の業務への協

力などです。

【や行】

ユニバーサルデザイン

性別や年齢、障害の有無にかかわらず、全ての人が利用可能なように、常によりよいものに

改良していこうという考え方で、バリアフリーの考え方を更に進めたものです。施設や設備な

どにとどまらず、誰もが生活しやすいような社会システムを含めて広く用いられることもあり

ます。

【ら行】

レスパイトケア

介護者が一時的に介護から解放されてリフレッシュしたり休息をとる、介護者のためのケア

を指します。
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４ 計画策定組織 

 

（１）本庄市介護保険条例（抜粋） 
平成１８年１月１０日 

条例第１３３号 

第４章 介護保険運営協議会 

（設置） 

第１１条 介護保険に関する事項について、調査及び審議するため、本庄市介護保険運営協議会（以

下「協議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第１２条 協議会は、次に掲げる事項について調査及び審議する。 

（１）法第１１７条第１項の規定による介護保険事業計画の策定又は変更に関する事項 

（２）法第４２条の２第５項、法第７８条の２第６項、法第７８条の４第５項等に規定する地域

密着型サービスに関する事項 

（３）前２号に掲げるもののほか、市の介護保険に関する施策の実施状況の調査その他介護保険

に関する施策に関する重要事項 

（意見具申） 

第１３条 協議会は、前条の規定により調査及び審議した結果必要があると認めるときは、同条各

号に掲げる事項に関して、市長に意見を述べることができる。 

（組織） 

第１４条 協議会は、委員１５人をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

（１）識見を有する者 

（２）保健医療関係者 

（３）福祉関係者 

（４）被保険者 

（５）費用負担関係者 

３ 委員の任期は、３年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第１５条 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は欠けたときは、その職務を代理する。 

（協議会の会議） 

第１６条 協議会は、会長が招集し、会議の議長となる。 

２ 協議会は、委員の２分の１以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 協議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その説明又は意見を聴くことが

できる。 

（協議会の庶務） 

第１７条 協議会の庶務は、福祉部において処理する。 
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【は行】

バリアフリー化

障害のある人や高齢者などのための物理的な障壁を取り除くことを指していますが、今日で

は、物理的な障壁のみならず、制度的、心理的、文化・情報など生活全般にわたる障壁を取り

除くことを指しています。

【ま行】

看取り介護

看取り介護とは、人生最後の瞬間を、特別養護老人ホーム、介護付き有料老人ホームなどの

介護施設で迎えることです。要介護状態を改善したり維持したりするための介護ではなく、本

人ができるだけストレスなく、自分らしい最期を迎えるための介護といえます。

※看取り介護と並んで使われる言葉にターミナルケアがありますが、ターミナルケアは終末医

療と訳されるとおり、主に終末期の医療および看護のことを指します。

民生委員

民生委員法に基づき、厚生労働大臣が委嘱し、児童福祉法に定める児童委員も兼ねています。

職務は、地域住民の生活状態の把握、要援助者の自立への相談援助・助言、社会福祉事業者又

は社会福祉活動者との密接な連携・活動支援、福祉事務所その他の関係行政機関の業務への協

力などです。

【や行】

ユニバーサルデザイン

性別や年齢、障害の有無にかかわらず、全ての人が利用可能なように、常によりよいものに

改良していこうという考え方で、バリアフリーの考え方を更に進めたものです。施設や設備な

どにとどまらず、誰もが生活しやすいような社会システムを含めて広く用いられることもあり

ます。

【ら行】

レスパイトケア

介護者が一時的に介護から解放されてリフレッシュしたり休息をとる、介護者のためのケア

を指します。
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（２）本庄市介護保険運営協議会委員名簿 

 

  

委員区分 選任基準 所 属 氏 名 

第１号委員 
見識を有する者 
５名 

市議会議員 本庄市議会 門 倉 道 雄 

市議会議員 本庄市議会 清 水 静 子 

自治会代表 本庄市自治会連合会 早 川 勲 

自治会代表 本庄市自治会連合会 荻 野 和 弘 

民生・児童委員 本庄市民生・児童委員協議会 茂 木 秀 夫 

第２号委員 
保健医療関係者 
３名 

医師 (社)本庄市児玉郡医師会 高 橋 公 男 

医師 (社)本庄市児玉郡医師会 薗 部 光 一 

歯科医師 本庄市児玉郡歯科医師会 飯 塚 能 成 

第３号委員 
福祉関係者 
３名 
(介護保険サービ
ス事業者代表) 

在宅サービス事業者 
児玉郡市介護支援専門員連絡
会 

太 田 行 信 

在宅サービス事業者 本庄市社会福祉協議会 山下部 勝 

施設サービス事業者 (福)安誠福祉会 岡 芹 正 美 

第４号委員 
被保険者 
３名 

高齢者団体 本庄市老人クラブ連合会 須 藤 成 光 

公募(第１号被保険者)  依 田 由美子 

公募(第２号被保険者)  小 暮 幸 雄 

第５号委員 
費用負担関係者 
１名 

健康保険組合代表 沖電気工業（株） 平 木 哲 也 



 

（３）本庄市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画検討委員会設置規程 

 

平成２０年４月２８日 

訓令第７号 

（設置） 

第１条 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の８第１項及び介護保険法（平成９年 

法律第１２３号）第１１７条第１項の規定により市が定める本庄市高齢者福祉計画及び介護保険

事業計画について、必要な事項を検討及び審議し、並びに関係各課等の調整を図るため、本庄市

高齢者福祉計画及び介護保険事業計画検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事務を所掌する。 

（１） 本庄市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の策定並びに変更に関すること。 

（２）本庄市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の進捗状況の確認並びに改善策の検討に関す

ること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

２ 委員長は、福祉部地域福祉課長を、副委員長は、福祉部介護保険課長をもってこれに充て、委

員は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は欠けたときは、その職務を代理

する。 

（会議） 

第４条 委員会の会議は、必要に応じ、委員長が招集する。 

２ 会議の議長は、委員長をもって充てる。 

３ 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の関係者に対し、出席を求めて意見若しくは

説明を聴くこと又は資料の提出を求めることができる。 

（ワーキンググループ） 

第５条 委員会は、第２条に掲げる事項の具体的な検討のため必要があるときは、ワーキンググル

ープを設けることができる。 

２ ワーキンググループは、第３条に掲げる委員長、副委員長及び委員が所属する組織の構成員か

ら、 委員長が選任する者により構成する。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、福祉部地域福祉課及び福祉部介護保険課において処理する。 

（その他） 

第７条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮っ

て定める。 

別表（第３条関係） 

  

 

企画財政部企画課長 企画財政部財政課長 市民生活部危機管理課長 市民生活部支所市
民福祉課長 福祉部生活自立支援課長 福祉部障害福祉課長 保健部保険課長 保健部健
康推進課長 経済環境部商工観光課長 教育委員会生涯学習課長 教育委員会スポーツ推進
課長 
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高齢者福祉計画及び介護保険事業計画庁内検討委員会 

 役 職 職 名 氏 名 

１ 委 員 長 福祉部地域福祉課長 五十嵐 世志雄 

２ 副委員長 福祉部介護保険課長 浅 見 栄 一 

３ 委  員 企画財政部企画課長 前 川 章 

４ 

 

企画財政部財政課長 平 賀 元 

５ 市民生活部危機管理課長 武 政 和 也 

６ 市民生活部支所市民福祉課長 三井田 憲 治 

７ 福祉部生活自立支援課長 山 田 剛 

８ 福祉部障害福祉課長 折 茂 勝 彦 

９ 保健部保険課長 星 野 政 洋 

10 保健部健康推進課長 伊 平 直 美 

11 経済環境部商工観光課長 小 川 知 子 

12 教育委員会生涯学習課長 原 道 広 

13 教育委員会スポーツ推進課長 橋 本 英 樹 
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５ 策定経過 

 

月 日 項 目 主な内容 

令和元年 

10 月 28 日 
第１回検討委員会 

【議事】 

○本庄市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画に

ついて 

○介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調査に

ついて 

11 月８日 第１回運営協議会 

【議題】 

○本庄市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画の

策定について 

○介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調査等

の実施について 

【報告事項】 

・地域密着型サービスについて 

・本庄市の現状について 

12 月６日から 

12月 20日まで 

介護予防・日常生活

圏域ニーズ調査及

び在宅介護実態調

査の実施 

【対象・回収状況】 

・本庄市在住の要介護認定を受けていない高齢者及び在宅で生

活している要支援・要介護認定を受けている高齢者を対象に、

3,000 人に配布、2,159 票回収。 

令和２年 

１月 31 日 
第２回検討委員会 

【議事】 

○介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調査の

回収状況について 

○本庄市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画策

定に向けた調査（団体アンケート）について 

○計画骨子案について 

２月 12 日 第２回運営協議会 

【議題】 

○介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調査の

回収状況について 

○本庄市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画策

定に向けた調査（団体アンケート）について 

○本庄市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画策

定の骨子案について 

○地域密着型サービス事業者の公募について 

【報告事項】 

・地域密着型サービスについて 
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月 日 項 目 主な内容 

５月 15 日 第３回検討委員会 

【議事】 

○介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調査の

集計結果について 

○団体アンケート集計結果について 

○現行計画における各課事業評価について 

○計画骨子（素案）について 

５月 21 日から 

６月 12 日まで 

(書面開催) 

第３回運営協議会 

【議事】 

○介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調査集

計結果からみた課題について 

○団体アンケート集計結果からみた課題について 

○本庄市第８次高齢者保健福祉計画及び第７期介護保険事業計

画における各課事業評価について 

○本庄市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画策

定の骨子（素案）について 

【報告事項】 

・地域密着型サービスについて 

８月 18 日 第４回検討委員会 

【議事】 

○次期計画における各課事業照会の結果について 

○素案について 

８月 31 日 第４回運営協議会 

【議題】 

○本庄市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画に

おける各課事業照会の結果について 

○本庄市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画の

素案について 

【報告事項】 

・地域密着型サービスについて 

10 月 15 日 第５回検討委員会 

【議事】 

○素案について 

○資料編について 

11 月５日 第５回運営協議会 

【議題】 

○本庄市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画

（案）について 

○地域密着型サービスの整備計画（案）について 

○パブリックコメントの実施について 

12 月７日から 

令和３年 

１月８日まで 

パブリックコメン

トの実施 

【閲覧場所等】 

・本庄市役所、児玉総合支所、中央公民館、図書館（本館・分館）

・市ホームページ 
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月 日 項 目 主な内容 

令和３年 

１月 20 日 
第６回検討委員会 

【議事】 

○パブリックコメントの結果と対応について 

○介護サービス量の見込みと保険料について 

○本庄市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画

（案）について 

２月５日 第６回運営協議会 

【議題】 

○パブリックコメントの結果と対応について 

○第８期介護保険事業計画における介護サービス量の見込みと

介護保険料について 

○本庄市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画

（案）について 

○答申書（案）について 

【報告事項】 

・地域密着型サービスについて 

２月 15 日 市長答申 
○本庄市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画

（案）の答申 
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